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計 画 の 概 要第１章

３



○令和５年度（2023年度）から基本構想・基本計画「八王子未来デザイン２０４０」がスタートします。同計画は、市民・企
業・行政など、全てのまちづくりの主体が明確なビジョンを共有して行動するために、多くの声をもとに描いた「未来の八
王子」の設計図であり、「みんなで目指す２０４０年の姿」とそれを実現するための基本的な施策展開等を示しています。

○2040年を展望すると、人口減少、少子高齢化、地球温暖化など、厳しい社会環境の変化が見込まれ、行政経営においても新
たな局面を迎えることとなります。これまで、人口増や経済成長に伴い増加した歳入を財源に、多様化・複雑化する行政需
要に対応してきました。しかし、本格的な人口減少社会の到来や人口構造の変化に伴い、財政規模の縮小や働き手の減少な
どが見込まれ、新たな社会課題や行政需要に対応するためには、これまで以上に効果・効率的な行財政運営が不可欠となり
ます。

○「八王子未来デザイン２０４０」には、変わり続けていく多様なニーズに寄り添い、しなやかに対応するとともに、行財政
運営の持続可能性を追求し、未来への責任を果たすための５つの「経営方針」を掲げ、多様な主体による価値創造や、限り
ある経営資源の効果・効率的な配分、将来世代に負担を残さない健全な財政運営などを通じて、市民の信頼に応え続ける市
政運営を実践することとしています。

○「八王子市経営計画」は、持続可能な行財政運営のもと「八王子未来デザイン２０４０」の実現に向けた具体的取組を示す
行動計画として策定したものです。本計画に基づき「八王子未来デザイン２０４０」に掲げる施策の効果的な展開と、その
基盤となる中長期的な視点による経営マネジメントに一体的に取り組んでいきます。

１ 策定趣旨

４



「八王子未来デザイン２０４０」の全体像

５

１ 策定趣旨



「八王子未来デザイン２０４０」
に掲げる施策の推進

中長期的な視点による
経営マネジメント

「みんなで目指す２０４０年の姿」
基本構想に掲げる「都市像」の実現に向け、２０４０年までに実現を目指す“市民の暮らしや理想の状態”

八王子未来デザイン２０４０

八王子市経営計画

６

２ 位置付けと計画期間

（１）位置付け

「八王子市経営計画」は、「八王子未来デザイン２０４０」に定める「みんなで目指す２０４０年の姿」の実現に向け、
施策の効果・効率的な展開と、中長期的な視点による経営マネジメントを一体的に推進するための行動計画です。

一体的に推進

（２）計画期間

令和５年度（2023年度）から令和８年度（2026年度）までの４年間を前期の計画期間とします。

令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和10年度 令和11年度 令和12年度

八王子未来デザイン２０４０（基本計画）

八王子市経営計画

（前期計画)

八王子市経営計画

（後期計画）
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３ 計画の構成

八王子市経営計画



専門的知見の活用イメージ

◆市長からの諮問に応じ答申

◆後期計画における経営改革の基本的な

方向性について調査審議

◆理事者等を含めた市との柔軟な意見交換

◆領域や分野を絞ったテーマ設定

スピード感を持った取組への反映

例：財源確保に向けた経営改革の更なる推進

外郭団体との連携強化

施設マネジメントの推進

大型投資事業の方向性 など

行財政改革推進審議会 懇談会等

◆カーボンニュートラル、ＤＸなどの

分野でのスポット的な活用

（伴走支援、研修、講演など）

専門人材

８

４ 計画の推進

（１）専門的知見の活用

八王子市行財政改革推進審議会や懇談会等を活用し、社会・経済情勢や地方自治体が抱える課題を捉えた幅広い視点、既存
の行政の考え方に捉われない柔軟な発想など、優れた専門的知見を外部から取り入れます。

（２）進行管理

「八王子未来デザイン２０４０」における細施策に設定した重要業績評価指標（ＫＰＩ）と重点事業の評価指標を確認し、
進捗状況と貢献度を評価することで、事業の方向性や優先度を検証し、毎年度の予算編成に反映していきます。



９

５ 行財政運営を取り巻く現状と課題

（１）厳しい財政見通し

ア 財政を取り巻く現状

経済の低成長や人口減少・少子高齢化により、市税を中心とした一般財源収入の減少や社会保障費の更なる増加が予測され
ています。さらに、価値観の多様化や公共施設の老朽化により行政需要は増加しています。そのため、歳入・歳出の間に乖離
（歳入・歳出ギャップ）が生じ、今後はより厳しい財政状況になると考えられます。

イ 今後の財政健全化の取組

歳入状況を見定めながら、新たな社会課題や行政需要に対し、経営資源をどのように配分するかが課題となっています。
そこで、これまでの決算の推移を基に人口推計などを反映し、令和22年度(2040年度)までの財政見通しを作成しました。今後

は、財政見通しを踏まえて、歳入・歳出ギャップの解消に計画的に取り組み、持続可能な財政運営を推進していきます。

ウ 財政見通しの推計方法

財政見通しは、決算や人口などの統計情報や、中長期保全計画など財政への影響が大きい項目を反映し作成しています。

 人口 …… 人口ビジョン

 歳入 市税・税外収入・地方交付税 …… 人口一人当たり単価を算出し人口推計と連動させ推計
国都支出金・市債 …… 歳出と連動させ推計

 歳出 人件費 …… 職員数を据え置き、年齢構成の変化を反映し推計
扶助費・補助金等・繰出金 …… 人口一人当たり単価を算出し人口推計と連動させ推計
投資的経費 …… 中長期保全計画・その他各事業の予定等をもとに推計
物件費・維持補修費 …… 新規施設の運営費等を反映し推計
公債費 …… 投資的経費に伴う市債の発行見込を反映し推計

臨時財政対策債は制度が継続することを想定
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５ 行財政運営を取り巻く現状と課題

エ 財政見通し

＜人口推計に基づく財政見通し（一般財源ベース）＞ ＜基金・現金及び収支の内訳＞

出典：「八王子未来デザイン２０４０」別冊（附属資料）
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５ 行財政運営を取り巻く現状と課題

（２）公共施設の老朽化

○本市が保有する公共施設の有形固定資産減価償却率は年々増加しています。全体の約63％の建物が築30年以上を経過して
おり、そのうち学校教育施設が約66％を占めています。

○学校施設、道路、公園などの整備にかかる投資的経費の直近10年間の平均は約186億円で、歳出総額の約９％を占めていま
す。また公共施設の維持に要する維持補修費の10年間の平均は約21億円となっています。

○将来の人口減少を見据えた保有延床面積の縮減をすすめる必要があり、そのためには、少子化の影響を大きく受け、本市
の保有延床面積の約60％を占める学校教育施設の再編が重要となります。

＜人口減少に合わせた施設総量の適正化イメージ＞

出典：「令和3年度(2021年度）八王子市公共施設等総合管理計画実績報告書」

＜保有延床面積と有形固定資産減価償却率の推移＞
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５ 行財政運営を取り巻く現状と課題

（３）人財の確保と育成

○生産年齢人口の減少や公務員志望者の減少に伴い、人財獲得競争は激化しており、今後、職員の確保が困難になることが
想定される中で、市政運営を支える職員を確保していく必要があります。

○多様化・複合化する地域課題や新たな行政需要に対応するため、行財政運営のあり方や、職員に求められる役割が大きく
変化しており、人財育成によって職員の能力を更に高めていく必要があります。

○限られた職員で「八王子未来デザイン２０４０」を実現するためには、職員一人ひとりが、その能力を最大限発揮できる
よう、働きやすく働きがいのある職場づくりが必要です。



行財政運営の基本取組第２章

「八王子未来デザイン２０４０」に掲げる経営方針を踏まえた経営視点での

基本的取組を示します。

13



「八王子未来デザイン２０４０」では、人口減少等による経営環境の変化と今後想定される課題に対処しつつ、「みんなで
目指す２０４０年の姿」を実現する諸施策を効果的に展開していくために、行財政運営の基本方針として５つの経営方針を定
めています。

基本取組は、経営方針に基づき計画期間において実践する基本的な取組を示すものです。

経営方針と基本取組

14

【求められる行財政運営】

市民の信頼に応え続ける市役所づくり

 変わり続けていく多様なニーズに寄り添い、

しなやかに対応する。

 行財政運営の持続可能性を追求し、未来への

責任を果たす。

＜八王子未来デザイン２０４０＞

経営方針

方針１ 多様な主体による価値創造を促進する。

方針２ 未来視点で賢く投資する。

方針３ 「スマート市役所」を実現する。

方針４ 持続可能な財政基盤を次代につなぐ。

方針５ チャレンジする組織になる。



方針１ 多様な主体による価値創造を促進する。

活力あふれる自立都市の実現に向け、地域の多様な主体が互いを尊重し、強みを活かし合えるまちづくりをすすめるため、

市は相互間の協力関係を構築するプラットフォームビルダーとしての役割を果たします。

１－① 「地域自治※」の推進

 地域の多様な活動団体や住民が相互に連携、補完し合
うためのプラットフォームを整備・拡充するととも
に、地域と行政の役割や責任を踏まえ、協働して地域
課題に取り組む体制を整備していきます。

１－② 「共創※」の実践

 企業、大学など多様な主体と未来志向で有機的に連携、
協働できるスキームを市が主体的に構築し、対話を通
じて相互の強みを組み合わせ、新たなソリューション
の創出につなげていきます。

１－③ 都市間連携の推進

 人口減少や多様化する市民ニーズに適切に対応するた
め、市の枠組みを超えた都市間連携により、広域的な
行政サービスの提供とイノベーションの創出を目指し
ます。

１－④ 情報の共有・発信・活用の強化

 全ての職員が広聴マインドを持ち、様々な機会を活用
して、市民や地域、事業者とのきめ細かな対話を実践
することで、困りごとや課題を共有し、その実情に即
した施策展開につなげていきます。

 必要な情報を分かりやすく、スピーディーに提供する
ことに加え、市が保有するデータの公開を一層推進し、
多様な主体による地域課題の解決や新たなビジネスの
創出を促進していきます。

※ 地域自治…地域のことを自分たちで考え、ともに行動する
ことでみんなの幸せを実現していくこと。

※ 共創…対話と共感から、新たなソリューション（解決策）

をとも（共）に創り出すこと。

基本取組

経営方針と基本取組
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方針２ 未来視点で賢く投資する。

限りある経営資源（ヒト・モノ・財源・情報）を有効活用し、最大限の効果を発揮できるよう、未来志向で成果重視の

賢い投資を実践します。

２－① 重点投資の視点による経営資源の配分

 「八王子未来デザイン２０４０」に掲げる重点テーマ
とそれぞれの取組方針を踏まえ、目標の達成に向けて
貢献度の高い取組を分野横断的な視点から重点化し、
予算や人員を集中して投資します。

 重点化する取組を重点事業として位置付け、「重点事
業編」において具体的な展開を示すことで、毎年度の
予算編成の指針とし、計画的な事業執行を推進しま
す。

 より政策効果の高い事業を構築（ビルド）するため、
既存事業のスクラップについてもビルドと一体的な取
組として実行することで、賢い支出（ワイズスペン
ディング）につなげていきます。

２－② 地球規模の課題への貢献

 カーボンニュートラルやＳＤＧｓの達成を強く意識し、
地球、そして地域の未来に貢献する取組に投資します。

２－③ 地域起点のサービス展開

 デジタル化の進展による行政サービスの提供手法の変
化や、地域課題が多様化・複合化している状況を踏ま
え、地域における行政サービスのあり方を時代に即し
た形に見直していきます。

２－④ 事業マネジメントの強化

 重要業績評価指標（ＫＰＩ）等により施策の達成度と
事業の貢献度を検証する新たな行政評価制度を運用し、
事業展開の見直しを行います。

 データを組み合わせて分析できるツールの活用や、職
員の育成を通じて、客観的なデータに基づいた政策立
案や事業の検証を推進します。

基本取組

経営方針と基本取組
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方針３ 「スマート市役所」を実現する。

サービスデザイン思考※で業務を変革し、市民の利便性を高めるとともに、職員が創造的な仕事に注力できる環境を整える

ことで、今より少ない職員でも質の高いサービスを柔軟に展開できる高効率な市役所を実現します。

３－① デジタルガバメントの推進

 行政手続きのオンライン化やＡＩなどの積極活用によ
り、市民の生活の質の向上と行政事務の効率化を同時
に推進します。

 デジタル機器に不慣れな方にも分かりやすく使いやす
いサービスの提供や、身近な場所で支援を受けられる
仕組みづくり等を通じて、誰もがデジタル社会の恩恵
を享受できる環境を整えていきます。

３－② アウトソーシングの活用

 職員にしかできないコア業務を明らかにした上で、外
部の力を活用することが有効な業務については、民間
活力を最大限に活用します。

 小規模業務など、単独部署のアウトソーシングでは費
用対効果が見込めない業務についても、組織横断の視
点で集約化等を行うことで、効率の向上をはかります。

 市が直接運営している施設について、市場の動向や施
設のあり方を踏まえて、指定管理者制度の導入などを
推進し、施設の魅力を高めていきます。

３－③ ＢＰＲ※の推進体制の整備

 今までの「当たり前」を疑い、客観的なデータに基づ
く業務マネジメントを推進するため、全庁的に業務の
質・量の「見える化」を行い、効果的な業務見直しに
つなげていきます。

 業務改善につながるツールの導入などの庁内デジタル
基盤の整備をはかるとともに、職員一人ひとりが業務
の見直しに自分ごととして取り組む意識の醸成やデジ
タル活用に関するリスキリング※を通じて推進体制を
強化します。

※ サービスデザイン思考…サービスの現状における課題を、
利用者目線で解決し、より良い状態に変えること。

※ ＢＰＲ…Business Process Reengineeringの略で、既存の
業務プロセスを詳細に分析して課題を把握し、全体的な解
決策を導き出すこと。

※ リスキリング…技術革新やビジネスモデルの変化に対応す
るために、業務上で必要とされる新しい知識やスキルを学
ぶこと。

基本取組

経営方針と基本取組

17



方針４ 持続可能な財政基盤を次代につなぐ。

人口減少などの社会環境の変化や災害などのリスクに迅速かつ柔軟に対応しつつ、将来世代に負担を残さない持続可能な

財政運営を行います。

４－① 中長期的視点での財政運営

 人口減少などの社会環境の変化や財政見通しを踏ま
え、事業の見直しなど、改革の取組により収支の均衡
をはかり、災害などのリスクにも適切に対応できるよ
う、計画的な財政運営を行います。

 生産年齢人口が減少する将来においても、公債費など
の負担が過大にならないよう、事業規模の適正化と市
債の管理により、将来にわたる財政の健全性を維持し
ていきます。

４－② 職員数の適正化

 生産年齢人口の減少に伴う働き手の減少や財政見通し
を踏まえ、人口に応じて職員数の適正化をはかります。

４－③ 公共施設マネジメントの強化

 財政見通しや人口推計等を踏まえた中長期的な視点か
ら、公共施設の再編による延床面積及びライフサイク
ルコストの縮減と、中長期保全計画に基づく予防保全
による既存施設の長寿命化をはかります。

 市有施設及び市有地については、重要な資源として、
戦略的に管理し、積極的な利活用をはかります。

 「地域づくり推進基本方針」との連携による学校を中
心とした施設再編や、各種施設の機能整理・集約化を
踏まえたエリアマネジメントによる施設再編を推進し
ます。

４－④ 投資的事業の適切な進行管理

 大型投資事業について、本計画期間の４か年はコロナ
禍や国際情勢により激変した社会状況を踏まえた事業
見直しや対応策を検討し、後期４か年計画を策定する
令和８年度(2026年度)に、まちづくりや財政運営面な
どの状況変化をとらえ、方向性を確認します。

基本取組

経営方針と基本取組
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方針５ チャレンジする組織になる。

「職員は財産」という考えのもと、新たな価値を生み出すことのできる人財を確保・育成するとともに、その力を最大化

する組織づくりを行うことで、変化をチャンスと捉えてチャレンジを続ける集団を創ります。

５－① 人財の確保・育成

 本市の魅力発信など、採用プロモーションを強化し、
多様な採用活動を行うことで、市政運営を支える人財
を確保します。

 社会環境の変化に対応できる新しい知識やスキルを習
得できるよう、リスキリングを推進するとともに、職
員の成長と活躍を支える制度を構築し、職員の能力や
適性等を最大限に活かします。

５－② 安心して働き続けることができる職場環境づくり

 仕事と子育ての両立だけでなく、家族の介護、地域と
のつながりなど、個々の職員の生活状況や価値観に応
じた働き方ができるよう、制度を効果的に運用すると
ともに、職員が互いに支え合いながら、誰もが働きや
すく、働きがいを実感できる職場環境を整備します。

 職員が安心して働き続けられるよう、「心」と「から
だ」の健康づくりを推進します。

５－③ 組織体制の整備

 指揮命令系統や組織のビジョンを明確化し、職員の
チャレンジを支え、自律的な成長と活躍を一層引き出
す組織づくりに取り組みます。

 事務の種類や必要とする専門性に応じて最適な任用制
度を活用するなど、業務の質と量に応じた適切な定数
管理に取り組むとともに、外部人材の活用や障害者雇
用の推進を通じて、様々な観点や能力を持つ多様な人
財が活躍する組織づくりを行います。

 組織機構については、重点課題に的確に対応し、必要
な施策を着実に推進するために必要な見直しを柔軟に
行います。

 激甚化する自然災害や感染症など、市が直面する様々
な危機に迅速かつ臨機応変に対応するための体制を強
化します。

基本取組

経営方針と基本取組
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中期財政フレーム編第３章

財政の持続可能性を確保するための歳入・歳出フレームを示します。

20



21

１ 財政フレーム

（１）財政フレームの目的

９、10ページに示した財政見通しのとおり、本市の財政を取り巻く環境は、人口減少・少子高齢化、公共施設の老朽化に伴
い社会保障費や投資的経費が増加し、更に厳しくなることが予想されます。そのため、必要な施策の確実な推進と財政の持続

可能性の確保の両立が課題となっています。

この課題に対応するには、将来を見据えた計画的な財政運営が重要となることから、財政の持続可能性を確保していくため
の『フレーム』を示します。

なお、このフレームについては、現時点での地方財政制度を前提とし、本市を取り巻く環境を踏まえたうえで作成している
ため、今後も国が示す地方財政計画等の動きを注視していく必要があります。

（２）基本的な考え方

 国が示す地方財政計画との整合

 人口ビジョンとの連動

 将来世代と現役世代の負担の均衡



１ 財政フレーム
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◆  歳入

令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和10年度 令和11年度 令和12年度

税・税外収入 1,125 1,124 1,122 1,120 1,118 1,115 1,112 1,108

地方交付税 60 45 44 42 42 42 42 42

1,185 1,169 1,166 1,162 1,160 1,157 1,154 1,150

826 849 881 853 859 874 886 915

134 162 127 117 120 101 112 123

うち臨時財政対策債 23 33 31 29 29 29 29 29

28 37 28 31 26 9 6 18

うち財政調整基金 23 23 27 25 13 5 5

2,173 2,217 2,202 2,163 2,165 2,141 2,158 2,206

基金繰入金

計

（単位　億円）

区　分

一般財源

国・都支出金、その他

市債

前提条件等

 税・税外収入 人口に連動する科目について、人口推計と連動させ算出

 地方交付税 基準財政需要額：人口推計と連動させ算出。職員の定年引上げによる影響を反映
基準財政収入額：税・税外収入の増減を反映

 国・都・その他 歳出と連動させ算出

 市債 建設債 ：歳出における投資的経費と連動させ算出
臨時財政対策債：現行の制度が継続されることを前提に、地方交付税と連動させ算出

（３）令和５年度(2023年度）～12年度（2030年度）の財政フレーム



１ 財政フレーム
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◆  歳出

令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和10年度 令和11年度 令和12年度

人件費 289 299 290 305 290 306 291 305

扶助費 791 800 809 817 824 832 840 847

公債費 126 130 136 136 141 143 146 140

1,206 1,229 1,235 1,258 1,255 1,281 1,277 1,292

236 265 238 195 194 164 187 224

731 723 729 710 716 696 694 690

2,173 2,217 2,202 2,163 2,165 2,141 2,158 2,206

（単位　億円）

区　分

義務的経費

投資的経費

その他

計

前提条件等

 人件費 人口に対する職員数を一定に維持するものとして算出
退職手当について、定年引上げによる影響を反映

 扶助費 人口一人当たり単価を現状ベースとし、対象者の増減見込を反映

 公債費 市債償還予定に投資的経費見直し後の借入見込を反映

 投資的経費 新たな財政規律を踏まえた事業の見直しを行うものとして算出

 その他 決算状況を踏まえた人口一人当たり単価をベースとし、人口減少分を反映
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２ 新たな財政規律

将来世代に過度な負担を先送りすることなく、透明性の高い財政運営を実現するため、簡素で分かりやすい、新たな行動
規範となる財政規律を設定します。

（１）新たな財政規律に必要な要素

経営資源に限りがある中、社会状況の変化に応じた施策を展開していくためには、義務的経費等の圧縮により財政の柔軟
性を高める必要がありますが、本市の義務的経費が歳出全体に占める割合は、中核市などと比較して高い状況です。

新たな財政規律は、義務的経費の中でも後年度にコントロールしにくい公債費に着目し、事業規模等の最適化により、計
画的な公債費の管理を実現できるものとします。

義務的経費の状況比較（歳出総額比） 単位　％

区分 八王子市 中核市平均 26市平均

人件費 14.3 15.2 14.5

扶助費 35.2 27.4 30.5

公債費 6.6 9.8 5.5

義務的経費 56.1 52.4 50.4

出典：総務省「地方財政状況調査」
平成27年度（2015年度）～令和元年度（2019年度）決算の５か年総額をもとに算出
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２ 新たな財政規律

（２）新たな指標の設定

ア 一般財源等に占める「公債費等」の割合 12％台【令和22年度（2040年度）決算】

地方交付税の交付団体である本市の一般財源は、国が作成する地方財政計画により枠組みが決まっています。この計画を
踏まえ、平成30年度（2018年度）から令和４年度（2022年度）の公債費関連の基準財政需要額が需要全体に占める割合をも
とに基準値を設定しています。

イ 市民一人当たり「市債等」残高 28万円【各年度決算】

令和22年度（2040年度）に「ア」の基準値を達成するためには、市債等の残高が過大にならないようコントロールしてい
く必要があります。計画的な残高管理の結果を分かりやすく確認するため、各年度の基準値を設定しています。

※財政の持続可能性と将来世代との負担の公平性に着目し、指標を設定しています。
市税を中心とする一般財源収入は、人口構造や経済環境の変化により変動するため、人口の増減や歳入確保の取組の成果
を事業規模等に反映できる指標としています。

[用語の説明]

区分 定義

一般財源等
1款市税~ 12款交通安全対策特別交付金、17款財産収入、18款寄附金及び22款市債のうち

臨時財政対策債＜発行可能額＞を対象とする。

公債費等

市債等

公債費・市債に加え、PFI等による施設建設やESCO事業等に係る債務負担行為などに

係るものを対象とする。

人口 住民基本台帳人口



経 営 改 革 編第４章

「八王子未来デザイン２０４０」の実現に向けた施策の推進に必要な経営資源

（ヒト・モノ・財源・情報）を、中長期的な視点で確保するための具体的な取組

の展開を示します。
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今後、本市の財政状況は、更に厳しくなることが
予想され、将来世代に負担を残さない財政運営と、
「八王子未来デザイン２０４０」に掲げる施策の着

実な推進に向け、必要な財源（下表Ｅ）を経営改革
により確保していく必要があります。

令和５年度
(2023年度)

令和６年度
(2024年度)

令和７年度
(2025年度)

令和８年度
(2026年度)

４か年合計

財政見通しにおける歳入・歳出ギャップ 【Ａ】=Ｃ-Ｂ △4 2 4 26 28

歳入計 【Ｂ】 2,173 2,273 2,209 2,229 -

歳出計 【Ｃ】 2,169 2,275 2,213 2,255 -

新たな施策展開に対応するための財源 【Ｄ】 5 9 11 11 36

必要な財源（経営改革による確保額） 【Ｅ】=Ａ+Ｄ 1 11 15 37 64

27

経営改革編では、中長期的な視点で収支の均衡をはかる
とともに、過度な負担の先送りと財政の硬直化を防ぐため
の具体的な取組を「６ 個別取組」のとおり示し、推進し
ていきます。

なお、「第３章 中期財政フレーム編」において新たに
財政規律を設定している公債費のほか、義務的経費の大半
を占める人件費及び扶助費について、人口減少下でも歳出
全体に占める割合が過大にならないように努めていきます。

（単位：億円）

１ 歳入・歳出ギャップの解消と新たな施策展開への対応



経営改革編では、具体的な取組により財源を確保していき
ます。

しかし、現時点で想定している取組のみでは、歳入・歳出
ギャップの解消と新たな施策展開への対応に必要な財源が確
保できていません。

財政収支の改善をはかるための対策を継続的に考え、行政
サービスに及ぼす影響が大きい取組についても、外部の専門
的知見などを活用して、実施していきます。

令和５年度
(2023年度)

令和６年度
(2024年度)

令和７年度
(2025年度)

令和８年度
(2026年度)

４か年合計

必要な財源（経営改革による確保額） 【Ａ】 1 11 15 37 64

内
訳

想定している取組による確保額 【Ｂ】 1 11 7 21 40

取組の更なる推進による確保額 【Ｃ】=Ａ-Ｂ - - 8 16 24

28

取組例

■市単独事業等の検証及び見直し
補助事業の廃止・縮小、
生活支援型給付における所得制限 など

■税源涵養の促進
税収の増加につながる企業立地、
財源の確保につながる未利用資産の活用 など

■扶助費の縮減
データを利活用した健康づくりや就労支援の
更なる推進による支給対象者の抑制 など

（単位：億円）

２ 取組の更なる検討・推進



経営改革編は、経営資源（ヒト・モノ・財源・情報）
を中長期的な視点で確保するための具体的な取組の展開
を示すものです。

業務量の削減や財源の確保など、定量的に効果を示す

ことができるものに限らず、データ、人財などの経営資
源の活用効果を高める仕組みづくりや、多様な主体との
連携により、課題解決をはかる仕組みづくりなども経営
改革と捉え、右表に示す効果が想定される取組を展開し
ていきます。

経営資源 想定される効果

ヒ ト

【業務量減】：業務量の削減

【連携強化】：課題解決に向けた多様な主体との

連携強化

【人財育成】：新たな価値を生み出す人財の確保

・育成

【サービス】：行政サービスの最適化

モ ノ
【面積縮減】：保有施設延床面積の縮減

【施設活用】：保有施設の有効活用

財 源 【財源確保】：財源の確保

情 報
【デジタル】：データやデジタル技術の効果的な

活用

29

※【 】内は「６ 個別取組」において小分類ごとに「想定効果」
として示します。

３ 経営資源の確保として想定される効果



中長期的な視点で、取組を効果的に推進するため、令和12年度（2030年度）の目標を示します。

経営資源 令和12年度（2030年度）の目標

ヒ ト 業務量の削減：10％【令和４年度（2022年度）対比】

新たな施策展開への対応と人口に応じた職員数

の減少を見据えた体制整備に必要なマンパワー

の確保

モ ノ 今後改築を事業化する施設の延床面積の縮減：20％
人口規模に合った公共施設総量の最適化をはか

るための公共施設マネジメントの強化

財 源 財源の確保：収支均衡
歳入・歳出ギャップの解消及び新たな施策展開

への対応

30

４ 目 標



経営改革編では、経営資源（ヒト・モノ・財源・情報）それぞれに焦点を当てた３本の取組の柱（大分類）を軸に、
「６ 個別取組」に示す具体的な取組をすすめます。

31

５ 取組の構成

【構成する小分類】
（１）職員がコア業務に注力できる環境づくり＜４億円＞
（２）職員の力を最大化する組織づくり
（３）人財育成と能力を発揮できる職場環境づくり
（４）産学官民連携の強化

大分類１ 多様な主体の力を引き出す環境づくり＜４億円＞

財産である職員や、企業・地域の活動団体などの多様な主体が強み
を活かし、新たな価値を創造していくことができる環境づくりを
すすめます。

大分類１

【構成する小分類】
（１）事業の精査と見直し＜１０億円＞

（２）負担の公平性と歳出に応じた財源の確保＜７億円＞
（３）データ利活用の推進による政策立案・実行

（４）人口規模に応じた公共施設の再編＜１６億円＞

大分類２ 事業・施設マネジメントの強化＜３３億円＞

財政見通しや公共施設の老朽化を踏まえた課題に対応するため、
事業・施設の最適化をはかる取組をすすめます。

大分類２

【構成する小分類】
（１）市民目線の窓口サービス改革
（２）民間活力の活用の拡大＜３億円＞
（３）行政手続き等のデジタル化

大分類３ 利用者中心のサービス改革＜３億円＞

市民に必要な行政サービスを継続して効果的・効率的に提供する
ため、デジタル技術や民間ノウハウの活用をすすめます。

大分類３

※＜ ＞内の金額は、28ページに記載している「想定している取組に
よる確保額」の内訳を示しています。
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大分類 小分類 取組名 ページ

1
多様な主体の
力を引き出す
環境づくり

（1） 職員がコア業務に注力できる環境づくり

① 全庁ＢＰＲの推進（部署ごとの業務マネジメント）
35

② 全庁ＢＰＲの推進（全庁共通業務の集約化）

③ 新総合税システムの導入等に伴う課税・収納業務の業務改善

36④ 文書管理システムによる効果・効率的な公文書管理

⑤ 保険年金課業務における市民サービス提供体制の見直し

（2） 職員の力を最大化する組織づくり
① 必要な施策を着実に推進するための執行体制の整備

38
② 組織横断的課題を解決するための執行体制の整備

（3） 人財育成と能力を発揮できる職場環境づくり

① 職員の成長と活躍を支える制度の構築

39② 職員のリスキリングの推進

③ 場所・時間を選択できる働き方の確立

（4） 産学官民連携の強化
① 共創の推進に向けた体制整備

40
② 外郭団体との共創推進に向けた体制整備

2
事業・施設
マネジメント

の強化

（1） 事業の精査と見直し

① 投資効果の検証と事業の再構築

42② 市単独事業等の検証及び見直し

③ 乳幼児期の教育・保育に関する新たな対応方針に基づく事業実施

（2） 負担の公平性と歳出に応じた財源の確保

① 「受益者負担の適正化に関する基本方針」に基づく料金の適正化

43② 地域循環バス「はちバス」の再編

③ 学童保育料の見直し

（3） データ利活用の推進による政策立案・実行
① データの利活用に向けた環境の整備

44
② データ分析ツールの導入

（4） 人口規模に応じた公共施設の再編

① 「公共施設再編コンセプト」に基づく公共施設再編

46② 将来を見据えた公共施設の計画的な管理

③ 児童館機能の見直し

６ 個別取組
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大分類 小分類 取組名 ページ

3
利用者中心の
サービス改革

（1） 市民目線の窓口サービス改革

① 事務所におけるサービスの転換

48② デジタル技術を活用した窓口サービスの充実

③ 転出・転入手続きのワンストップ化

（2） 民間活力の活用の拡大

① 公民連携手法を用いた夕やけ小やけふれあいの里のリノベーション

49② 生涯学習関連施設等における公民連携手法の導入

③ 学校施設におけるＥＳＣＯ事業の導入

（3） 行政手続き等のデジタル化

① 介護保険に関する手続き等の利便性の向上

50② 広報紙の電子利用の拡大

③ 施設予約システムの統合

④ 契約手続きの電子化

51⑤ 市民相談等におけるデジタル活用

⑥ 生活保護業務の効率化

※上記の取組に限らず、経営資源の確保につながると見込まれる取組を実施する。

６ 個別取組



個別取組ページの見方

経営資源(ヒト・モノ・財源・情報)それぞれに

焦点を当てた３本の「取組の柱」（大分類）

を記載しています。

「取組の柱」に紐づく

「小分類」を記載して

います。

P29に記載している

「経営資源の確保として想定される効果」

とのつながりを記載しています。

社会背景や市の現状を

踏まえた取組の必要性

を記載しています。

個別取組を推進する

所管を記載しています。

個別取組の「目的」を

記載しています。

個別取組の「目的」を達成するために

行う「手段」を示し、必要に応じて

補足説明を記載しています。

個別取組の展開を

記載しています。

経営資源の確保に向けて

推進する具体的な取組を

記載しています。
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多様な主体の力を引き出す環境づくり

業務量減

全庁ＢＰＲの推進（部署ごとの業務マネジメント）

全庁ＢＰＲの推進（全庁共通業務の集約化） 総合経営部、デジタル推進室、総務部

個別の所管単位では抜本的な
見直しが困難な共通業務につ
いて、全体最適の視点により
集約化等を行う。

■部署横断的なプロジェクトチームの設置
　業務改善、ＤＸ推進、総務事務等を所掌する部署による
　プロジェクトチームを設置し、調査・検討を行う。

■業務分析
　共通業務の棚卸（現状把握）を行ったうえで、集約化
　対象業務を選定し、効率的な運用方法を検討・実行する。

令和5年度 令和6年度 令和7年度 令和9年度以降

（2023年度） （2024年度） （2025年度） （2026年度） （2027年度以降）

令和8年度

総合経営部、デジタル推進室、全所管

部署固有の業務について、そ
の性質に応じた最適な手法に
よる業務見直しを実行する。

※P37参照

■業務の見える化・分析
　全庁を対象とした業務調査及び分析を実施する。
　また、調査結果を踏まえた取組方針を決定する。

■取組方針を踏まえた各部署での業務見直しの実行
　業務量の削減目標を設定し、目標達成に向けた業務見直し
　を部署単位で実施する。また、業務改善及びＤＸ推進担当
　部署による伴走支援及び研修を実施する。

令和5年度 令和6年度 令和7年度 令和8年度 令和9年度以降
（2023年度） （2024年度） （2025年度） （2026年度） （2027年度以降）

大分類１
生産年齢人口の減少に伴い、働き手が減少する環境下においても、質の高い行政
サービスを柔軟に展開するためには、限られた職員が「職員にしかできない仕事」
に注力できる環境づくりが不可欠です。現行の業務プロセスや担い手を検証し、業
務の遂行方法を再構築するＢＰＲの拡大・加速化をはかります。

小分類
職員がコア業務に注力できる環境づくり

（１）

業務

調査

取組

方針

決定

各部署での業務見直しの実行

伴走支援・研修の実施

プロジェクト

チームの設置

集約化対象

業務の選定

効率的な運用方法の検討・実行

所管名

所管名

個別取組①

個別取組②

目的 手段 スケジュール

目的 手段 スケジュール

想定効果
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多様な主体の力を引き出す環境づくり

業務量減

大分類１

小分類
職員がコア業務に注力できる環境づくり

（１）

（2027年度以降）

令和9年度以降
（2023年度） （2027年度以降）

令和7年度

健康医療部

総務部

（2027年度以降）
令和7年度 令和8年度

令和9年度以降

令和9年度以降
（2024年度） （2025年度） （2026年度）

（2025年度） （2026年度）

令和6年度

令和7年度

（2024年度） （2025年度） （2026年度）

（2024年度）
令和8年度

新総合税システムの導入等に伴う課税・収納業務の業務改善

令和5年度 令和6年度

令和5年度 令和6年度

■効果・効率的な執行体制の見直し
　保険年金分野においては、業務分析により、更なる効果・
　効率的なサービスの提供手法を検討してきた。
　これまでの検討内容を踏まえ、職員がデータ利活用による
　新たなサービス展開の企画立案、業務マネジメント等に
　注力できる執行体制へ見直す。

更なる市民サービスの向上
と、将来を見据えたサービス
の安定的な提供体制の確保の
両立をはかる。

（2023年度）

文書管理事務の適正性の確保
と、効率性の向上（起案・決
裁事務等に要する時間と紙の
削減等）の両立をはかる。

令和5年度

■事務プロセス・処理方法の見直し
　新総合税システムの導入等に合わせて、課税・収納業務に
　おける事務作業の電子化やシステム化を実行する。

課税・収納業務を効率化す
る。

■文書管理システムの運用
　文書管理システムの運用を開始し、紙から電子文書による
　管理へ移行する。

■新たな運用基準による文書管理
　公文書の電子化に対応した新たな運用基準により公文書を
　適正に管理する。

（2023年度）

財政部

令和8年度

保険年金課業務における市民サービス提供体制の見直し

文書管理システムによる効果・効率的な公文書管理

新総合税システムの運用

※導入は令和６年（2024年）１月

事務作業の電子化・システム化

新たな体制による

市民サービスの提供

新たな体制

の整備

執行体制

の検討

文書管理システムの運用

※運用開始は令和５年（2023年）４月

新たな運用基準による公文書管理

個別取組③

個別取組④

個別取組⑤

所管名

所管名

所管名

目的 手段 スケジュール

目的 手段 スケジュール

目的 手段 スケジュール

想定効果
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多様な主体の力を引き出す環境づくり

業務量減

大分類１

小分類
職員がコア業務に注力できる環境づくり

（１）

これまでの業務改善検討の課題

業務見直しの議論が“経験値”や“感覚”に頼った

ものになりがち。

見直すとすれば

この業務では？

今のやり方が

最適なはず？

部署ごとの業務マネジメント

見直しの期待効果が高い業務を優先順位を付け

て選定し、具体的にどのような改善を行うかを

議論する。

（１）データに基づく業務見直しの議論

職員が コア業務に注力 できるように

フェーズ ②

（２）改革・改善の実行

デジタル化や委託化などにより、職員が直接担

うよりも効果・効率的な手法へと転換する。

全庁ＢＰＲの推進

業務の見える化

コア業務 ノンコア業務

職員にしか

できない業務

（１）全庁業務調査 ～ 業務の対応時間や性質をプロセス単位で把握

業務効率化の余地を見える状態にして

事実に基づく議論を可能にする。

デジタル・委託など

職員以外の手段に

代替可能な業務

（２）調査結果の分析 ～ 業務データを活用可能な状態に見える化

フェーズ ①

今までの「当たり前」を疑い、客観的なデータに基づいて業務見直し

の議論を行うため、全庁の業務を「見える化」します。

また、見える化したデータに基づく業務マネジメントを実行すること

で、職員がコア業務に注力できる環境整備をはかります。

共通業務のＢＰＲ 【上記取組を補完】

複数の部署で同様に行う庶務事務など、個別の部署では抜本的な見直し

が困難な共通業務については、総務企画部門によるプロジェクトチーム

で、集約化等による見直しをはかる。

想定効果
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多様な主体の力を引き出す環境づくり

連携強化、サービス

必要な施策を着実に推進するための執行体制の整備

組織横断的課題を解決するための執行体制の整備

■執行体制の整備
　「八王子未来デザイン２０４０」に定める「みんなで目指
　す２０４０年の姿」を実現するとともに、市が直面する
　様々な危機に迅速かつ臨機応変に対応するため、部の
　再編・新設や所掌事務の変更を行う。

地域課題・組織課題を迅速
かつ臨機応変に解決し、
施策を着実に推進する。

令和9年度以降
（2023年度） （2024年度） （2025年度） （2026年度） （2027年度以降）

令和7年度

総合経営部

令和8年度

総合経営部

令和9年度以降
（2023年度） （2024年度） （2025年度） （2026年度） （2027年度以降）

令和7年度 令和8年度

■組織横断プロジェクトチームの設置・運用
　部署・役職を超えた横断的なプロジェクトチーム等を設置
　する仕組みを構築し、全庁的な課題の解決をはかる。

組織横断的な体制のもと、
多様化・複雑化した課題を
解決する。

令和5年度

令和5年度 令和6年度

令和6年度

大分類１
「八王子未来デザイン２０４０」に定める「みんなで目指す２０４０年の姿」を実
現するためには、重点課題に的確に対応し、必要な施策を着実に推進するための体
制整備が必要です。危機管理への迅速な対応を含め、多様化する地域課題や分野横
断的なテーマに適切に対処するための組織機構を整備します。

小分類
職員の力を最大化する組織づくり

（２）

組織改正
運用

※状況に応じて執行体制を見直す

個別取組①

個別取組②

所管名

所管名

仕組み

構築
プロジェクトチームの設置・運用

目的 手段 スケジュール

目的 手段 スケジュール

想定効果
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多様な主体の力を引き出す環境づくり

人財育成

■リスキリング環境の整備
　業務上、必要な知識やスキルを習得できるよう、
　研修制度等を整備する。

■職員情報一元管理システムの構築
　職員情報（職務経験、研修履歴、健康状態など）を
　一元管理するシステムを構築する。

■職員情報の活用
　職員情報を活用して効果的な人事制度の運用をはかる。

職員の能力、適性、意欲を
最大限活かす。

社会環境の変化に対応する
ために必要な知識やスキル
の習得をはかる。

令和8年度令和5年度

（2023年度）
令和5年度 令和6年度 令和7年度

（2026年度） （2027年度以降）

職員の成長と活躍を支える制度の構築

職員のリスキリングの推進

場所・時間を選択できる働き方の確立

■テレワークの運用

■フリーアドレスの運用

■時差勤務の運用

事業継続などの観点から、
場所・時間を選択して、
業務を遂行する。

（2023年度） （2024年度） （2025年度）
令和5年度 令和6年度 令和9年度以降令和8年度

（2023年度） （2024年度）

令和7年度

総務部

総務部

総務部

（2027年度以降）

（2025年度）

（2024年度） （2025年度） （2026年度）

令和7年度令和6年度 令和9年度以降
（2026年度）

令和9年度以降令和8年度

（2027年度以降）

大分類１
多様化・複雑化する行政需要に柔軟に対応し、より良い行政サービスを提供し続け
ていくためには、職員が自ら考え、自ら行動し、対話と共感を通して課題を解決し
ていく必要があります。職員が高いモチベーションのもと、自らを高めながら、職
務を遂行できる環境を整備します。

小分類
人財育成と能力を発揮できる職場環境づくり

（３）

リスキリング環境

の整備
運用

テレワーク、フリーアドレス、時差勤務などの運用

※事業継続の観点から、必要となる業務遂行環境の整備を都度検討する。

制度設計・構築 制度運用・システム運用

個別取組①

個別取組③

所管名

所管名

目的 手段 スケジュール

目的 手段 スケジュール

目的 手段 スケジュール

個別取組②

所管名

想定効果
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多様な主体の力を引き出す環境づくり

連携強化

総合経営部、外郭団体所管

都市戦略部、総合経営部

外郭団体との共創推進に向けた体制整備

共創の推進に向けた体制整備

■外郭団体の監理に関する評価手法の確立
　外郭団体の経営状況を正確に把握し、団体の事業を適正に
　評価する手法を確立する。

■評価に基づく改善計画策定
　各外郭団体ごとの経営改善計画を策定する。

外郭団体が担う公共事業分野
を明らかにし、共創につなげ
る。

令和9年度以降
（2023年度） （2024年度） （2025年度） （2026年度） （2027年度以降）
令和5年度 令和6年度 令和7年度 令和8年度

令和7年度令和5年度 令和6年度

■企業などとの連携・協働に向けた窓口の設置
　各々の強みを活かし、新たな価値をともに創り出すた
　め、企業などと所管課をつなぐ窓口を設置する。
　※P41参照

■共創に向けた職員研修の実施
　管理職向け、一般職員向けの研修を実施する。

大分類１
多様化・複合化する地域課題・社会課題の解決をはかるためには、企業、大学など
と対話を通じて相互の強みを組み合わせ、新たなソリューションの創出につなげて
いく必要があります。多様な主体と未来志向で有機的に連携・協働できるスキーム
を市が主体的に構築します。

小分類
産学官民連携の強化

（４）

多様な主体と双方向の対話と
共感を通じて、各々の持つ知
識やノウハウを共有し、新た
な価値をともに創り出す。

令和8年度 令和9年度以降
（2023年度） （2024年度） （2025年度） （2026年度） （2027年度以降）

検討手法の

確立・評価

評価結果を

踏まえた

計画策定

運用

体制整備

制度構築
運用

共創に向けた研修実施
※令和５年度（2023年度）～令和７年度（2025年度）

― 「共創」とは、対話と共感から、新たなソリューション（解決策）をとも（共）に創り出すこと。 ―

「八王子未来デザイン２０４０」では、「共創」をこのように定義するとともに、「未来を拓く原動力」として、

私たちの住み続けるまちをより良くするために加速させていくエンジンの一つと位置付けています。

個別取組①

個別取組②

所管名

所管名

目的 手段 スケジュール

目的 手段 スケジュール

想定効果
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多様な主体の力を引き出す環境づくり

連携強化

大分類１

小分類
産学官民連携の強化

（４）

企業など

「企業などとの連携・協働に向けた窓口の設置」のイメージ

相談・提案を受ける窓口

事業所管

テーマ提示・提案調整

テーマに対する

ソリューション

（解決策）を提案

テーマ（課題）

の発信

企業などからの相談・提案を受ける窓口を設置し、いただいた提案について、実現に向けた検討や調整を行います。

相談・提案を受ける窓口

事業所管

企業など

想定効果

相談・提案したい

けど、どの部署に

相談したら良いか

分からない・・・

企業などから提案

を受けたいけど、

方法が分からない

・・・

これまで これから
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事業・施設マネジメントの強化

サービス、財源確保

■乳幼児期の教育・保育に関する新たな対応方針の策定
　社会福祉審議会の調査審議及びパブリックコメント実施
　を経て、公立保育園のあり方を含む方針を策定する。

■公立保育園の段階的な定員の縮小
　量的・質的課題に対応した事業の再構築を実施する。

■指定管理者制度導入保育園の公私連携制度への移行

子どもの教育・保育におけ
る継続性と安定性を確保す
る。

令和5年度
（2023年度）

大分類２
市税を中心とした一般財源の減少や社会保障費の更なる増加が見込まれる中、適正
に行政サービスを継続していくためには、不断の取組として事業を見直す必要があ
ります。市債の適正な管理や事業の適時性及び事業規模等の検証を通じて、計画的
な事業マネジメントを行います。

小分類
事業の精査と見直し

（１）

市単独事業等の検証及び見直し

乳幼児期の教育・保育に関する新たな対応方針に基づく事業実施

令和8年度

総合経営部、財政部

総合経営部

子ども家庭部

投資効果の検証と事業の再構築

過度な負担の先送りと財政
の硬直化を防ぐ。

■財政規律を順守した計画的な事業執行
　投資的事業について、設定した市債・公債費等の規律
　に基づき事業見直しや対応策を検討し、再構築を行う。

　※第２章　行財政運営の基本取組　P18参照
　　第３章　中期財政フレーム編　P24参照

令和5年度 令和6年度 令和7年度 令和8年度 令和9年度以降

令和6年度 令和7年度 令和8年度 令和9年度以降
（2023年度） （2024年度） （2025年度） （2026年度） （2027年度以降）

時代の変化等により、期待
していた効果が得られなく
なった事業を見直し、義務
的経費等の縮減をはかる。

■事業の費用対効果検証・見直し
　市が単独で実施している事業を中心に費用対効果を検証
　し、効果が低いと判断した事業について、外部の専門的
　知見などを踏まえ、廃止・縮小を視野に見直しを行う。

令和5年度

（2023年度） （2024年度） （2025年度） （2026年度） （2027年度以降）

（2024年度） （2025年度） （2026年度） （2027年度以降）
令和6年度 令和7年度 令和9年度以降

規律に基づく投資的事業の精査・再構築

方針の

周知・説明

個別取組①

個別取組③

個別取組②

所管名

所管名

所管名

目的 手段 スケジュール

目的 手段 スケジュール

目的 手段 スケジュール

想定効果

効果検証、外部の専門的知見の活用

一部事業の見直し 更なる事業の見直し

方針

策定
方針に基づく事業実施

公私連携制度へ

段階的に移行
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事業・施設マネジメントの強化

サービス、財源確保

「受益者負担の適正化に関する基本方針」に基づく料金の適正化 財政部

行政サービスを利用する人と
しない人との負担の公平性を
確保する。

■使用料・手数料の見直し
　原価調査を実施し、公の施設の使用料や各手数料にかかる
　行政コストの実態を把握する。また、調査結果に基づく見
　直しを原則５年ごとに行う。

令和5年度 令和6年度 令和7年度 令和8年度 令和9年度以降
（2023年度） （2024年度） （2025年度） （2026年度） （2027年度以降）

地域循環バス「はちバス」の再編 都市計画部、道路交通部

地域循環バス「はちバス」の
利便性向上と収支改善の双方
を実現する。

■運行ルート・利用者負担（運賃）等の見直し
　地域公共交通活性化協議会で運行ルートや運賃の見直しを
　検討したうえで適切な対応を行う。

令和5年度 令和6年度 令和7年度 令和9年度以降
（2023年度） （2024年度） （2025年度） （2026年度） （2027年度以降）

令和8年度

大分類２
公共施設の維持管理や行政サービスの提供にかかる経費は、利用者が負担する使用
料や手数料に加え、市民の税金で賄っています。
利用する人としない人との負担の公平性を確保していくことや、必要な行政サービ
スを維持していくための財源の確保に向けて、料金の見直しを行います。

小分類
負担の公平性と歳出に応じた財源の確保

（２）

学童保育料の見直し 生涯学習スポーツ部

学童保育事業の安定性・継続
性を確保する。

■学童保育料の見直し
　国が示している基準に対し、低い水準となっている学童
　保育料について、子育て支援、少子化対策とのバランス
　を考慮したうえで、時代のニーズに即した見直しを行う。

令和5年度 令和6年度 令和7年度 令和8年度 令和9年度以降
（2023年度） （2024年度） （2025年度） （2026年度） （2027年度以降）

見直し結果に基づく運用

運行ルート

等の見直し

保育料の

見直し準備

保育料

見直し
見直し結果に基づく運用

個別取組①

個別取組②

個別取組③

所管名

所管名

所管名

原価調査（毎年度実施）

目的 手段 スケジュール

目的 手段 スケジュール

目的 手段 スケジュール

想定効果

料金見直し 見直し結果に基づく運用

利用者負担

の見直し
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事業・施設マネジメントの強化

人財育成、デジタル

　※P45参照

データの利活用に向けた環境の整備

（2024年度） （2025年度）（2023年度）■ＥＢＰＭの推進に向けた人財育成
　データに基づく政策立案に必要な知識、技術の習得と
　意識の向上をはかるため、職員を対象とした研修及び
　伴走支援を実施する。

■行政情報分析ツールの運用
　庁内に分散しているデータ（人口、医療、子育てなど）
　を連携したツールを業務で活用する。

データに基づく政策立案や
事業展開を推進する。

都市戦略部

令和9年度以降
（2026年度） （2027年度以降）

令和7年度令和5年度 令和6年度 令和8年度

（2027年度以降）
令和9年度以降令和8年度

資源循環部データ分析ツールの導入

データの蓄積・分析により、
所管課固有の業務や作業の
課題を効率的に解決する。

（2023年度） （2024年度） （2025年度）
令和5年度 令和6年度 令和7年度

■ごみ収集支援システムの導入
　収集車両に通信機器（タブレット）を搭載し、運行
　ルート、収集量、運行時間等の情報をリアルタイム
　に把握したうえで、当該データを分析することにより、
　ルートや積載量の最適化をはかる。

（2026年度）

小分類

（３）

大分類２
限られた経営資源で事業効果を最大化するためには、客観的なデータに基づく政策
立案や事業展開を行う必要があります。デジタル化の進展により更なるデータの利
活用が可能となったことから、データ分析ツールなどの活用や、データを取扱う職
員の人財育成を通じて、ＥＢＰＭを推進します。

データ利活用の推進による政策立案・実行

収集支援システム

20台導入（実証事業）
分析結果に基づく対応

個別取組①

個別取組②

所管名

所管名

想定効果

目的 手段 スケジュール

目的 手段 スケジュール

研修・伴走支援の実施

行政情報分析ツールの運用

新たな仕組みの構築・実装更なる利活用に向けた検討
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事業・施設マネジメントの強化

人財育成、デジタル

小分類

（３）

大分類２

データ利活用の推進による政策立案・実行

「行政情報分析ツールの運用」のイメージ

将来入園希望児童数

所管部課それぞれがデータを保有・管理

将来人口推計

特定健診受診率

これまで

庁内に分散しているデータ（人口、医療、子育てなど）を連携

これから

医療情報 子育て情報人口

様々な情報を連携

想定効果
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事業・施設マネジメントの強化

面積縮減、施設活用

　※P47参照

　

契約資産部

子ども家庭部

公共施設を取り巻く環境の
変化を踏まえたうえで、計
画的な公共施設マネジメン
トを展開する。

児童館機能の見直し

将来を見据えた公共施設の計画的な管理

■公共施設等総合管理計画の見直し
　地域づくり推進会議モデル地区における施設再編や
　プロジェクトの検討状況を踏まえて、公共施設等
　総合管理計画を見直す。

■公共施設の保全内容やスケジュールの見直し
　実効性・実現性のある保全内容・スケジュールにより、
　公共施設の改修を行う。

令和9年度以降
（2023年度） （2024年度） （2025年度） （2026年度） （2027年度以降）
令和5年度 令和6年度 令和7年度 令和8年度

「公共施設再編コンセプト」に基づく公共施設再編

令和9年度以降
（2023年度） （2024年度） （2025年度） （2026年度） （2027年度以降）

令和7年度令和5年度 令和6年度 令和8年度

契約資産部

公共施設におけるサービスの
あり方等を整理したうえで、
施設総量の最適化をはかる。

■（仮称）公共施設再編基本方針の策定・運用
　地域づくり推進会議モデル地区である長房・川口中学校
　区について施設再編を検討し、実施する。

■公共施設再編に向けたプロジェクトの検討・実施
　サービス内容や機能など施設のあり方を踏まえ、施設の
　再編やエリアマネジメントによる施設再配置を検討する。

大分類２

（４）

小分類 人口減少の進行や多くの公共施設の大規模改修・設備更新が見込まれる中で、公共
施設を有効活用するとともに、市民ニーズに即した施設のサービスを提供していく
ため、人口規模に合った公共施設の総量最適化や改修費用等の縮減をはかります。

人口規模に応じた公共施設の再編

（2026年度） （2027年度以降）

■（仮称）子ども・若者育成支援拠点としての再編
　児童館の体制を見直し、子ども・若者本人をサポート
　するための拠点として機能を強化する。

子ども・若者の課題の複雑化
や長期化に対応し、適切な支
援に結び付くよう児童館の支
援機能を強化する。

（2023年度） （2024年度） （2025年度）
令和5年度 令和6年度 令和7年度 令和9年度以降令和8年度

個別取組①

個別取組②

個別取組③

所管名

所管名

所管名

新体制

移行準備
児童館の見直し、（仮称）子ども・若者育成支援拠点の運営

（仮称）公共施設再編

基本方針の策定
基本方針に基づく取組の実施

プロジェクト

の選定

プロジェクトの

具体的検討

プロジェクトに基づく

事業実施

公共施設を取り巻く

影響の調査

公共施設等総合管理計画

の見直し・改定
運用

保全内容やスケジュールの見直し

目的 手段 スケジュール

目的 手段 スケジュール

目的 手段 スケジュール

想定効果
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事業・施設マネジメントの強化

面積縮減、施設活用

大分類２

（４）

小分類
人口規模に応じた公共施設の再編

公共施設の再編検討事例 【モデル地区（長房中学校区）】

【公共施設の現状と課題（令和３年度（2021年度）末時点）】

■ 長房中学校・長房小学校・船田小学校について、小中一体型校舎を整備し義務教育学校へ再編します。

■ 義務教育学校は、ハザードマップで示された土砂災害等の影響を回避した配置を前提に、長房中学校・船田小学校敷地での整備を検討します。

■ 義務教育学校は、より身近な公共施設となるよう複合化・多機能化（学童保育所など）を検討します。

■ 複合化・多機能化に伴い、周辺公共施設の適正配置を検討します。

■ 長房小敷地・校舎については、民間活力導入や敷地の一部売却・貸付を含めた利活用を検討します。

想定効果

【長房中学校区の公共施設再編イメージ】

■ 高い高齢化率である一方、年少人口は一定程度維持していることを踏まえた施設再編

■ ピーク時から大幅に減少した児童・生徒数を踏まえた学校再編

公共施設再編の基本的な考え方

長房中学校区の課題

イメージ図
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利用者中心のサービス改革

連携強化、サービス、施設活用、デジタル

（2026年度） （2027年度以降）■転出・転入予約サービスの運用
　国のマイナポータルを通じて、転出入にかかる申請が
　できるサービスを運用する。

■ワンストップ化に向けた窓口支援システムの導入
　転入手続きで市役所へ来訪した際、ワンストップで関連
　した手続きができるシステムを構築する。

転出・転入手続きにかかる
利便性の向上と内部事務の
効率化をはかる。

（2023年度） （2024年度） （2025年度）
令和5年度 令和6年度 令和7年度 令和9年度以降令和8年度

事務所におけるサービスの転換

令和7年度 令和8年度

総合経営部、デジタル推進室、市民部

総合経営部、市民部

令和9年度以降
（2023年度） （2024年度）

窓口サービスにおける利便性
の向上と内部事務の効率化を
はかる。

令和5年度 令和6年度

（2023年度） （2024年度）
■横山事務所の移転による機能転換
　取り扱い件数の少ない業務を整理したうえで、モデル
　地区である長房において、地域づくりとの連携等の地域
　サポートを試行的に実施し、検証のうえ、更なる展開を
　はかる。

（2025年度）

身近な行政拠点である事務所
の機能を転換し、地域づくり
の支援による地域サポートの
充実をはかる。

（2026年度）

（2025年度） （2026年度） （2027年度以降）

総合経営部、デジタル推進室、市民部

（2027年度以降）
令和7年度令和5年度 令和6年度 令和8年度 令和9年度以降

小分類

（１）

大分類３
「八王子未来デザイン２０４０」における地域づくりの推進や、デジタル化の進展
による行政サービスの提供手法の変化を踏まえ、地域における行政サービスのあり
方を時代に即した形に見直す必要があります。事務所の機能転換やデジタル技術の
活用による利便性向上の取組を推進し、地域起点のサービス展開をはかります。

市民目線の窓口サービス改革

デジタル技術を活用した窓口サービスの充実

■オンライン相談環境の整備
　事務所及び本庁舎窓口をつなぎ、遠隔からでも手続きや
　相談ができる環境を整備する。

転出・転入手続きのワンストップ化

転出・転入予約サービスの運用

※運用開始は令和５年（2023年）２月

調査・研究 運用

事務所

移転準備

事務所移転

地域づくりとの連携・検証
展開

個別取組①

個別取組②

個別取組③ 所管名

所管名

所管名

目的 手段 スケジュール

目的 手段 スケジュール

目的 手段 スケジュール

想定効果

ワンストップ化に向けた窓口支援システムの

調査・検討
運用
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利用者中心のサービス改革

業務量減、連携強化、財源確保

大分類３

公共施設の魅力の向上に向けた事業者との連携に当たり、市場性や行政課題を踏ま
えたうえで、より良い手法を選択し、効果・効率的な施設の整備や維持管理を実施
していきます。

小分類
民間活力の活用の拡大

（２）

（2026年度） （2027年度以降）（2023年度） （2024年度） （2025年度）
令和5年度 令和6年度 令和7年度 令和9年度以降令和8年度

令和7年度令和5年度 令和6年度 令和9年度以降

令和6年度 令和7年度 令和8年度

施設改修費用や維持管理経費
の縮減と市外からの観光客誘
致の双方を実現する。

■リノベーションに向けた準備
　事業者の意見や地域（恩方地域）の情報を収集し、
　具体的な施設改修内容や運営方法をまとめる。

■民間ノウハウを活用した施設運営
　事業者により、ターゲットを明確にした企画、
　トレンドを活かした施設運営を行う。

令和5年度

■指定管理者制度の導入
　富士森公園及び生涯学習関連施設について、効果・効率的
　で透明性の高い管理運営手法を検討し、指定管理者制度を
　導入する。

公民連携手法を用いた夕やけ小やけふれあいの里のリノベーション

学校教育部

（2024年度） （2025年度） （2026年度） （2027年度以降）

（2023年度） （2024年度） （2025年度）

（2023年度）

産業振興部

まちなみ整備部、生涯学習スポーツ部

（2026年度） （2027年度以降）

令和8年度

令和9年度以降

光熱水費（電気・上下水道）
を削減するとともに、二酸化
炭素の排出量を削減すること
で「ゼロカーボンシティ」の
実現に寄与する。

■ＥＳＣＯ事業の導入
　学校施設照明のＬＥＤ化と手動式水栓の自動水栓化を実施
　する。

※ＥＳＣＯ事業…省エネルギー改修にかかる全ての経費（診断、設計、施工、維持管理、
　資金調達）を光熱水費の削減分で賄う事業

学校施設におけるＥＳＣＯ事業※の導入

生涯学習関連施設等における公民連携手法の導入

行政サービスの質の向上と運
用経費の縮減をはかる。

ｻｳﾝﾃﾞｨﾝｸﾞ調査

基本計画策定

事業者

募集

事業者

工事

運営開始

業者選定

契約締結
施工実施 ＥＳＣＯ事業サービス期間

富士森公園

指定管理者

選定

指定管理者による管理運営

所管名

所管名

所管名

個別取組②

個別取組①

個別取組③

生涯学習関連施設への

指定管理者制度導入準備

指定管理者

選定
指定管理者による管理運営

目的 手段 スケジュール

目的 手段 スケジュール

目的 手段 スケジュール

想定効果
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利用者中心のサービス改革

サービス、財源確保、デジタル

介護保険に関する手続き等の利便性の向上

大分類３

（2027年度以降）
令和8年度令和7年度

質の高いサービスを柔軟に展開するためには、サービスデザイン思考で業務を変革
し、市民の利便性を高める必要があります。市民に身近なサービスに対し、費用対
効果を踏まえたうえでデジタル技術の活用をすすめ、市民の生活の質の向上と行政
事務の効率化をはかります。

行政手続き等のデジタル化

（2024年度） （2025年度）
令和5年度

■介護保険料の納付手段の拡充
　介護保険手続きの電子化等をすすめるためのシステム
　標準化と合わせて、身近なコンビニエンスストア及び
　スマートフォンから納付できる体制を整備する。

介護保険料の納付手段などを
拡大し、利便性と介護保険料
の収納率の向上をはかる。

令和6年度
（2026年度）

令和9年度以降
（2023年度）

施設予約にかかる利便性を
向上させる。

（2023年度）

広報紙の電子利用の拡大

印刷や配布にかかる経費を
削減し、ペーパーレス化の
推進とゼロカーボンの達成
に寄与する。

令和5年度

デジタル推進室

都市戦略部

■広報紙配布不要世帯の把握
　電子申請サイトへ誘導するＵＲＬ（二次元コード）を
　「広報はちおうじ」に掲載する。

（2023年度） （2024年度） （2025年度） （2026年度）
令和8年度 令和9年度以降

施設予約システムの統合

（2024年度）
令和5年度 令和6年度

小分類

（３）

■施設予約システムの改修
　利用目的等が類似する施設を１つの予約システムで行
　えるようにするとともに、オンライン決済を導入する。

福祉部

（2025年度） （2026年度）
令和7年度

（2027年度以降）

令和6年度

令和9年度以降

（2027年度以降）

令和8年度

令和7年度

運用開始
（令和９年（2027年）

７月）

システム標準化対応等

配布不要者の把握

（令和５年（2023年）５月～）

配布不要者を踏まえた広報紙の配布

（令和５年（2023年）７月～）

システム

改修
運用・改善検討

所管名

所管名

所管名

個別取組①

個別取組②

個別取組③

目的 手段 スケジュール

目的 手段 スケジュール

目的 手段 スケジュール

想定効果

目的 手段 スケジュール

手段 スケジュール
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利用者中心のサービス改革

サービス、財源確保、デジタル

、

（2025年度）（2024年度）
令和8年度

（2027年度以降）

令和9年度以降

令和9年度以降令和7年度

（2027年度以降）
令和7年度

福祉部

市民部、デジタル推進室

（2027年度以降）
令和7年度 令和8年度 令和9年度以降

（2024年度） （2025年度）
令和6年度

（2024年度） （2025年度） （2026年度）

（2026年度）

契約手続きの電子化

令和5年度 令和6年度

令和5年度 令和6年度

■預貯金等電子照会サービスの導入
　オンラインで資産状況を迅速に把握することができる
　預貯金等電子照会サービスを導入する。

資産調査における事務を効率
化する。

（2023年度）

市民相談等において、市民の
利便性向上と事務の効率化を
はかる。

令和5年度

契約手続きにおける事務を効
率化する。

（2023年度）

契約資産部、デジタル推進室

令和8年度

（2026年度）

（2023年度）

生活保護業務の効率化

市民相談等におけるデジタル活用

■電子契約サービスの導入
　東京電子自治体共同運営電子調達サービスに導入する
　電子契約サービスを活用し、契約書を電子化する。

■随意契約事務の電子化
　契約課契約の随意契約について、東京電子自治体共同運営
　電子調達サービスを利用した契約手続きに移行し、紙で
　行っている随意契約事務手続きを電子化する。

■市民相談における予約システムの導入
　予約状況の可視化やオンラインでの予約が可能となる
　予約システムを導入する。

■おくやみコーナーにおけるデジタル活用
　スマートフォン等から質問に答えていくだけで死亡に
　伴う主な手続きと必要書類を調べることができる手続き
　ガイドサービスを導入する。

大分類３

小分類
行政手続き等のデジタル化

（３）

預貯金等

電子照会

サービス

導入

運用

個別取組④

個別取組⑤

個別取組⑥

所管名

所管名

所管名

電子契約サービスの運用
調査・検討

導入準備

予約システム

の導入

手続きガイド

サービスの

導入

運用

目的 手段 スケジュール

目的 手段 スケジュール

目的 手段 スケジュール

想定効果

随意契約事務の電子運用

51



本市は、昭和59年（1984年）の行財政調査委員の設置により行財政改革に着手し、これまで不断の取組をすすめてきました。

行財政改革の経過

昭和 59 年度～平成13年度
（1984年度～2001年度）

第１次～第３次 簡素で効率的な行政運営を目指した量的削減

平成 13 年度～15 年度
（2001年度～2003年度）

財政再建推進プラン ステップⅠ
（危機的な財政状況を脱するための財政再建に特化した取組）

平成 14 年度～16 年度
（2002年度～2004年度）

第４次 量的削減から質的向上を目指す改革

平成 17 年度～19 年度
（2005年度～2007年度）

第５次 地域経営の視点による行政経営

平成 20 年度～22 年度
（2008年度～2010年度）

第６次 事業仕分け的手法を用いた総事業再点検の実施

平成 23 年度～25 年度
（2011年度～2013年度）

第７次 市民と行政の役割分担

平成 26 年度～30 年度
（2014年度～2018年度）

第８次 施設マネジメントや受益者負担の適正化などの仕組みづくり

令和 元 年度～４ 年度
（2019年度～2022年度）

第９次 行政内部の効果・効率性の向上と仕組みづくり
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７ 本市における行財政改革の変遷



第９次行財政改革大綱における未完了の取組は、社会環境の変化を踏まえ見直したうえで、原則、経営改革編に引き継ぎます。

第９次行財政改革大綱において未完了の取組項目 八王子市経営計画（経営改革編）の引継先（大・小分類）

市民起点の窓口改革 ３（１）市民目線の窓口サービス改革

子ども・子育て関連施策の見直しによる次世代の育成 ２（４）人口規模に応じた公共施設の再編

外郭団体の特性を活かした柔軟なサービス展開 １（４）産学官民連携の強化

施設の魅力の向上に向けた実施手法の検証・見直し

３（２）民間活力の活用の拡大

施設・拠点整備における官民連携

地域の実情に応じた施設の適正性の確保

２（１）事業の精査と見直し

２（４）人口規模に応じた公共施設の再編
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８ 第９次行財政改革大綱との関係



定 数 管 理 計 画

「八王子未来デザイン２０４０」に掲げる施策の推進に必要な効果・

効率的な執行体制の確保と、行財政運営の持続可能性を確保するため

の職員数の適正化を同時に推進するため、定数管理の基本的な方針及

び職員数の目標値を示します。
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本市の職員数は平成９年度（1997年度）の3,950人をピークに減少を続け、平成26年度（2014年度）には2,766人（平成９年
度比30.0％減）となりました。平成27年度（2015年度）以降は、おおむね横ばいで推移しており、令和４年度（2022年度）現
在の職員数は2,884人となっています。

職種別にみると、技能労務職は、清掃等の現業業務の民間事業者への委託化などにより一貫して減少しています。一般行政
職は、指定管理者制度の導入や雇用ポートフォリオの推進による減員の一方で、保健所政令市や中核市への移行、新型コロナ
ウイルス対策などの新たな行政需要に対して職員を配置してきた結果、平成25年度（2013年度）以降、増加傾向にあります。

本市の職員数と全国の市町村等の総職員数の推移を比較すると、おおむね同様の傾向となっています。全国の市町村等の総
職員数は、行財政改革などの取組により平成28年度（2016年度）まで一貫して減少し、それ以降は、防災・減災対策や地方創
生への対応、新型コロナウイルス対策などで微増傾向にあり、基礎自治体の行政需要が拡大していることが分かります。

＜職員数の推移＞

500

700

900

1,100

1,300

1,500

1,700

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

3,000

3,500

4,000

4,500

全
国
市
町
村
等
総
職
員
数
（
千
人
）

本
市
職
員
数
（
人
）

一般行政職 技能労務職 生活環境職 全国市町村等総職員数

※本市の職員数は常勤職員数（一般職員、任期付フルタイム職員、再任用フルタイム職員）

※全国の市町村等の総職員数は総務省「令和４年地方公共団体定員管理調査」より。平成29年度（2017年度）の総職員数の増加は県費負担教職員

が指定都市に移譲されたことによるもの。

１ 定数管理の現状
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（１）職員数の推移



職員の給与等に要する経費である人件費の令和３年度（2021年度）決算額は282億円で、平成９年度（1997年度）対比で66
億円の減となっています。令和２年度（2020年度）の増加については、会計年度任用職員制度への移行に伴うものです。

また、歳出総額に占める人件費の割合を示す人件費比率については、令和３年度（2021年度）決算で12.0％で、平成９年度
（1997年度）対比で7.1ポイントの減となっています。

東京都内26市及び類似団体※との人件費比率の比較においては、ともに平均値をおおむね下回る水準で推移しています。

＜人件費の推移（普通会計※）＞
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※類似団体：平成26年度（2014年度）以前は関東近郊の中核市及び一般市、平成27年度（2015年度）以降は関東近郊の中核市

※普通会計：地方公共団体間の財政比較を可能にするために、総務省が定めた基準に基づき整理した統計上統一的に用いられる会計区分

１ 定数管理の現状
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（２）人件費の推移



職員数の規模を分析する手法として、人口に対する職員数の自治体間比較があります。ここでは、中核市との比較を示して
います。

令和４年度（2022年度）の本市の人口1,000人当たりの職員数（普通会計）は4.87人で、中核市平均5.55人を下回っていま
す。団体ごとに面積や産業構造、組織体制等が異なりますが、一般的には規模が大きい団体は、スケールメリットによる効率
化が可能であることから、人口の多い団体では、人口の少ない団体に比べて人口1,000人当たりの職員数が少なくなる傾向が
あります。また、本市が平均を下回っている理由として、市立の幼稚園や高等学校を設置していないこと、市立保育園数が他
団体と比較して少ないことなどが考えられます。
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八王子市 4.87人

＜人口1,000人当たり職員数（普通会計）中核市（62市）＞

※職員数は総務省「令和４年地方公共団体定員管理調査」より。本市には消防職員がいないため、各市の職員数から消防職員を除いて比較

中核市平均 5.55人

１ 定数管理の現状
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（３）職員数の自治体間比較



「１ 定数管理の現状」から、本市の職員数及び人件費は現時点において適切な水準にあることが確認できます。一方で、
基礎自治体としての行政需要は多様化・複雑化していることに加え、「八王子未来デザイン２０４０」における将来人口推計
や財政見通しから、生産年齢人口の減少による働き手の減少や財政面の制約への対応も不可欠となります。

こうした環境下において、「八王子未来デザイン２０４０」の実現をはかるためには、職員配置の重点化やデジタルファー
スト、アウトソーシングの積極活用といった業務の見直しなど、限られた職員の力を最大化する取組を推進し、新たな行政需
要に対応するマンパワーを確保することが大きな課題となります。

今後の定数管理においては、これらの課題を踏まえ、以下の考え方のもと、適正な執行体制の確保に取り組んでいきます。

定数管理の基本的な考え方

「八王子未来デザイン２０４０」を実現する
ための執行体制を確保する。

「人財育成基本方針」と連動した、職員の意欲
と能力が最大限発揮できる執行体制を目指す。

人口に応じた職員数の適正化をはかり、

行財政運営の持続可能性を確保する。

＜職員配置のイメージ＞

２ 定数管理の基本的な考え方
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職員数

職員数

経営改革等の取組を前提
とした人員の適正化の実施

新たな行政需要への対応

（市民サービス向上）

マンパワーの確保
重点事業等に対応

する定数配分

人口に応じた定数減
➣ＤＸ ➣委託化
➣業務の集約化
➣事業の再構築

取組例



1 メリハリのある職員配置

 新たな行政需要に対応する人員は、既存事業の再構築や業務改革により確保することを基本とし、重点事業に対し人員

を優先的に配置する。

 自然災害や不測の事態など、体制整備が必要な際は、全庁的な応援体制により機動的に対応する。

３ 多様な人財の活用

 事務の種類や性質により、一般職員、任期付職員、再任用職員、会計年度任用職員、外部人材など、多様な任用制度を

活用する。

 一般行政職のうち、技術職・資格職について、個々の職種の特殊性・専門性・将来的なあり方などを十分に勘案した

うえで計画的な採用を行う。

 段階的な定年引上げにより、定年退職者が生じない年度においても新規採用を実施し、組織の活力の維持・向上を

はかる。

２ 職員にしかできない仕事への注力

 現行の業務プロセスや担い手を検証し、業務の遂行方法を再構築するＢＰＲを推進し、業務効率の向上をはかる。

 業務の担い手の選択に当たっては、デジタル技術の活用を最優先に考える「デジタルファースト」を徹底したうえで、

職員以外で遂行可能な業務はアウトソーシングへのシフトをすすめる。

３ 定数管理の基本方針
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５ 現業職場の執行体制再編

 民間事業者への委託をすすめる業務と、職員が直接実施する業務を次の視点により精査する。

視点１：公共サービスを担う民間事業者を育成し、地域雇用を創出する。

視点２：自律的で質の高い公共サービスを実現する。

 職員が実施する業務については、次の条件にかなう規模とバランスに配慮した体制を目指す。

条件１：現場経験に培われた技能・知識を組織的に蓄積し、適切に継承する。

条件２：市民に直結したサービス提供を通じて、地域情報・課題を把握し、サービスの改善と政策への反映を

実現する。

４ 安心して働ける環境づくり

 職員が安心して育児休業を取得できる環境づくりと、業務の継続性確保のため、育児休業代替措置の充実をはかる。

３ 定数管理の基本方針
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職員の配置に当たっては、以下のフローにより最適な業務の担い手を検討します。

（１）業務の削減
業務の廃止や簡素化により業務そのものを削減

する。

（２）デジタル化
業務システム、ＲＰＡなどのデジタルツールの

活用により業務プロセスを自動化・省力化する。

＜業務の担い手の変化のイメージ＞

全ての雇用形態の職員が担っている(担う)業務の
洗い出しを行い、「職員にしかできない仕事か」を
念頭に、業務の性質及び費用対効果を踏まえ、以下
の３つの手順で業務の見直しを検討する。

（３）アウトソーシング
民間委託などにより業務を外部化する。

STEP① 業務の見直し

STEP② 最適な職員配置

STEP①の結果、職員の配置が必要となる業務につ
いては、「多様な雇用形態の職員の任用基準」に照
らし、適切な雇用形態の職員配置を検討する。

４ 業務内容に応じた職員配置の検討フロー
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業務の担い手

業
務
量

デジタル

民間等

会計年度
任用職員

一般
職員等 一般

職員等

デジタル

会計年度
任用職員
※業務量に
応じて対応

民間等

≪減≫

◆ デジタル化

◆ 委託化

◆ 雇用ポートフォリオ

≪増≫

◇ 重点事業の推進

◇ 危機管理対応

≪減≫

◆ デジタル化

◆ 委託化

≪増≫

◇ 雇用ポートフォリオ

≪減≫

◆ デジタル化

≪増≫

◇ 委託化

≪増≫

◇ デジタル化

簡素化などによる純減

縮
小

最優先で拡大する領域

現在 将来

拡
大

拡
大



職員の配置が必要な業務については、多様な雇用形態の職員を組み合わせることで、業務の質と量に応じた適切な体制を
構築します。各々の雇用形態の職員が担う業務の範囲は、おおむね次のとおりとします。

５ 多様な雇用形態の職員の任用基準
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（１）一般職員・任期付職員・再任用職員

業務の範囲

企画立案、進行管理、調整、非定型的審査、公権力行使などの基幹的業務

一定の期間、専門的な知識・経験が必要とされる業務

一定の期間内に終了することが見込まれる業務
一定の期間内に限り業務量の増加が見込まれる業務

これまで一般職員として培ってきた知識・経験を活用する業務

（２）会計年度任用職員

業務の範囲

専務的定型業務
知識、経験を必要とする定型業務のうち、一年間継続して勤務すること
による業務の専門化を要するもの
〈例〉窓口受付、定型的審査、証明書発行など

分野別専門業務
専門性が高い業務で、一年間の継続勤務を要するもの
〈例〉専門的相談、専門的指導、技能的業務、訪問徴収、
　　　専門的審査、資格業務、調査業務など

機械的定型業務
マニュアルなど一定の手順に従って機械的に処理できる単純な業務
〈例〉書類整理、システム入力、図表作成、計算、点検、通知発送、
　　　電話催告、窓口受付など

補助的専門業務
一定の資格などを必要とする業務のうち補助的なもの
〈例〉託児保育、健康診査、指導補助など

一般職員・任期付職員・再任用職員共通

区　分

区　分

専門職

アシスタント職

任期付職員（専門職）

任期付職員（一般職）

再任用職員



（１）考え方

 定数管理の基本的な考え方を踏まえ、行財政運営の持続可能性を確保するため職員数の目標値を定めます。

 目標値の対象は「八王子市職員定数条例」において管理の対象としている常勤職員とします。

 令和５年度（2023年度）の職員数を基準に、人口に対する職員規模を維持することを前提とし、「八王子未来デザイン
２０４０」における将来人口推計に基づき計画期間の最終年度となる令和８年度（2026年度）の目標値を設定します。

 定数管理の基本方針を踏まえ、行政需要の動向を的確に捉えた中で、業務の見直しなどにより限られた人財の効果・効率
的な活用を推進することで、目標の達成に向けて適切な定数管理を行っていきます。

対象職員：一般職員、任期付フルタイム職員、再任用フルタイム職員

基準値：令和５年度（2023年度） 2,895人

目標値：令和８年度（202６年度） 2,8７８人

令和５年度比 △17人

（２）目標値

６ 職員数の目標
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区 分
令和
５年度

６年度 ７年度 ８年度 ９年度 10年度 11年度 12年度 13年度 14年度

新規採用数
（見込み）

120人 80人 100人 90人 90人 100人 100人 120人 100人 120人

定年年齢 61歳 62歳 63歳 64歳 65歳

定年退職者の有無 無 有 無 有 無 有 無 有 無 有

令和５年度（2023年度）から地方公務員の定年年齢が２年に１歳ずつ引き上げられることを踏まえ、組織の活力の維持・
向上をはかるため、定年退職者が生じない年度においても新規採用を実施することとしています。

ここでは、段階的な定年引上げにより定年年齢が65歳となる翌年の令和14年度（2032年度）までの新規採用数を推計しま
した。

なお、本推計は、一定の条件のもと算出したもので、実際の行政需要の動向や退職者数等により変動します。

＜新規採用数の推計＞

※推計の前提

◆職員総数を令和５年度（2023年度）の職員数を基準に、人口に対する職員規模を維持することを前提とし、

「八王子未来デザイン２０４０」における将来人口推計に基づき算出したうえで、退職等により不足する職員を新規採用する。

◆退職者数等は近年の実績を基に算出する。

参考：職員採用数の推計
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重 点 事 業 編第５章

「八王子未来デザイン２０４０」に掲げる「重点テーマ・取組方針」の着実な推進

をはかるため、具体的な事務事業の展開を示します。
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1　 重点事業計画額　

2　 重点テーマ・取組方針と都市像における事業数　

1編 2編 3編 4編 5編 6編 計

ウ　豊かな産業資源の優位性や学園都市としての知の集積を活かし、産学官民連携で革
新的なイノベーションによる価値創造を目指します。

1 1 3 5

10 41 49 49 24 11 184計

21

ウ　自然環境と都市機能が調和した都市の実現に向け、再生可能エネルギーの導入推
進・普及など持続力を生み出す取組を推進します。

2 4 4 9 19

⑶　未来に続く
都市づくり

1 1 16

イ　にぎわいと活力を生み出すため、新産業分野の事業創出や既存産業への支援を行う
ほか、公共交通の充実とともにウォーカブルなまちづくりを推進します。

1 15 5

ア　自助・互助・共助・公助の連携強化をはかるとともに、自然や先端技術を活用し、災害
の脅威から市民の命を守る強靭なまちづくりを推進します。

1 2 11

28

イ　日本遺産をきっかけとして、桑都文化を磨き上げ、地域活動や地域の産業・経済の活
性化をはかるほか、豊富な資源を活用した地域主体の観光まちづくりを推進します。

1 4 1 4 10

6 2 1

ウ　日常生活の中で健康になれる環境と地域医療体制を整備するとともに、セルフケア能
力を高める支援を通して、一人ひとりの健康を育みます。

17 1 12

⑵　未来への
つながりづくり

ア　多様かつ複合化した地域課題の解決に向け、市民力・地域力をもとにして、地域が主
体的に支えあえる「地域づくり」を推進します。

6 9 4

2 18

322

重点テーマ 取組方針
重点事業数  ※再掲含む

⑴　未来の主役
づくり

ア　地域全体で子育てを支えるとともに、切れ目のない質の高い教育を通して、未来を担
う子どもの「生きる力」を育みます。

1 5 28 1 35

イ　多様な学びの機会を創出し、誰もが働きやすく、社会参加できる環境を整えることで、
一人ひとりの「自己実現力」を育みます。

1 9 6

（百万円）

重　点
事業数

令和5年度（2023）
計画額

令和6年度（2024）
計画額

令和7年度（2025）
計画額

令和8年度（2026）
計画額

137 38,078 40,749 44,657 40,180
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３　重点事業一覧
重点
テーマ

取組
方針

都市像
（編）

重点取組
（細施策）

所管名
参照
ページ

1 みんなの居場所づくり コミュニティ施設管理運営 市民活動推進部 76

男女共同参画の推進 男女共同参画の推進 市民活動推進部 76

暮らしの相談・支援の充実 生活困窮者の自立支援 福祉部 76

障害者自立支援

障害児支援

母子保健の充実 母子保健 健康医療部 77

次世代育成支援 子ども家庭部 78

誰一人として取り残さない支援

児童館の管理運営 子ども家庭部 78

学童保育所・放課後子ども教室の管理運営 生涯学習スポーツ部 79

地域子ども・子育て支援

ひとり親家庭の自立促進

子ども家庭支援センターの管理運営

若者問題対策

子育てプロモーション・情報発信の充実 80

子育て親子支援

保育施設の整備

保育サービスの推進

市立保育所の管理運営

幼児教育の充実

確かな学力を育む教育の推進 学力向上 学校教育部 82

部活動の推進

小学校給食

中学校給食

いじめ防止対策

登校支援ネットワークの整備

特別支援教育

82

83

84

地域で安心して暮らすための支援の充実

子育ち環境の充実

子ども・若者の居場所づくり

誰一人として取り残さない支援

子育て環境の充実

豊かな心と健やかな体を育む教育の推進

2

3

ア⑴

77

79

80

81

重点事業

幼児教育・保育センターの運営 子ども家庭部 78

児童・生徒に応じた支援の充実

福祉部

子ども家庭部

子ども家庭部

学校教育部

学校教育部
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重点
テーマ

取組
方針

都市像
（編）

重点取組
（細施策）

所管名
参照
ページ

重点事業

児童・生徒に応じた支援の充実 総合教育相談 学校教育部 85

家庭・地域の力を活かした教育の充実 地域学校協働活動の推進 学校教育部 85

教育センター管理運営 85

就学事務

就学支援

学びと実践の循環づくり 生涯学習の振興 生涯学習スポーツ部 86

スポーツ・レクリエーションの振興 スポーツ・レクリエーションの推進 生涯学習スポーツ部 87

5 多様な働き方の推進 就業支援・働き方改革 産業振興部 87

1 学園都市づくりの推進 学園都市づくり 市民活動推進部 89

男女共同参画の推進 男女共同参画の推進 再掲 市民活動推進部 89

暮らしの相談・支援の充実 生活困窮者の自立支援 再掲 福祉部 90

外国人市民への支援 多文化共生の推進 市民活動推進部 90

地域で支えあえるつながりづくり 社会参加の促進 福祉部 90

障害者自立支援 再掲

人材の確保・定着・育成

地域で支えあう仕組みづくり

介護予防・生活支援サービス

任意事業 93

学園都市大学の運営 市民活動推進部 93

図書館管理運営 93

図書館システム管理運営

読書のまち八王子の推進

リカレント教育の充実 リカレント教育の充実 生涯学習スポーツ部 94

スポーツ・レクリエーションの振興 スポーツ・レクリエーションの推進 再掲 生涯学習スポーツ部 95

農業の振興 体験農業 産業振興部 95

働く機会の創出

産業人材の育成

社会保障制度の適正運用 セーフティネット支援対策等実施推進 福祉部 97

地域で支えあう仕組みづくり 再掲 97

公設在宅サービスセンター管理

介護予防・生活支援サービス 再掲

86

福祉部

91

92

94

98
地域で安心して暮らすための支援の充実

3

2

3

5

ア

イ

ウ

⑴

2

就業支援・働き方改革 再掲 産業振興部 95

学校教育部

福祉部

生涯学習スポーツ部

教育環境の整備・充実

地域で安心して暮らすための支援の充実

学びの環境づくり
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重点
テーマ

取組
方針

都市像
（編）

重点取組
（細施策）

所管名
参照
ページ

重点事業

地域で安心して暮らすための支援の充実 一般介護予防 福祉部 98

予防接種

食育の推進

健診・検診の推進

いきいき健康づくり

特定健康診査

特定保健指導

生活習慣病重症化予防 101

後期高齢者の保健事業と介護予防の一体的実施 健康医療部、福祉部 101

保健衛生の充実 精神保健対策 健康医療部 101

地域医療体制整備

看護専門学校運営

看護専門学校生の支援

3 スポーツ・レクリエーションの振興 スポーツ・レクリエーションの推進 再掲 生涯学習スポーツ部 103

計画的なまちづくり 都市計画調査 都市計画部 103

多摩ニュータウンの持続可能なまちづくり 103

地域の魅力を活かしたまちづくり 104

旭町・明神町地区周辺まちづくりの推進 拠点整備部 104

八王子駅南口集いの拠点整備 拠点整備部、都市計画部 104

八王子駅周辺交通環境の改善 道路交通部 105

都市景観の形成 都市景観形成 まちなみ整備部 105

交通結節点の整備 高尾駅北口駅前広場及び南北自由通路等の整備 拠点整備部 105

地域循環バス「はちバス」の運行 道路交通部 106

地域公共交通の充実

交通計画の策定

多様な移動手段の確保 新モビリティサービスの普及・促進 都市計画部 107

中心市街地の活性化

中心市街地の総合的な再生

地域づくり推進事業 未来デザイン室 109

地域活動のマッチング 市民部 109

地域コミュニティ活動の促進 コミュニティ活動支援 市民活動推進部 109

健康医療部

健康医療部

99

100

102

106

107

地域拠点の形成 都市計画部

都市計画部

拠点整備部

地域公共交通の確保

中心市街地の活性化の推進

地域づくりの推進

ウ

ア

4

5

1

⑴

⑵

2

健康づくりの推進

地域医療連携体制の強化

主要駅周辺の拠点・回遊空間の形成
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重点
テーマ

取組
方針

都市像
（編）

重点取組
（細施策）

所管名
参照
ページ

重点事業

地域コミュニティ活動の促進 市民活動推進 市民活動推進部 110

みんなの居場所づくり コミュニティ施設管理運営 再掲 市民活動推進部 110

シティプロモーションの推進 都市の魅力の創造・発信 都市戦略部 110

外国人市民への支援 多文化共生の推進 再掲 市民活動推進部 111

生活困窮者の自立支援 再掲 福祉部 111

地域で支えあえるつながりづくり

地域人材の育成・支援 社会福祉委員の活動 福祉部 112

障害者自立支援 再掲 112

高齢者在宅生活支援サービス

高齢者あんしん相談センター整備

認知症高齢者支援

包括的支援事業 114

子ども・若者の居場所づくり

（　１　ア　３　子育て環境の充実　）

家庭・地域の力を活かした教育の充実 地域学校協働活動の推進 再掲 学校教育部 114

学びの環境づくり 生涯学習センターの管理運営

学びと実践の循環づくり 生涯学習の振興 再掲

計画的なまちづくり 用途地域等の変更 都市計画部 115

多摩ニュータウンの持続可能なまちづくり 再掲 都市計画部 116

地区まちづくりの推進 まちなみ整備部 116

住宅・住環境の整備 空き家対策促進 まちなみ整備部 116

復旧・復興体制の整備 復興対策の推進 都市計画部 117

多様な移動手段の確保 新モビリティサービスの普及・促進 再掲 都市計画部 117

地域・社会課題解決型ビジネスの創出 ソーシャルビジネス支援 産業振興部 117

農業の振興 獣害防止対策 産業振興部 118

6 みどりの保全・活用 緑地管理の支援 環境部 118

1 地域コミュニティ活動の促進 コミュニティ活動支援 再掲 市民活動推進部 120

文化芸術の振興 文化芸術活動の推進 市民活動推進部 120

歴史文化の継承と魅力発信 120

日本遺産の活用 121

113福祉部

生涯学習スポーツ部

生涯学習スポーツ部

暮らしの相談・支援の充実

地域で安心して暮らすための支援の充実

地域拠点の形成

1

歴史文化・日本遺産の魅力発信

2

4

5

3

3

イ

⑵

ア

重層的支援体制整備事業 福祉部 111

子育て親子支援 再掲 子ども家庭部 114

115
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重点
テーマ

取組
方針

都市像
（編）

重点取組
（細施策）

所管名
参照
ページ

重点事業

3 歴史文化・日本遺産の魅力発信 歴史遺産の保存と活用 生涯学習スポーツ部 121

4 都市景観の形成 都市景観形成 再掲 まちなみ整備部 121

観光施設の管理運営

観光資源の魅力発信

観光コンテンツの発掘・洗練化

ＭＩＣＥ誘致の強化 MICEの推進 産業振興部 123

1 学園都市づくりの推進 学園都市づくり 再掲 市民活動推進部 125

3 学びの環境づくり 学園都市大学の運営 再掲 市民活動推進部 125

産業人材の育成 産業を支える人材確保・育成事業 産業振興部 125

共創による新たなビジネスの創出

イノベーション拠点の形成

ＭＩＣＥ誘致の強化 MICEの推進 再掲 産業振興部 126

2 健康危機管理体制の強化 保健所管理運営 健康医療部 128

小学校給食 再掲

中学校給食 再掲

流域治水の推進 水循環部 129

盛土等に伴う災害防止

大規模盛土造成地の安全対策

耐震化促進 130

避難行動要支援者支援 福祉部 130

災害対策 130

災害対策設備

消防施設整備

防災倉庫整備

災害情報収集・伝達の強化 防災行政ネットワークの整備 生活安全部 132

復旧・復興体制の整備 復興対策の推進 再掲 都市計画部 132

5 林業の再興 民有林振興 産業振興部 132

6 みどりの保全・活用 緑地管理の支援 再掲 環境部 133

3 子育て環境の充実 子育て親子支援 再掲 子ども家庭部 135

計画的なまちづくり 都市計画調査 再掲 都市計画部 135

地域拠点の形成 地域の魅力を活かしたまちづくり 再掲 都市計画部 135

学校教育部 128

129

131

まちなみ整備部

生活安全部

防災・減災機能の強化

災害予防・対策の強化

観光地域づくりの推進

5

3

4

4

5

イ

ウ

ア

⑵

⑶

イ

豊かな心と健やかな体を育む教育の推進

イノベーションの創出 産業振興部 126

産業振興部 122
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重点
テーマ

取組
方針

都市像
（編）

重点取組
（細施策）

所管名
参照
ページ

重点事業

地域拠点の形成 多摩ニュータウンの持続可能なまちづくり 再掲 都市計画部 136

旭町・明神町地区周辺まちづくりの推進 再掲 拠点整備部 136

八王子駅南口集いの拠点整備 再掲 拠点整備部、都市計画部 136

八王子駅周辺交通環境の改善 再掲 道路交通部 137

都市景観の形成 都市景観形成 再掲 まちなみ整備部 137

高尾駅北口駅前広場及び南北自由通路等の整備 再掲 拠点整備部 137

JR中央線・横浜線ホームドア整備補助 都市計画部 138

道路交通網の整備 八王子南バイパス関連整備 都市計画部 138

地域循環バス「はちバス」の運行 再掲 道路交通部 138

地域公共交通の充実 再掲

交通計画の策定 再掲

多摩都市モノレールの整備促進 139

新モビリティサービスの普及・促進 再掲 140

中小企業の経営力強化 企業等の活性化支援 産業振興部 140

イノベーション拠点の形成

成長産業の創出

企業立地の促進 企業立地の促進 産業振興部 141

中心市街地の活性化 再掲

中心市街地の総合的な再生 再掲

小学校給食 再掲

中学校給食 再掲

戦略的まちづくり 143

用途地域等の変更 再掲 144

都市緑化の推進 生産緑地地区の管理 都市計画部 144

多様な移動手段の確保 新モビリティサービスの普及・促進 再掲 都市計画部 144

遊休農地活用支援

農業環境の整備

地域農業活性化推進

林業の再興 民有林振興 再掲 産業振興部 146

環境教育・環境学習の推進 環境教育・学習の推進 環境部、資源循環部、水循環部 146

CO２排出量の削減 環境負荷の低減 環境部 146

都市計画部

140

中心市街地の活性化の推進

豊かな心と健やかな体を育む教育の推進

計画的なまちづくり

スタートアップ支援 産業振興部

139

141

143

145

都市計画部

都市計画部

拠点整備部

学校教育部

農業の振興

主要駅周辺の拠点・回遊空間の形成

交通結節点の整備

地域公共交通の確保

多様な移動手段の確保

4

5

3

4

5

6

⑶

イ

ウ

産業振興部
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重点
テーマ

取組
方針

都市像
（編）

重点取組
（細施策）

所管名
参照
ページ

重点事業

再生可能エネルギーの普及促進 再生可能エネルギーの普及 環境部 147

ごみ処理基本計画

ごみ減量の推進

生ごみ減量・資源化推進 148

廃棄物処理の最適化 し尿等の処分 水循環部 148

みどりの保全・活用 緑地管理の支援 再掲 環境部 148

生物多様性の保全 環境保全活動の推進 環境部 149

⑶

147
資源循環部ごみの発生抑制・資源化

6ウ
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４　 重点事業ページの見方

細施策における重要業績評価

指標（KPI）を記載しています。

「八王子未来デザイン２０４０」における重

点テーマと取組方針を記載しています。
「八王子未来デザイン２０４０」の取組方針に関連付け

た施策を構成する細施策名を記載しています。

「重点テーマ・取組方針」に関連付けた具体的な事業名称（予算上の中事業名称）を記載してい

ます。なお、複数の取組方針に関連する事業は〈再掲〉と表記しています。

重点事業における評価指標を記載しています。

「―」と表示してあるものは、主として計画策定の取組であるため、指標設定はしていません。

重点的に取り組む内容を主として記載して

います。

なお、計画期間内に新たに実施するものや、

拡充するものは【新規】、【充実】として記載

しています。

計画期間における概算事業費

の合計です。（一部事業におい

ては今後精査するものもあり

ます。）

4か年の事業展開を記載しています。

事業担当所管名を記載しています。
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■ １年以内に子どもやその保護者とともに行う活動に
参加した市民の割合

地域全体で子育てを支えるとともに、

切れ目のない質の高い教育を通して、

未来を担う子どもの「生きる力」を育みます。

■ 現在、夢や目標を持っている児童・生徒の割合

■ 安心して子育てができるまちと感じている市民の割合

５５.９％ → ７０％
（２０２２年度）

■ 地域に居場所があると感じている
子ども・若者の割合

■ 習得目標問題の定着率

◆ 施策１３-２ 子ども・若者の居場所づくり

◆ 施策１５-１ 確かな学力を育む教育の推進

◆ 施策１１-３ 母子保健の充実

■ 子育てを支える環境が整っていると
感じている子育て世帯の割合

■ 学校と地域が連携して行う取組数

◆ 施策１６-１ 家庭・地域の力を活かした教育の充実

重点テーマ （１）未来の主役づくり 取組方針 ア

◆ 主な取組（細施策）

■ 重要業績評価指標（ＫＰＩ）／目標値（２０３０年度）

２４.５％ → ４０％
（２０２２年度）

■ 数値目標（２０３０年度）

小学生 - ％ → １００％
中学生 - ％ → １００％

５４.３％ → ７０％
（２０２２年度）

３８,１４９件 → ６２,７００件
（２０２１年度）

施策番号 細施策番号

小学生 ８６.７％ → １００％
中学生 ７８.７％ → １００％
（２０２２年度）

子ども ８８.５％ → ９０％
若 者 ６４.７％ → ７５％
（２０２２年度）
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◆みんなの居場所づくり ■居場所があると感じている市民の割合

コミュニティ施設管理運営 市民活動推進部

※P110に掲載

◆男女共同参画の推進

男女共同参画の推進 市民活動推進部

社会へのアプローチ【新規】

※P89に掲載

◆暮らしの相談・支援の充実 ■生活保護家庭における中学校卒業者の進学率

生活困窮者の自立支援 福祉部

就労支援

※P90、P111に掲載

多世代交流サロンの開催箇所数　 2,816 百万円

令和５年度
（2023年度）

利用者の利便性向上をはかるため、全市民センター及び
長房ふれあい館に施設利用予約システムを導入する。

市民センター管理【充実】

令和８年度
（2026年度）

令和７年度
（2025年度）

令和８年度
（2026年度）

生活保護利用世帯の中学生のうち無料
学習教室の参加率

848 百万円

■仕事と生活の調和（ワーク・ライフ・バランス）を実現している市民の割合

性別による固定的な役割分担意識にとらわれず、男女が相
互に協力し、家事・育児・介護等に参加していると感じて
いる市民の割合

7 百万円

令和５年度
（2023年度）

令和６年度
（2024年度）

令和７年度
（2025年度）

令和８年度
（2026年度）

令和６年度
（2024年度）

令和５年度
（2023年度）

令和６年度
（2024年度）

「男女共同参画推進条例」の施行による新たな取組とし
て企業や地域に働きかけを行う。

男女共同参画の推進のために、幼児期から大学生までを
対象とした意識啓発を行う。また、子どもへの意識醸成
にかかわる教育関係者に対しても意識啓発を行う。

子どもの頃からの意識啓発【充実】

令和７年度
（2025年度）

地域で自立した生活ができるよう関係機関と連携して、
生活困窮者へのアウトリーチ支援を充実する。

就労訓練の受入事業者を開拓し、マッチング事業を推進
することで、生活困窮者等の就労を支援する。

インターネットを活用した学習支援を行うことで、貧困
の連鎖の防止をはかる。

自立相談支援【充実】

学習支援

事業内容 主な取組

主な活動・展開評価指標 ４か年計画額

所管名重点事業

事業内容 主な取組

主な活動・展開

所管名重点事業

システム構築 システム導入・運用

インターネットを活用した学習支援

事業内容 主な取組

主な活動・展開評価指標

所管名重点事業

企業経営者等意見交換会、企業での出前講座

女性の再就職・キャリア支援

幼児期から大学生及び教育関係者への意識啓発

評価指標

アウトリーチ支援

（東部地域） （エリア拡大）

就労訓練受入事業者の開拓及びマッチング事業の推進

４か年計画額

４か年計画額
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◆地域で安心して暮らすための支援の充実 ■障害者に対して理解や配慮をしている市民の割合

障害者自立支援 福祉部

地域生活支援拠点事業

地域の総合的な相談支援体制の確立【新規】

※P91、P112に掲載

◆地域で安心して暮らすための支援の充実 ■療育支援の延利用者数

障害児支援 福祉部

◆母子保健の充実 ■子育てを支える環境が整っていると感じている子育て世帯の割合

母子保健 健康医療部

産婦健康診査【新規】

令和８年度
（2026年度）

令和７年度
（2025年度）

令和８年度
（2026年度）

令和７年度
（2025年度）

令和６年度
（2024年度）

令和６年度
（2024年度）

令和７年度
（2025年度）

令和８年度
（2026年度）

全ての妊婦・子育て家庭が安心して妊娠、出産、子育て
できるよう、助産師による専門的なケアや産婦健康診査
の費用助成のほか、伴走型相談支援と経済的支援を一体
の事業として実施するなど妊娠期から子育て期まで切れ
目なく支援する「八王子版ネウボラ」を推進する。

令和５年度
（2023年度）

令和６年度
（2024年度）

令和５年度
（2023年度）

令和５年度
（2023年度）

障害者サポーター養成講座受講者数 136 百万円

妊娠期支援事業

産後ケア事業【充実】

出産・子育て応援交付金【新規】

発達障害児支援の利用者数 171 百万円

・妊婦面談を受ける妊婦の割合
・産後ケアの利用件数

1,508 百万円

総合的な相談支援体制を構築することで、相談支援機関
との連携・調整を行うコーディネート機能を強化する。

障害者の権利擁護推進

発達に偏りや遅れのある子どもの成長を支援するための
早期発見・早期療育につなげる相談や療育支援を行う。

医療的ケア児等コーディネーターを配置し、医療的ケア
児とその家族が地域で安心して生活していくための支援
体制を推進する。

発達障害児の支援

医療的ケア児等コーディネーターの配置

「障害のある人もない人も共に安心して暮らせる八王子
づくり条例」に基づく差別相談に対応するとともに、障
害理解について幅広く市民への普及啓発を行う。

地域生活支援拠点事業所に地域生活支援員を配置し、日
常生活支援等の各種支援を行う。

療育支援グループ活動及び個別指導、相談支援

事業内容 主な取組

主な活動・展開評価指標 ４か年計画額

所管名重点事業

障害者サポーター養成講座の開催

事業内容 主な取組

評価指標

所管名重点事業

事業内容 主な取組

主な活動・展開評価指標 ４か年計画額

所管名重点事業

医療的ケア児等コーディネーターの配置

地域生活支援拠点事業の実施

総合的な相談支援体制の検討・準備 事業実施

妊婦への訪問・面談

助産師による心身のケアや育児指導

医療機関との

調整・協議
健康診査にかかわる費用助成

産科医療機関との連携体制の構築

主な活動・展開

伴走型相談支援

経済的支援

４か年計画額
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◆子育ち環境の充実 ■子どもの意見表明の機会提供に関する事業に関わった子どもの人数

次世代育成支援 子ども家庭部

■子育てを支える環境が整っていると感じている子育て世帯の割合

幼児教育・保育センターの運営 子ども家庭部

◆子ども・若者の居場所づくり

児童館の管理運営 子ども家庭部

令和８年度
（2026年度）

令和５年度
（2023年度）

令和６年度
（2024年度）

幼児教育・保育センターの運営【充実】
保育園・幼稚園巡回発達相談【充実】
保・幼・小連携
保育従事者研修

困難を抱えることなく、子ども・若者が健やかに成長で
きるよう、アウトリーチを含む虐待等の予防及び周知啓
発のための取組のほか、教育委員会等との連携により個
別支援を実施する。

令和７年度
（2025年度）

令和８年度
（2026年度）

児童館運営費

令和５年度
（2023年度）

令和６年度
（2024年度）

令和５年度
（2023年度）

令和６年度
（2024年度）

令和７年度
（2025年度）

193 百万円

高校生によるまちづくり提案事業【充実】

本庁舎内にある幼児教育・保育センターを教育センター
内へ移転することで、就学前の教育と福祉の連携を強化
し、支援の充実をはかる。また、教育・保育施設に対し
て、巡回発達相談を実施する。

◆子育ち環境の充実
◆誰一人として取り残さない支援

子ども・若者との意見交換の機会の回
数

12 百万円

高校生の意見発表の場として、地域の課題解決に関する
提案発表会を行う。また、参加校に対する市の出前授業
等でワークショップや意見交換会を行い、意見表明の機
会を充実させる。新たな取組として、大学コンソーシア
ム八王子との事業連携を促進する。

■地域に居場所があると感じている子ども・若者の割合
■相談できる大人が１人以上いると回答した児童・生徒の割合

・巡回発達相談件数
・保育従事者研修実施回数

令和７年度
（2025年度）

令和８年度
（2026年度）

アウトリーチ実施数 267 百万円

事業内容 主な取組

主な活動・展開評価指標 ４か年計画額

所管名重点事業

事業内容 主な取組

主な活動・展開評価指標 ４か年計画額

所管名重点事業

事業内容 主な取組

主な活動・展開評価指標 ４か年計画額

所管名重点事業

条例

改正
「（仮称）子ども・若者育成支援拠点」として事業開始

移転 教育センター内での取組実施

巡回発達相談支援事業の実施

大学コンソーシアム八王子事業連携

試行実施 連携実施

意見交換会

試行実施 実施

主な取組

主な活動・展開
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◆子ども・若者の居場所づくり

学童保育所・放課後子ども教室の管理運営 生涯学習スポーツ部

◆誰一人として取り残さない支援 ■子育てを支える環境が整っていると感じている子育て世帯の割合

地域子ども・子育て支援 子ども家庭部

◆誰一人として取り残さない支援 ■子育てを支える環境が整っていると感じている子育て世帯の割合

ひとり親家庭の自立促進 子ども家庭部

児童の養育が一時的に困難となった場合に、施設や養育
協力家庭で預かり、食事や入浴等の支援を行う。また、
ショートステイ利用枠（３歳以上）の拡充を行う。

病児・病後児保護事業に関する保護者アンケートにより
把握した課題を整理するとともに必要な対策を講じる。

養育費確保支援【新規】

・安心して子育てができていると感じるひとり親世帯の割合
・児童扶養手当全部支給世帯の世帯数

令和７年度
（2025年度）

令和８年度
（2026年度）

令和６年度
（2024年度）

令和７年度
（2025年度）

令和８年度
（2026年度）

ショートステイ・トワイライトステイ【充
実】

病児・病後児保育室運営【充実】

令和５年度
（2023年度）

413 百万円

令和５年度
（2023年度）

百万円

令和６年度
（2024年度）

・学童保育所待機児童ゼロの維持
・放課後子ども教室の週5日実施数

1,824 百万円

■地域に居場所があると感じている子ども・若者の割合
■子どもたちが地域の人に見守られながら成長していると感じている市民の割合

・ショートステイの実施施設数
・病児・病後児保育事業の延利用児童数

学童保育所と放課後子ども教室との連携を強化し、両事
業を一体的に実施し、安全で安心な居場所を確保すると
ともに、全ての児童が多様な活動の場に参加できるよう
にする。

令和６年度
（2024年度）

令和７年度
（2025年度）

母子家庭等の就業・自立支援【充実】

ひとり親家庭の生活安定をはかるため、公正証書の作成
や養育費保証契約に要する費用等の補助を実施する。

ＳＮＳを活用した相談等を実施する。また、就業支援講
習会及びテレワーク推進事業を充実する。

派遣型学習支援における対象学年を拡大する。また、体
験活動の充実をはかる。

140

令和５年度
（2023年度）

学童保育所施設管理費
学童保育所・放課後子ども教室居場所づく
り
放課後子ども教室

令和８年度
（2026年度）

ひとり親家庭子どもの生活・学習支援【充実】

学童保育所と放課後子ども教室との一体的な管理運営

事業内容 主な取組

主な活動・展開評価指標 ４か年計画額

所管名重点事業

事業内容 主な取組

主な活動・展開評価指標 ４か年計画額

所管名重点事業

事業内容 主な取組

主な活動・展開評価指標 ４か年計画額

所管名重点事業

ひとり親家庭就業・自立支援の実施

新規事業者検討

ショートステイ利用枠の拡大

養育費確保支援の実施

生活・学習支援の実施
中学生から小学

高学年にも拡大

分析・

課題整理
課題に対応した取組実施
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◆誰一人として取り残さない支援

子ども家庭支援センターの管理運営 子ども家庭部

◆誰一人として取り残さない支援 ■相談できる大人が１人以上いると回答した児童・生徒の割合

若者問題対策 子ども家庭部

若者自立就労支援

◆子育て環境の充実 ■子育てを支える環境が整っていると感じている子育て世帯の割合

子育てプロモーション・情報発信の充実 子ども家庭部

・若者総合相談センターにおける利用件数
・八王子若者サポートステーションにおける進路
  決定者数

令和７年度
（2025年度）

令和８年度
（2026年度）

子育て情報の発信

妊娠・子育て情報について、様々な媒体を活用した情報
発信を行う。また、本市の子育て情報の周知・発信力強
化のため、現行の子育て応援サイトに技術や機能の追加
も検討したうえで、新サイトによる情報発信を行う。

令和５年度
（2023年度）

令和６年度
（2024年度）

令和８年度
（2026年度）

令和５年度
（2023年度）

令和５年度
（2023年度）

令和６年度
（2024年度）

令和６年度
（2024年度）

子ども家庭支援センター運営費【充実】

子ども家庭相談システム管理【充実】

子ども家庭支援センター施設管理費【充実】

198 百万円

令和８年度
（2026年度）

令和７年度
（2025年度）

困難を有する若者へ切れ目なく支援を行うため、関係機
関等で構成する（仮称）若者支援協議会を設立する。ま
た、必要な支援情報が届いていない若者やその保護者へ
の周知をＷＥＢ広告により強化する。

若者の社会的自立につなげるため、個別相談及び職場体
験等の就労訓練を行う。

若者総合相談センター【充実】

保健福祉センターとの連携手法を見直し、母子保健と児
童福祉の一体的な相談支援体制を強化する。

令和７年度
（2025年度）

相談対応力の向上及び効率化をはかるため、新たなシス
テムを導入する。

・子ども家庭支援センター相談(活動)数
・子ども家庭支援センター新規相談受付件数 525 百万円

■子育てを支える環境が整っていると感じている子育て世帯の割合
■相談できる大人が１人以上いると回答した児童・生徒の割合

19 百万円
すくすく☆メール（ＬＩＮＥ）の利用
者満足度

事業内容 主な取組

主な活動・展開評価指標 ４か年計画額

所管名重点事業

事業内容 主な取組

主な活動・展開評価指標 ４か年計画額

所管名重点事業

事業内容 主な取組

主な活動・展開評価指標 ４か年計画額

所管名重点事業

施設再構築

システム

導入検討

システム

運用開始

現行サイトの契約期間

サイトの更新
新サイトに

よる情報発信

（仮称）若者支援協議会の設立・開催

ＷＥＢ広告実施

就労支援等の実施

ＬＩＮＥを活用した妊娠・子育て情報の発信

設立準備
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子育て親子支援 子ども家庭部

地域子ども支援【充実】

※P114、P135に掲載

◆子育て環境の充実 ■子育てを支える環境が整っていると感じている子育て世帯の割合

保育施設の整備 子ども家庭部

◆子育て環境の充実 ■子育てを支える環境が整っていると感じている子育て世帯の割合

保育サービスの推進 子ども家庭部

保育施設の待機児童数

・子ども食堂などを実施する団体数
・親子つどいの広場の年間利用者数

百万円

令和７年度
（2025年度）

令和７年度
（2025年度）

令和８年度
（2026年度）

安全な保育環境の維持・向上をはかるため、民間保育所
等の施設整備に対し補助する。また、必要に応じて定員
変更を行い、待機児童解消をはかる。

乳幼児の健やかな心身の発達を保障していくため、市独
自の保育士配置基準の見直しによる保育所等運営費の加
算を実施し、保育環境の質の向上をはかる。

民間保育所等の運営【充実】

令和５年度
（2023年度）

令和６年度
（2024年度）

民間保育所施設整備

認定こども園施設整備

88,044 百万円

令和５年度
（2023年度）

令和６年度
（2024年度）

令和８年度
（2026年度）

親子つどいのひろば

492

令和８年度
（2026年度）

■いつでも相談できる人・場がある子育て世帯の割合
■子どもたちが地域の人に見守られながら成長していると感じている市民の割合

乳幼児とその保護者が気軽に集い、相互に交流できる場に
おいて、身近な相談場所として地域の子育て支援を行う。

◆子育て環境の充実

八王子駅ビル内にある「ゆめきっず」において、妊娠期
からの切れ目ない支援（ネウボラ子育て広場）と一時預
かり事業を実施する。

令和７年度
（2025年度）

令和５年度
（2023年度）

令和６年度
（2024年度）

登録団体が行う居場所及び学習支援活動を対象とした支
援の検討を行う。

保育施設の待機児童数 4,088 百万円

（ネウボラ子育てひろば「ゆめきっず」の
設置と運営【新規】）

事業内容 主な取組

主な活動・展開評価指標 ４か年計画額

所管名重点事業

事業内容 主な取組

主な活動・展開評価指標 ４か年計画額

所管名重点事業

事業内容 主な取組

主な活動・展開評価指標 ４か年計画額

所管名重点事業

条例

改正
保育士配置基準の見直し

施設整備補助

検討

子ども食堂推進事業補助金の交付

支援の検討

親子つどいの広場（市内11か所）の運営

妊娠期からの切れ目ない支援・一時預かり事業実施
フロア

移転
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◆子育て環境の充実 ■子育てを支える環境が整っていると感じている子育て世帯の割合

市立保育所の管理運営 子ども家庭部

◆子育て環境の充実 ■子育てを支える環境が整っていると感じている子育て世帯の割合

幼児教育の充実 子ども家庭部

◆確かな学力を育む教育の推進 ■習得目標問題の定着率

学力向上 学校教育部

アシスタントティーチャーの配置

保育施設の待機児童数

アシスタントティーチャーによる習熟度別学習指導によ
り基礎学力の向上をはかる。

スピーキングアプリケーションを導入し、英語を「話
す」技能の向上をはかる。

ＧＩＧＡスクール構想に基づき配備した児童・生徒１人
１台の学習用端末を活用した個別最適な学習をすすめ
る。

令和５年度
（2023年度）

令和６年度
（2024年度）

令和７年度
（2025年度）

令和７年度
（2025年度）

令和８年度
（2026年度）

スピーキング力の向上

情報教育の推進

主体的に学習や授業に臨んでいる児
童・生徒の割合

845 百万円

令和７年度
（2025年度）

令和８年度
（2026年度）

令和５年度
（2023年度）

令和６年度
（2024年度）

私立幼稚園等に在籍する園児の保護者に対し、保護者負
担軽減の拡充を行う。

特別な支援が必要な子どもの就園を促進するため、子ど
もの受入れに要する経費の一部を補助する。

幼稚園等園児保護者の助成【充実】

幼児教育の振興

保育施設の待機児童数 4,963 百万円

令和６年度
（2024年度）

公設公営10園（分園含む）の施設管理を行うとともに、
園の設備の老朽化対策や緊急修繕を行い、園児の安全確
保をはかる。また、指定管理者により運営する園の改修
工事も行う。

令和８年度
（2026年度）

市立保育所施設管理費

令和５年度
（2023年度）

890 百万円

事業内容 主な取組

主な活動・展開評価指標 ４か年計画額

所管名重点事業

事業内容 主な取組

主な活動・展開評価指標 ４か年計画額

所管名重点事業

事業内容 主な取組

主な活動・展開評価指標 ４か年計画額

所管名重点事業

学習支援システム利用

アシスタントティーチャー配置

教材導入

効果検証
他学年へのスピーキング学習教材導入

市立保育所の改修

新制度幼稚園・認定こども園への移行施設等利用給付費及び園児保護者負担軽減給付費の支給

幼稚園への補助金交付
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◆豊かな心と健やかな体を育む教育の推進 ■主体的に学習や授業に臨んでいる児童・生徒の割合

部活動の推進 学校教育部

部活動指導員報酬【充実】

◆豊かな心と健やかな体を育む教育の推進 ■朝食を毎日食べている児童・生徒の割合

小学校給食 学校教育部

※P128、P143に掲載

◆豊かな心と健やかな体を育む教育の推進 ■朝食を毎日食べている児童・生徒の割合

中学校給食 学校教育部

※P128、P143に掲載

部活動の地域連携・地域移行に向けた調査研究を行う。

部活動の更なる充実をはかるため、指導員の配置や指導
員補助を行う。

給食を通じて児童の健全な心身を育成し、生涯にわたる
望ましい食習慣を身につけるため、「学校給食法」に基
づく学校給食を運営する。また、地場野菜を活用した
「特別給食」による郷土愛の醸成のほか、教材のデジタ
ル化により環境・防災の観点からも食育を推進する。

給食を通じて児童の健全な心身を育成し、生涯にわたる
望ましい食習慣を身につけるため、「学校給食法」に基
づく学校給食を運営する。また、地場野菜を活用した
「特別給食」による郷土愛の醸成のほか、教材のデジタ
ル化により環境・防災の観点からも食育を推進する。

・給食を食べる事を楽しみにしている
　子どもの割合
・デジタル食育教材数

―
（マンパワー）

百万円

令和５年度
（2023年度）

令和６年度
（2024年度）

令和５年度
（2023年度）

令和６年度
（2024年度）

令和６年度
（2024年度）

令和７年度
（2025年度）

学校給食（小学校）

部活動に取り組む生徒の割合 136 百万円

令和８年度
（2026年度）

令和７年度
（2025年度）

令和８年度
（2026年度）

部活動指導補助員謝礼

令和５年度
（2023年度）

令和７年度
（2025年度）

令和８年度
（2026年度）

学校給食（中学校）

・給食を食べる事を楽しみにしている
　子どもの割合
・デジタル食育教材数

―
（マンパワー）

百万円

事業内容 主な取組

主な活動・展開評価指標 ４か年計画額

所管名重点事業

事業内容 主な取組

主な活動・展開評価指標 ４か年計画額

所管名重点事業

部活動指導補助員の配置

事業内容 主な取組

主な活動・展開評価指標 ４か年計画額

所管名重点事業

学校給食の運営、地産地消や環境・防災の観点からの食育の推進

食育教材のデジタル化による食育の拡充

食育教材のデジタル化による食育の拡充

部活動指導員の拡充

部活動の地域連携・地域

移行向けた調査研究
地域移行の段階的実施

学校給食の運営、地産地消や環境・防災の観点からの食育の推進
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◆児童・生徒に応じた支援の充実

いじめ防止対策 学校教育部

◆児童・生徒に応じた支援の充実 ■自分という存在を大切に思っている児童・生徒の割合

登校支援ネットワークの整備 学校教育部

◆児童・生徒に応じた支援の充実 ■自分という存在を大切に思っている児童・生徒の割合

特別支援教育 学校教育部

心理相談員、特別支援専門相談員等による巡回相談等の
実施や学校サポーター等の配置により、学校における特
別な支援を必要とする児童・生徒を支援する。

学校サポーター・特別ボランティアの
活動者数

819 百万円

いじめ防止対策

令和７年度
（2025年度）

令和８年度
（2026年度）

不登校児童・生徒のうちスクールソーシャルワー
カーによる継続支援を受けている児童・生徒の割
合

302 百万円

令和５年度
（2023年度）

令和６年度
（2024年度）

スクールソーシャルワーカー活用【充実】

令和５年度
（2023年度）

令和６年度
（2024年度）

令和７年度
（2025年度）

令和５年度
（2023年度）

令和８年度
（2026年度）

令和６年度
（2024年度）

令和７年度
（2025年度）

特別支援教育

46 百万円

■自分という存在を大切に思っている児童・生徒の割合

「いじめを許さないまち八王子条例」及び「八王子市教
育委員会いじめの防止等に関する基本的な方針」に基づ
き、いじめの未然防止、早期発見、重大事態への対応に
取り組む。

学校いじめ対策委員会を週1回以上実
施している学校数

不登校をはじめ、学校だけでは対応が難しい問題につい
て、心理相談員やスクールソーシャルワーカーが学校へ
の巡回相談等を行うとともに、スクールソーシャルワー
カーが社会福祉の専門的立場から家庭訪問等による支援
を行う。

令和８年度
（2026年度）

事業内容 主な取組

主な活動・展開評価指標 ４か年計画額

所管名重点事業

学校サポーターの配置

事業内容 主な取組

主な活動・展開評価指標 ４か年計画額

所管名重点事業

事業内容 主な取組

主な活動・展開評価指標 ４か年計画額

所管名重点事業

いじめ対策の取組実施

相談体制の

拡充
相談体制の検証・配置
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◆児童・生徒に応じた支援の充実

総合教育相談 学校教育部

◆家庭・地域の力を活かした教育の充実

地域学校協働活動の推進 学校教育部

※P114に掲載

◆教育環境の整備・充実 ■自分という存在を大切に思っている児童・生徒の割合

教育センター管理運営 学校教育部

教育センターへの相談件数

幅広い地域住民等の参加により学校活動の更なる充実及
び活性化をはかることで、地域学校協働活動を推進す
る。

令和５年度
（2023年度）

358 百万円

教育相談

教育センターにおいて、心理相談員が不登校、発達障
害、いじめ、非行等の相談対応を行うとともに、就学相
談員が特別な支援を必要とする、児童・生徒の就学・転
学に関する相談を実施する。

令和５年度
（2023年度）

・相談待機期間
・就学相談にかかわる発達検査の実施件数

251 百万円

令和７年度
（2025年度）

教育研究所としての機能を活かすための環境を整備する
とともに、学校図書館サポートセンター、総合教育相
談、就学相談、巡回相談、適応指導教室等の管理運営を
行う。また、幼児教育・保育センターを移転させること
で、幼児期からの切れ目のない支援の拠点とする。

令和５年度
（2023年度）

令和６年度
（2024年度）

学校でのボランティア活動を希望する
地域人材の数

69

令和８年度
（2026年度）

教育センターの管理運営

令和７年度
（2025年度）

令和８年度
（2026年度）

令和６年度
（2024年度）

令和７年度
（2025年度）

令和８年度
（2026年度）

■自分という存在を大切に思っている児童・生徒の割合
■相談できる大人が１人以上いると回答した児童・生徒の割合

学校活動支援・協働事業

百万円

■学校と地域が連携して行う取組数
■子どもたちが地域の人に見守られながら成長していると感じている市民の割合

令和６年度
（2024年度）

各種相談拠点である教育センターの管理運営

事業内容 主な取組

主な活動・展開評価指標 ４か年計画額

所管名重点事業

相談体制の充実

事業内容 主な取組

主な活動・展開評価指標 ４か年計画額

所管名重点事業

事業内容 主な取組

主な活動・展開評価指標 ４か年計画額

所管名重点事業

地域人材の募集・登録・学校とのマッチング等

教育研究所の運用
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◆教育環境の整備・充実 ■自分という存在を大切に思っている児童・生徒の割合

就学事務 学校教育部

就学事務

◆教育環境の整備・充実 ■市が支援している多子世帯の割合

就学支援 学校教育部

◆学びと実践の循環づくり ■生涯学習活動の成果を地域活動に活かしている市民の割合

生涯学習の振興 生涯学習スポーツ部

生涯学習コーディネーター養成講座

※P115に掲載

「学校教育法施行令」等の規定に基づき、新入学・健康
診断・学齢簿等の手続きを行う。

学校選択制度の検証・見直しを行う。

子どもの適正に配慮した就学の割合 93 百万円

令和５年度
（2023年度）

令和５年度
（2023年度）

部活動の地域連携・地域移行に向けた検討会の開催及び
視察を行う。

幅広い世代の学習意欲をより高められるよう、学びを支
援する「生涯学習コーディネーター」を養成する。

家庭教育支援チームとの協働により家庭における教育力
の向上をはかる。

百万円

令和８年度
（2026年度）

家庭教育力の向上【充実】

事務費（部活動の地域連携・地域移行）
【新規】

令和８年度
（2026年度）

128 百万円

令和７年度
（2025年度）

令和８年度
（2026年度）

学校選択制

令和５年度
（2023年度）

多子世帯への就学支援【新規】

多子世帯への支給率

令和６年度
（2024年度）

令和７年度
（2025年度）

令和６年度
（2024年度）

令和７年度
（2025年度）

令和６年度
（2024年度）

・学習成果を仕事や地域での活動に活かしている
　人の割合
・八王子リカレント教育支援アプリ「はちリカ」
　登録者数

116

就学の機会を確保するという教育的観点から、就学援助
制度の対象とならない世帯への支援として、学齢期（小
学校・中学校）の子どもが３人以上いる世帯に対し、教
育費の負担軽減をはかる。

調査研究・制度構築

事業内容 主な取組

主な活動・展開評価指標 ４か年計画額

所管名重点事業

事業内容 主な取組

主な活動・展開評価指標 ４か年計画額

所管名重点事業

運用開始

新入学・健康診断・学齢簿等の事務手続きの実施

検証・見直し 実施

講座開催

事業内容 主な取組

主な活動・展開評価指標
４か年計画額

所管名重点事業

家庭支援教育講座の範囲拡充

地域移行の段階的実施
部活動の地域連携・地域

移行に向けた調査研究
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◆スポーツ・レクリエーションの振興 ■週１回以上運動している市民の割合

スポーツ・レクリエーションの推進 生涯学習スポーツ部

パラスポーツの推進

※P95、P103に掲載

就業支援・働き方改革 産業振興部

就職マッチング支援【新規】

※P95に掲載

・パラスポーツへの関心度
・スポーツを支える活動の実施率

177 百万円

令和５年度
（2023年度）

令和６年度
（2024年度）

令和７年度
（2025年度）

令和７年度
（2025年度）

令和８年度
（2026年度）

就職氷河期世代就業支援【新規】

サテライトオフィス・ワーケーション等
整備促進

令和５年度
（2023年度）

令和６年度
（2024年度）

全関東八王子夢街道駅伝競走大会の開催

国際スポーツ大会開催支援【充実】

■仕事と生活の調和（ワーク・ライフ・バランス）を実現している市民の割合◆多様な働き方の推進

大学や企業と連携し、リカレント教育をはじめとした就
職支援を展開する。

働ける環境を増やして働き方の多様化をはかり、新たな
チャレンジやビジネスチャンスを創出する。

市民の健康・体力づくりを促進するため、各種スポー
ツ・レクリエーション大会などを開催・支援するほか、
パラスポーツの体験教室を実施する。

令和８年度
（2026年度）

「はちおうじ就職ナビ」を再構築し、新たな就職マッチ
ング支援を実施する。

サテライトオフィス等整備件数 83 百万円

事業内容 主な取組

主な活動・展開評価指標 ４か年計画額

所管名重点事業

制度設計 事業構築・実施

相談対応の周知啓発・出張就職相談会の実施

整備促進事業補助金の交付

事業内容 主な取組

主な活動・展開評価指標 ４か年計画額

所管名重点事業

体験会等開催

指導員等の募集・育成方法検討 独自育成・人材バンク等の実施

国際スポーツ大会誘致・開催支援

大会開催・運営方針等検討
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■ 誰もが学び、学んだことを活かせる環境が
整っているまちと感じている市民の割合

■ 誰もが活躍できる環境が
整っているまちと感じている市民の割合

■ 生涯学習活動をしている市民の割合

■ 社会全体で性別による固定的な役割分担意識に
基づく制度又は慣行がなくなり、一人ひとりの
個性や能力を発揮することができていると感じて
いる市民の割合

◆ 施策１８-１ 学びの環境づくり

◆ 施策０７-３ 男女共同参画の推進

◆ 施策１０-１ 地域で安心して暮らすための支援の充実

■ ６５歳健康寿命

■ 昼夜間人口比率

◆ 施策２９-２ 働く機会の創出

重点テーマ （１）未来の主役づくり 取組方針 イ

多様な学びの機会を創出し、誰もが働きやすく、

社会参加できる環境を整えることで、

一人ひとりの「自己実現力」を育みます。

３０.０％ → ５０％
（２０２２年度）

４０.０％ → ６０％
（２０２２年度）

５５.０％ → ８０％
（２０２２年度）

３３.８％ → ５０％
（２０２２年度）

男：８３.７９歳
女：８６.６６歳
（２０２０年）

→ 延伸

９９.１％ → １００％
（２０２０年度）

◆ 主な取組（細施策）

■ 重要業績評価指標（ＫＰＩ）／目標値（２０３０年度）
■ 数値目標（２０３０年度）
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■大学等や学生がまちづくりに関わっていると実感している市民の割合

学園都市づくり 市民活動推進部

大学コンソーシアム八王子【充実】

※P125に掲載

◆男女共同参画の推進

男女共同参画の推進〈再掲※〉 市民活動推進部

社会へのアプローチ【新規】

※P76に掲載

男女共同参画の推進のために、幼児期から大学生までを
対象とした意識啓発を行う。また、子どもへの意識醸成
にかかわる教育関係者に対しても意識啓発を行う。

子どもの頃からの意識啓発【充実】

◆学園都市づくりの推進

令和７年度
（2025年度）

定住促進奨学金返還支援事業

デジタルハリウッド大学への施設貸与

大学等と本市との連携・協力事業数 275 百万円

令和５年度
（2023年度）

令和６年度
（2024年度）

令和８年度
（2026年度）

デジタルハリウッド大学への施設貸与（旧三本松小学
校）を継続し、大学との連携をはかる。

「（仮称）第２期はちおうじ学園都市ビジョン」及び
「（仮称）大学コンソーシアム八王子長期計画」を策定
する。また、大学コンソーシアム八王子のホームページ
改修及びＷＥＢプラットフォームを構築する。

令和６年度から認定を受けた交付対象者（令和４年度受
付分）に対する支援金の交付を開始する。

■社会全体で性別による固定的な役割分担意識に基づく制度又は慣行がなくなり、
　　　　　　　　一人ひとりの個性や能力を発揮することができていると感じている市民の割合

市が設置する審議会等における女性の割合 7 百万円

令和５年度
（2023年度）

令和６年度
（2024年度）

令和７年度
（2025年度）

令和８年度
（2026年度）

「男女共同参画推進条例」の施行による新たな取組とし
て企業や地域に働きかけを行う。

事業内容 主な取組

主な活動・展開評価指標 ４か年計画額

所管名重点事業

（仮称）第2期学園

都市ビジョン策定

（仮称）長期計画

ヒアリング・検討

（仮称）長期計画

策定

大学コンソーシアム八王子

ホームページ改修

ＷＥＢプラット

フォーム構築

施設貸与

支援金交付（５年）

事業内容 主な取組

主な活動・展開評価指標 ４か年計画額

所管名重点事業

企業経営者等意見交換会、企業での出前講座

女性の再就職・キャリア支援

現況届 現況届 現況届
現況届

幼児期から大学生及び教育関係者への意識啓発
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◆暮らしの相談・支援の充実 ■就労支援による就労決定率

生活困窮者の自立支援〈再掲※〉 福祉部

就労支援

※P76、P111に掲載

◆外国人市民への支援 ■外国人と交流したいと思う市民の割合

多文化共生の推進 市民活動推進部

※P111に掲載

◆地域で支えあえるつながりづくり ■福祉就労から一般就労への移行者数

社会参加の促進 福祉部 　

自立相談支援【充実】

就労訓練の受入事業者を開拓し、マッチング事業を推進
することで、生活困窮者等の就労を支援する。

インターネットを活用した学習支援を行うことで、貧困
の連鎖の防止をはかる。

農作業を体験する障害福祉サービス事業所の通所者及び
その受入れを行う農業者に対して支援を行う。

障害福祉サービス事業所の通所者が、農作業を体験する
機会を設け、障害者の就業や農業の担い手確保等につな
げる。

障害福祉サービス事業所農業技術習得支援
の補助金交付

障害者農作業体験支援【新規】

外国人市民へのコミュニケーション・生活
支援

令和７年度
（2025年度）

令和８年度
（2026年度）

外国人市民を地域の一員として迎え、ともに生活してい
くため、外国人市民の生活支援や外国人市民と日本人市
民の交流事業を実施する。

令和５年度
（2023年度）

令和６年度
（2024年度）

語学ボランティア登録者数 73 百万円

令和７年度
（2025年度）

就労支援の新規対象者数 848

令和７年度
（2025年度）

学習支援

令和６年度
（2024年度）

地域で自立した生活ができるよう関係機関と連携して、
生活困窮者へのアウトリーチ支援を充実する。

百万円

令和５年度
（2023年度）

令和８年度
（2026年度）

令和８年度
（2026年度）

・八王子農業塾の参加事業者数
・農作業体験参加人数

12 百万円

令和５年度
（2023年度）

令和６年度
（2024年度）

八王子農業塾に参加する事業所に経費を支援（２事業所/年）

事業内容 主な取組

主な活動・展開評価指標 ４か年計画額

所管名重点事業

障害者の農作業体験を支援

事業内容 主な取組

主な活動・展開評価指標 ４か年計画額

所管名重点事業

事業内容 主な取組

主な活動・展開評価指標 ４か年計画額

所管名重点事業

外国人へのコミュニケーション・生活支援

インターネットを活用した学習支援

アウトリーチ支援

（東部地域） （エリア拡大）

就労訓練受入事業者の開拓及びマッチング事業の推進
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◆地域で安心して暮らすための支援の充実 ■障害者に対して理解や配慮をしている市民の割合

障害者自立支援〈再掲※〉 福祉部

地域生活支援拠点事業

地域の総合的な相談支援体制の確立【新規】

※P77、P112に掲載

◆地域で安心して暮らすための支援の充実 ■介護人材の不足を感じている事業者の割合

福祉部

百万円
・介護人材の人数
・介護現場の生産性

令和５年度
（2023年度）

令和６年度
（2024年度）

人材の確保・定着・育成

「障害のある人もない人も共に安心して暮らせる八王子
づくり条例」に基づく差別相談に対応するとともに、障
害理解について幅広く市民への普及啓発を行う。

障害者の権利擁護推進

地域生活支援拠点事業所に地域生活支援員を配置し、日
常生活支援等の各種支援を行う。

総合的な相談支援体制を構築することで、相談支援機関
との連携・調整を行うコーディネート機能を強化する。

介護事業所の人材の確保・定着・育成のため、人材育成
やマネジメント力向上に関する研修を行うとともに、相
談支援やネットワークづくり支援を行う。また、新たに
介護事業所の経営課題分析・解決に向けた相談支援を行
う。

介護事業所研修【充実】

26

令和８年度
（2026年度）

令和５年度
（2023年度）

令和６年度
（2024年度）

令和７年度
（2025年度）

令和７年度
（2025年度）

136

令和８年度
（2026年度）

障害者サポーター養成講座受講者数 百万円

研修の実施

事業内容 主な取組

主な活動・展開評価指標 ４か年計画額

所管名重点事業

介護事業所の経営課題分析・解決に向けた支援

介護事業所の相談対応・ネットワークづくり支援

事業内容 主な取組

主な活動・展開評価指標 ４か年計画額

所管名重点事業

障害者サポーター養成講座の開催

地域生活支援拠点事業の実施

総合的な相談支援体制の検討・準備 事業実施
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◆地域で安心して暮らすための支援の充実 ■６５歳健康寿命

地域で支えあう仕組みづくり 福祉部

※P97に掲載

◆地域で安心して暮らすための支援の充実 ■介護人材の不足を感じている事業者の割合

介護予防・生活支援サービス 福祉部

※P98に掲載

働きやすい環境の整備に取り組んだ介護事業者に対して
インセンティブを付与することで、介護人材の確保・定
着・育成につなげる。

要支援状態から改善するように高齢者の再自立（リエイ
ブルメント）を目指す支援を行うとともに、リハビリ
テーション専門職のスキル向上研修を行う。

介護保険の第１号訪問事業（従来型・Ａ
型）【充実】

介護保険の第１号通所事業（Ｃ型）

令和８年度
（2026年度）

令和７年度
（2025年度）

令和６年度
（2024年度）

令和５年度
（2023年度）

百万円

百万円1,419
介護予防・生活支援サービス（訪問型
サービスA）を提供するための人材不
足を感じている事業者の割合

令和５年度
（2023年度）

ボランティア参加等に対して地域で利用できるポイント
（てくポ）を付与することで、高齢者の運動・栄養・社
会参加の習慣化を支援する。

エビデンスに基づいた介護予防事業を推進する基礎とな
る調査、分析を行う。

要介護リスクや生活習慣・社会参加状況等に関するアン
ケート調査を実施し、支援が必要な高齢者の早期発見や
介護予防事業等の効果分析の基礎データとする。

高齢者が生きがいを感じながら地域の経済の担い手とな
る就労的活動を支援し、高齢者の健康寿命延伸や自立し
た生活の維持につなげる。

八王子てくてくポイント事業

介護予防事業評価事業

介護予防把握事業

高齢者の就労的活動環境整備【充実】

令和７年度
（2025年度）

令和６年度
（2024年度）

令和８年度
（2026年度）

てくポユーザー数 420

てくポの市場サービス等との連携

事業内容 主な取組

主な活動・展開評価指標 ４か年計画額

所管名重点事業

介護事業者へのインセンティブの付与

事業内容 主な取組

主な活動・展開評価指標
４か年計画額

所管名重点事業

リハビリテーション専門職のスキル向上研修の開催

就労的環境整備

の課題分析

各事業の介護予防効果の定量的分析

ICTの活用等マッ

チングの検証
マッチング

の実証

健康アンケート調査の実施

高齢者の再自立（リエイブルメント）支援の実施

オンラインを活用した就労的活動に関する情報発信の強化
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◆地域で安心して暮らすための支援の充実 ■介護人材の不足を感じている事業者の割合

任意事業 （介護保険法における地域支援事業） 福祉部

■生涯学習活動をしている市民の割合

学園都市大学の運営 市民活動推進部

※P125に掲載

◆学びの環境づくり ■生涯学習活動をしている市民の割合

図書館管理運営 生涯学習スポーツ部

中央図書館等の運営

市民一人あたりの来館回数 2,105 百万円

学園都市大学（いちょう塾）の現役世代への受講者層の
拡大と利便性向上をはかるため、既存システムの改修と
オンライン配信講座の拡充を行う。

272 百万円

令和７年度
（2025年度）

令和８年度
（2026年度）

令和５年度
（2023年度）

令和６年度
（2024年度）

オンライン講座の配信数

図書館機能の充実をはかりながら、資料及び情報の収
集、整理、保存、提供を行う。また、自主的・自発的な
学習活動を支援するため、学習活動の場の提供等を行
う。

令和７年度
（2025年度）

令和８年度
（2026年度）

介護支援専門員の資質向上等を目的とした研修会を実施
する。また、ケアマネジメント業務を行う上で必要な知
識や技術についてカリキュラムを構成する。

介護支援専門員の研修事業

令和５年度
（2023年度）

令和６年度
（2024年度）

令和７年度
（2025年度）

令和８年度
（2026年度）

学園都市大学の運営【充実】

◆学びの環境づくり

今後も八王子市内の介護事業所で働き続け
たいと考えている介護支援専門員の割合

8 百万円

令和５年度
（2023年度）

令和６年度
（2024年度）

研修会の開催

事業内容 主な取組

主な活動・展開評価指標 ４か年計画額

所管名重点事業

事業内容 主な取組

主な活動・展開評価指標 ４か年計画額

所管名重点事業

図書館運営・学習活動の場の提供等

事業内容 主な取組

主な活動・展開評価指標 ４か年計画額

所管名重点事業

オンライン配信講座の拡充

課題検証 システム改修 運用開始
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◆学びの環境づくり ■生涯学習活動をしている市民の割合

図書館システム管理運営 生涯学習スポーツ部

図書館システム管理運営

◆学びの環境づくり ■生涯学習活動をしている市民の割合

読書のまち八王子の推進 生涯学習スポーツ部

◆リカレント教育の充実 ■生涯学習活動をしている市民の割合

リカレント教育の充実 生涯学習スポーツ部

多様な利用形態に合わせ、非来館型サービス提供のため
のシステムの再構築を行うことで、市民の学習活動を支
援する。

住基人口に占める図書館の実利用者割
合

363 百万円

学習情報の発信、地域人材育成、大学・企業等との連携
等を行うことで、市民が様々な学びを得られ、地域で活
躍できる生涯学習環境を整備する。

・学習成果を仕事や地域での活動に活か
　している人の割合
・八王子リカレント教育支援アプリ「は
　ちリカ」登録者数

―
（マンパワー）

百万円

令和５年度
（2023年度）

令和６年度
（2024年度）

令和５年度
（2023年度）

子ども読書活動推進

高齢者障害者ユニバーサルデザイン推進

令和８年度
（2026年度）

生涯学習の環境整備

令和７年度
（2025年度）

令和７年度
（2025年度）

令和５年度
（2023年度）

令和６年度
（2024年度）

令和７年度
（2025年度）

令和８年度
（2026年度）

・市民一人あたりの来館回数
・住基人口に占める図書館の実利用者割合

32 百万円

「いつでも、どこでも、だれでも」読書に親しむことが
できるよう、ブックスタート、出張利用者登録、出張図
書館等を行い、バリアフリーな読書活動を推進する。

令和８年度
（2026年度）

令和６年度
（2024年度）

生涯学習の環境整備

事業内容 主な取組

主な活動・展開評価指標
４か年計画額

所管名重点事業

システム構築

事業内容 主な取組

主な活動・展開評価指標 ４か年計画額

所管名重点事業

乳児健診時のブックスタート及び出張利用者登録

事業内容 主な取組

主な活動・展開評価指標 ４か年計画額

所管名重点事業

運用開始

高齢者・障害者サービスの実施
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◆スポーツ・レクリエーションの振興 ■週１回以上運動している市民の割合

スポーツ・レクリエーションの推進〈再掲※〉 生涯学習スポーツ部

パラスポーツの推進

※P87、P103に掲載

◆農業の振興 ■延べ協力農業者応募数

体験農業 産業振興部

就業支援・働き方改革〈再掲※〉 産業振興部

就職マッチング支援【新規】

※P87に掲載

大学や企業と連携し、リカレント教育をはじめとした就
職支援を展開する。

就職氷河期世代就業支援【新規】

働ける環境を増やして働き方の多様化をはかり、新たな
チャレンジやビジネスチャンスを創出する。

サテライトオフィス・ワーケーション等
整備促進

市民の健康・体力づくりを促進するため、各種スポー
ツ・レクリエーション大会などを開催・支援するほか、
パラスポーツの体験教室を実施する。

全関東八王子夢街道駅伝競走大会の開催

国際スポーツ大会開催支援【充実】

「はちおうじ就職ナビ」を再構築し、新たな就職マッチ
ング支援を実施する。

・パラスポーツへの関心度
・スポーツを支える活動の実施率

177 百万円

農産物等の栽培見学、収穫体験等を通じて都市農業の現
状と農業に対する理解を深める。
障害者や高齢者等が、農を楽しみ、人と出会い交流する
ことで、社会参加の機会の拡大をはかる。

農福連携農業体験事業の実施数（累計） ―
（マンパワー）

百万円

令和５年度
（2023年度）

令和６年度
（2024年度）

令和５年度
（2023年度）

令和６年度
（2024年度）

令和７年度
（2025年度）

令和８年度
（2026年度）

地域で支える農業の推進【充実】

令和７年度
（2025年度）

令和８年度
（2026年度）

◆働く機会の創出
◆産業人材の育成

■昼夜間人口比率
■生涯学習をしている市民の割合

・就職マッチング支援による就労者数
・出張就職相談者数

83 百万円

令和５年度
（2023年度）

令和６年度
（2024年度）

令和７年度
（2025年度）

令和８年度
（2026年度）

事業内容 主な取組

主な活動・展開評価指標 ４か年計画額

所管名重点事業

事業内容 主な取組

主な活動・展開評価指標 ４か年計画額

所管名重点事業

農業体験を通じた農福連携の実施

事業内容 主な取組

主な活動・展開評価指標 ４か年計画額

所管名重点事業

体験会等開催

指導員等の募集・育成方法検討 独自育成・人材バンク等の実施

国際スポーツ大会誘致・開催支援

大会開催・運営方法等検討

制度設計 事業構築・実施

相談対応の周知啓発・出張就職相談会の実施

整備促進事業補助金の交付

市内農作物の栽培見学や収穫体験の実施

95



■ 健康のために「こころと身体にいいこと」を
している市民の割合

■ 安心して医療を受けられるまちと
感じている市民の割合

■ 健康の維持・増進を心掛けている市民の割合

＜適度な運動＞

＜食事などの栄養バランス＞

＜各種定期健診（検診）の受診＞

■ 週１回以上運動している市民の割合

◆ 施策１１-１ 健康づくりの推進

◆ 施策１９-１ スポーツ・レクリエーションの振興

◆ 施策１２-１ 地域医療連携体制の強化

■ 中核病院新規外来患者数における紹介率

■ 八王子市を「居心地の良い場所」
「訪れて楽しい場所」と感じている市民の割合

◆ 施策２２-１ 計画的なまちづくり

■ 居心地が良くあるきたくなるまちと
感じている市民の割合

重点テーマ （１）未来の主役づくり 取組方針 ウ

日常生活の中で健康になれる環境と地域医療体制を

整備するとともに、セルフケア能力を高める支援を通して、

一人ひとりの健康を育みます。

８９.４％ → ９５％
（２０２２年度）

５９.６％ → ７５％
（２０２２年度）

６９.２％ → ８５％
（２０２２年度）

６１.７％ → ７０％

５７.１％ → ７０％

４９.０％ → ６０％

（２０２２年度）

６５.９％ → ７５％
（２０２２年度）

８１.０％ → ８３％
（２０２１年度）

８２.１％ → ９０％
（２０２２年度）

◆ 主な取組（細施策）

■ 重要業績評価指標（ＫＰＩ）／目標値（２０３０年度）
■ 数値目標（２０３０年度）
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◆社会保障制度の適正運用 ■健康の維持・増進を心掛けている市民の割合（各種定期健診（検診）の受診）

セーフティネット支援対策等実施推進 福祉部

◆地域で安心して暮らすための支援の充実

地域で支えあう仕組みづくり〈再掲※〉 福祉部

※　P92に掲載

令和５年度
（2023年度）

令和６年度
（2024年度）

令和７年度
（2025年度）

ボランティア参加等に対して地域で利用できるポイント
（てくポ）を付与することで、高齢者の運動・栄養・社
会参加の習慣化を支援する。

八王子てくてくポイント事業

エビデンスに基づいた介護予防事業を推進する基礎とな
る調査、分析を行う。 介護予防事業評価事業

要介護リスクや生活習慣・社会参加状況等に関するアン
ケート調査を実施し、支援が必要な高齢者の早期発見や
介護予防事業等の効果分析の基礎データとする。

介護予防把握事業

高齢者が生きがいを感じながら地域の経済の担い手とな
る就労的活動を支援し、高齢者の健康寿命延伸や自立し
た生活の維持につなげる。

高齢者の就労的活動環境整備【充実】

生活保護利用者に対する受診勧奨通知件数 12 百万円

■６５歳健康寿命
■社会参加している高齢者の割合

令和６年度
（2024年度）

令和７年度
（2025年度）

令和８年度
（2026年度）

生活保護利用者の健康に関するデータの分析・活用を行
い、重篤な疾病の早期発見や予防及び医療費の適正化を
推進する。

生活保護利用者の健康管理支援【充実】

・てくポユーザー数
・就労している高齢者の割合

420 百万円

令和８年度
（2026年度）

令和５年度
（2023年度）

レセプト情報の分析

健康相談

事業内容 主な取組

主な活動・展開評価指標 ４か年計画額

所管名重点事業

事業内容 主な取組

主な活動・展開評価指標 ４か年計画額

所管名重点事業

受診勧奨

てくポの市場サービス等との連携

就労的環境整備

の課題分析

各事業の介護予防効果の定量的分析

ICTの活用等マッ

チングの検証
マッチング

の実証

健康アンケート調査の実施

オンラインを活用した就労的活動に関する情報発信の強化
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◆地域で安心して暮らすための支援の充実 ■社会参加をしている高齢者の割合

公設在宅サービスセンター管理 福祉部

◆地域で安心して暮らすための支援の充実 ■６５歳健康寿命

介護予防・生活支援サービス〈再掲※〉 福祉部

※P92に掲載

◆地域で安心して暮らすための支援の充実 ■６５歳健康寿命

一般介護予防 福祉部

働きやすい環境の整備に取り組んだ介護事業者に対して
インセンティブを付与することで、介護人材の確保・定
着・育成につなげる。

介護保険の第１号訪問事業（従来型・Ａ
型）【充実】

要支援状態から改善するように高齢者の再自立（リエイ
ブルメント）を目指す支援を行うとともに、リハビリ
テーション専門職のスキル向上研修を行う。

介護保険の第１号通所事業（Ｃ型）

550 百万円

令和５年度
（2023年度）

令和６年度
（2024年度）

公設在宅サービスセンターの管理【充実】
公設の介護施設である八王子市高齢者在宅サービスセン
ター４施設を、自立支援・重度化防止の対応充実のた
め、小規模多機能型居宅介護事業所へ転換する。

・認知症の早期発見や予防を目的とした
　支援やサービスの利用割合
・口腔リスク者割合

83 百万円

令和５年度
（2023年度）

令和６年度
（2024年度）

公設小規模多機能型居宅介護への転換工事
進捗率

令和７年度
（2025年度）

令和８年度
（2026年度）

令和７年度
（2025年度）

令和８年度
（2026年度）

介護予防普及啓発事業

一般高齢者向け介護予防普及啓発事業として、地域にお
いて自立した日常生活が営めることを目的とした各種介
護予防講座等を実施し、介護予防に関する知識の普及や
啓発を行うことで、要介護状態の予防及び自立支援を行
う。

介護認定率 1,419 百万円

令和５年度
（2023年度）

令和６年度
（2024年度）

令和７年度
（2025年度）

令和８年度
（2026年度）

委託先の実施報告書や体力測定の結果に基づく検証・支援

事業内容 主な取組

主な活動・展開評価指標 ４か年計画額

所管名重点事業

事業内容 主な取組

主な活動・展開評価指標 ４か年計画額

所管名重点事業

設計・工事（石川・長沼）

事業内容 主な取組

主な活動・展開評価指標 ４か年計画額

所管名重点事業

設計（中野）

設計（長房）

介護事業者へのインセンティブの付与

リハビリテーション専門職のスキル向上研修の開催

高齢者の再自立（リエイブルメント）支援の実施
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◆健康づくりの推進 ■健康の維持・増進を心掛けている市民の割合（各種定期健診（検診）の受診）

予防接種 健康医療部

◆健康づくりの推進 ■健康の維持・増進を心掛けている市民の割合（食事などの栄養バランス）

食育の推進 健康医療部

◆健康づくりの推進 ■健康の維持・増進を心掛けている市民の割合（各種定期健診（検診）の受診）

健診・検診の推進 健康医療部

令和６年度
（2024年度）

食育の推進（食環境整備事業）

定期予防接種と市独自の特別接種を実施し、感染症のま
ん延防止や対象となる疾病の発病及び重症化を予防す
る。また、特別接種として新たに百日せき予防のための
三種混合ワクチン接種を追加する。

食環境事業「はちおうじ健康応援店」
登録店舗数

令和８年度
（2026年度）

市民・団体・行政の協働により、食や健康をめぐる現状
を踏まえて全てのライフステージに応じた食育の推進を
行う。特に食育への関心の薄い方や若い世代にアプロー
チができるよう、企業等と連携・協働して食環境整備を
充実させる。

・がん検診精密検査受診率
・がん検診受診率

令和７年度
（2025年度）

予防接種被害者に対し、法に基づく補償により救済す
る。

令和５年度
（2023年度）

令和６年度
（2024年度）

令和８年度
（2026年度）

令和５年度
（2023年度）

令和７年度
（2025年度）

令和８年度
（2026年度）

令和５年度
（2023年度）

令和６年度
（2024年度）

三種混合ワクチン接種率 7,009 百万円

百万円

予防接種【充実】

高齢者予防接種

健康被害

令和７年度
（2025年度）

3,305 百万円

５つのがん検診（胃、肺、大腸、乳、子宮頸）を実施
し、早期発見、早期治療につなげる。また、生活習慣病
との関連が指摘される歯周病の予防及びかかりつけ医の
定着に向け、特定の年齢に受診券を送付し、歯と口腔・
歯周病検診を実施する。

がん検診等

11

事業内容 主な取組

主な活動・展開評価指標 ４か年計画額

所管名重点事業

事業内容 主な取組

主な活動・展開評価指標 ４か年計画額

所管名重点事業

事業内容 主な取組

主な活動・展開評価指標 ４か年計画額

所管名重点事業

【検診】毎年度６月１日～翌年１月31日まで実施

【精度管理】検診実施年度の翌年度まで通年実施

はちおうじ健康応援店登録店舗数の拡大（年間30店舗）

健康を意識した弁当やメニューの共同開発、食事会の開催

大学構内での食生活を見直す取組の実施

健康被害に関する調査委員会の設置及び医療手当等給付

予防接種法（A類疾病）に基づく予防接種、市独自の特別接種

百日せき三種混合ワクチン追加

高齢者へのインフルエンザ予防接種、肺炎球菌予防接種
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◆健康づくりの推進

いきいき健康づくり 健康医療部

◆健康づくりの推進 ■健康の維持・増進を心掛けている市民の割合（各種定期健診（検診）の受診）

特定健康診査 健康医療部

◆健康づくりの推進 ■健康の維持・増進を心掛けている市民の割合（各種定期健診（検診）の受診）

特定保健指導 健康医療部

健康づくりサポーター養成者数

特定保健指導率 163 百万円

特定健康診査

21 百万円

令和７年度
（2025年度）

令和８年度
（2026年度）

令和７年度
（2025年度）

令和８年度
（2026年度）

令和５年度
（2023年度）

令和６年度
（2024年度）

令和５年度
（2023年度）

令和６年度
（2024年度）

令和５年度
（2023年度）

令和６年度
（2024年度）

令和７年度
（2025年度）

令和８年度
（2026年度）

特定健診受診率 2,507 百万円

生活習慣病の発症及び重症化予防に役立てるため、特定
健康診査（国民健康保険に加入している40歳以上の方が
対象）の結果から、メタボリックシンドローム及び予備
群の該当者に特定保健指導を行う。

特定保健指導

生活習慣病の早期発見・治療に役立てるため、対象者の
特性に応じた受診勧奨を実施することにより特定健康診
査（国民健康保険に加入している40歳以上の方が対象）
の受診率向上につなげる。

■地域の人と交流したり、地域の活動に参加したりすることで、充実感や生きがいを感じる市民の割合
■健康の維持・増進を心掛けている市民の割合（適度な運動）

「自分で、家庭で、地域で、笑顔あふれる健康なまちづ
くり」を目指して、健康づくりサポーターを養成・支援
する。
無理せず、楽しみながら健康づくりに関心を持てる取組
を推進する。

いきいき健康づくり（健康づくりサポー
ター）

いきいき健康づくり（ウォーキングマップ
の改訂）【充実】

事業内容 主な取組

主な活動・展開評価指標 ４か年計画額

所管名重点事業

事業内容 主な取組

主な活動・展開評価指標 ４か年計画額

所管名重点事業

事業内容 主な取組

主な活動・展開評価指標 ４か年計画額

所管名重点事業

養成講座 養成講座

フォロー講座・サポーター交流会

マップ改訂 周知・啓発

特定健康診査

（対象者の特性に合わせた勧奨メッセージの作成・送付）

積極的支援（生活スタイルに合わせた保健指導）

動機付け支援（健診結果の振り返り・健康づくりサポート）

指導手法の多様化（集団指導・オンライン面談の導入）
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◆健康づくりの推進 ■健康の維持・増進を心掛けている市民の割合（各種定期健診（検診）の受診）

生活習慣病重症化予防 健康医療部

◆健康づくりの推進 ■１年間のうちに転んだことがある後期高齢者の割合

後期高齢者の保健事業と介護予防の一体的実施 健康医療部、福祉部

◆保健衛生の充実 ■市民の自殺死亡率（人口１０万当たりの自殺者数）

精神保健対策 健康医療部

HbA1c8.0%以上の未治療者が受診につ
ながった割合

国民健康保険被保険者の健康増進及び健康寿命の延伸を
はかるため、医療機関への受診勧奨を行うとともに、糖
尿病性腎症が疑われる方に対して、かかりつけ医と連携
した保健指導を実施する。

保健医療を中心とした地域ネットワークの構築をはかる
とともに、対人保健サービスの提供と精神保健対策等を
実施することで、市民の精神保健の向上と精神障害者の
福祉の増進をはかる。

生活習慣病重症化予防

自殺対策の推進

27 百万円ゲートキーパー養成講座受講者数

令和８年度
（2026年度）

令和８年度
（2026年度）

令和７年度
（2025年度）

令和８年度
（2026年度）

令和７年度
（2025年度）

令和７年度
（2025年度）

5 百万円

令和５年度
（2023年度）

令和５年度
（2023年度）

令和６年度
（2024年度）

令和５年度
（2023年度）

令和６年度
（2024年度）

後期高齢者の保健事業と介護予防の一体的
実施

令和６年度
（2024年度）

・糖尿病性腎症重症化予防指導を受けた方のうち、
　翌年度のHbA1cの結果が主治医の管理目標を達した割合
・リハビリテーション専門職による通いの場へのアウト
　リーチ支援数

67 百万円

国保データベース（ＫＤＢ）システムを活用し地域の健
康課題の分析を行うとともに、健康課題のある人への個
別的支援や、フレイル予防に関する健康教育を実施する
ことにより、後期高齢者の健康寿命の延伸及び医療費適
正化をはかる。

事業内容 主な取組

主な活動・展開評価指標 ４か年計画額

所管名重点事業

事業内容 主な取組

主な活動・展開評価指標 ４か年計画額

所管名重点事業

事業内容 主な取組

主な活動・展開評価指標 ４か年計画額

所管名重点事業

糖尿病性腎症重症化予防指導

フレイル予防に関する通いの場への参加の促しや助言

糖尿病、高血圧の受診勧奨

糖尿病性腎症重症化予防指導の実施

第２期自殺対策

計画策定

ゲートキーパー養成研修・講習会の開催

関係機関との連携強化等による自殺未遂者支援の充実

計画に基づく取組の推進

101



◆地域医療連携体制の強化 ■中核病院新規外来患者数における紹介率

地域医療体制整備 健康医療部

◆地域医療連携体制の強化 ■看護専門学校卒業生の市内就職率

看護専門学校運営 健康医療部

◆地域医療連携体制の強化 ■看護専門学校卒業生の市内就職率

看護専門学校生の支援 健康医療部

3,768 百万円かかりつけ医を決めている市民の割合

看護専門学校運営

令和８年度
（2026年度）

令和８年度
（2026年度）

令和７年度
（2025年度）

令和７年度
（2025年度）

国家試験合格率 254 百万円

中核病院、一般病院、診療所、歯科診療所間における医
療連携システムを構築し、各医療機関の機能分担をはか
るとともに、かかりつけ医体制の更なる普及定着をすす
めることにより本市医療体制を整備・推進する。

令和６年度
（2024年度）

医療連携早期対応ネットワーク

在宅医療体制整備

令和７年度
（2025年度）

入学志望者数 34 百万円

令和５年度
（2023年度）

地域医療連携推進

看護専門学校の運営を行い、地域の医療現場で活躍でき
る看護師を養成する。

令和５年度
（2023年度）

令和６年度
（2024年度）

令和８年度
（2026年度）

修学支援金支給事業を活用し、本校学生に対する市内就
職率の向上と市内定住の促進をはかる。

看護専門学校生の支援

令和５年度
（2023年度）

令和６年度
（2024年度）

事業内容 主な取組

主な活動・展開評価指標 ４か年計画額

所管名重点事業

事業内容 主な取組

主な活動・展開評価指標 ４か年計画額

所管名重点事業

事業内容 主な取組

主な活動・展開評価指標 ４か年計画額

所管名重点事業

医療連携推進懇談会の開催

全夜間診療体制の確保及びシステムを活用した在宅医療体制の構築

診療所医師の依頼による中核病院での高度医療の実施

地域の医療人材の確保

修学支援金給付
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◆スポーツ・レクリエーションの振興 ■週１回以上運動している市民の割合

スポーツ・レクリエーションの推進〈再掲※〉 生涯学習スポーツ部

パラスポーツの推進

※P87、P95に掲載

◆計画的なまちづくり ■八王子市を「居心地の良い場所」「訪れて楽しい場所」と感じている市民の割合

都市計画調査 都市計画部

西八王子交通結節点整備

※P135に掲載 ＜交通円滑化対策【充実】＞

◆地域拠点の形成 ■八王子市を「居心地の良い場所」「訪れて楽しい場所」と感じている市民の割合

多摩ニュータウンの持続可能なまちづくり 都市計画部

※P116、P136に掲載

市民の健康・体力づくりを促進するため、各種スポー
ツ・レクリエーション大会などを開催・支援するほか、
パラスポーツの体験教室を実施する。

全関東八王子夢街道駅伝競走大会の開催

国際スポーツ大会開催支援【充実】

令和６年度
（2024年度）

百万円

市道八王子72号線（税務署通り）整備

1

177 百万円

令和５年度
（2023年度）

・パラスポーツへの関心度
・スポーツを支える活動の実施率

令和７年度
（2025年度）

令和８年度
（2026年度）

令和５年度
（2023年度）

地域住民を含めた関係者協議における出席
者数

231 百万円

令和５年度
（2023年度）

令和６年度
（2024年度）

令和６年度
（2024年度）

令和７年度
（2025年度）

令和８年度
（2026年度）

令和７年度
（2025年度）

令和８年度
（2026年度）

八王子駅及び西八王子駅周辺における道路整備等を行
い、駅前の賑わい創出と交通円滑化をはかる。

多摩ニュータウンの鹿島・松が谷地域において策定した
「鹿島・松が谷地域まちづかい計画」に基づき、まちづ
かい推進事業を推進することで、地域の活性化や魅力向
上をはかり、持続可能なまちづくりをすすめる。

市道八王子1371号線（野猿街道）整備

住民や事業者等によって作られる地域コ
ミュニティの拠点の数

多摩ニュータウンの持続可能なまちづくり

事業内容 主な取組

主な活動・展開評価指標 ４か年計画額

所管名重点事業

事業内容 主な取組

主な活動・展開評価指標 ４か年計画額

所管名重点事業

事業内容 主な取組

主な活動・展開評価指標 ４か年計画額

所管名重点事業

関係者協議・図書作成

住民との連携推進

地域住民や事業者による活動支援

ワークショップ

体験会等開催

指導員等の募集・育成方法検討 独自育成・人材バンク等の実施

国際スポーツ大会誘致・開催支援

大会開催・運営方法等検討

関係者協議・予備設計

線形検討・関係者協議

都市計画変更 事業化検討

無電柱化詳細設計 事業化

旧税務署用地測量
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◆地域拠点の形成 ■八王子市を「居心地の良い場所」「訪れて楽しい場所」と感じている市民の割合

地域の魅力を活かしたまちづくり 都市計画部

中心市街地再生に向けたまちづくり【充実】

※P135に掲載

◆主要駅周辺の拠点・回遊空間の形成 ■八王子市を「居心地の良い場所」「訪れて楽しい場所」と感じている市民の割合

旭町・明神町地区周辺まちづくりの推進 拠点整備部

旭町街区地区開発の推進

※P136に掲載

◆主要駅周辺の拠点・回遊空間の形成 ■八王子市を「居心地の良い場所」「訪れて楽しい場所」と感じている市民の割合

八王子駅南口集いの拠点整備 拠点整備部、都市計画部

※P136に掲載

令和７年度
（2025年度）

令和５年度
（2023年度）

令和６年度
（2024年度）

中心市街地において地域の活性化を図るた
めの活動を行う住民等団体の数

25 百万円

令和８年度
（2026年度）

8,638

令和６年度
（2024年度）

令和８年度
（2026年度）

令和７年度
（2025年度）

八王子医療刑務所跡地を活用し、公園、ミュージアム、
ライブラリ、交流スペースが一体となった集いの拠点を
整備する。また、八王子駅南口からのアクセス路となる
とちの木通り歩道空間の有効活用をはかるとともに、新
たなモビリティの導入に向けた検討を行う。

「旭町・明神町地区周辺まちづくり構想」に掲げる賑わ
い・憩い・交流のまちの実現に向け、保健所跡地での広
場整備をはじめ、東京たま未来メッセ（東京都立多摩産
業交流センター）と連携した、旭町街区と明神町街区と
の一体的なまちづくりをすすめる。

百万円

令和５年度
（2023年度）

旭町・明神町地区内の都市基盤整備

令和５年度
（2023年度）

令和６年度
（2024年度）

令和７年度
（2025年度）

令和８年度
（2026年度）

八王子駅南口集いの拠点整備【充実】

市街化区域におけるまちづくり支援【充実】

市街化調整区域の集落におけるまちづくり支援

保健所跡地広場のWi-Fi接続人数

中心市街地や西八王子駅周辺、郊外住宅団地、沿道集落
地域など様々な地域において、地域の活性化や課題解決
をはかるための地域主体の取組を支援し、地域の魅力を
活かしたまちづくりをすすめる。

保健所跡地への広場整備

開館前ワークショップ等参加人数

693 百万円

事業内容 主な取組

主な活動・展開評価指標 ４か年計画額

所管名重点事業

事業内容 主な取組

主な活動・展開評価指標 ４か年計画額

所管名重点事業

事業内容 主な取組

主な活動・展開評価指標 ４か年計画額

所管名重点事業

支援

まちづくり活動への支援

方針策定

意見交換・検討 検討結果に基づく事業実施、関係機関との意見交換

れんが通り工事

社会状況の変化に対応した事業化検討、関係者協議

マルベリーブリッジ延伸等基盤整備検討

暫定広場整備 自由度高い利用に向けた実証実験

関係者調整 賑わい空間社会実験

ＰＦＩ事業 既存施設解体工事・設計・整備・開館準備
開館

維持管理・運営

モニタリング業務

事業化検討
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◆主要駅周辺の拠点・回遊空間の形成 ■八王子市を「居心地の良い場所」「訪れて楽しい場所」と感じている市民の割合

八王子駅周辺交通環境の改善 道路交通部

※P137に掲載

◆都市景観の形成 ■八王子の景観への市民評価度

都市景観形成 まちなみ整備部

※P121、P137に掲載

◆交通結節点の整備 ■八王子市を「居心地の良い場所」「訪れて楽しい場所」と感じている市民の割合

高尾駅北口駅前広場及び南北自由通路等の整備 拠点整備部

※P137に掲載

令和７年度
（2025年度）

令和８年度
（2026年度）

令和５年度
（2023年度）

公共サインの設置基準や表記基準、デザイン等に関する
整備指針を策定し、八王子らしい景観に配慮した統一的
な整備をすすめる。
また、市民協働による景観の保全・活用をすすめるた
め、景観計画を見直し、「地域景観資産」の指定制度を
構築する。

沿道建築物の更新率 96 百万円

新設又は改修した公共サインのうち、（仮称）八
王子市公共サイン整備指針に適合するものの割合 42 百万円

地域景観形成【充実】

景観計画運用【充実】

観光拠点及び交通結節点として重要な高尾駅及び駅周辺
を整備し、高尾駅周辺地域の安全性・利便性を高める。

高尾駅北口駅前広場の整備

南北自由通路の整備

令和６年度
（2024年度）

令和５年度
（2023年度）

令和６年度
（2024年度）

令和７年度
（2025年度）

令和８年度
（2026年度）

八王子駅周辺における交通環境の向上をはかるため、マ
ルベリーブリッジ３工区（八王子駅～西放射線ユーロー
ド）の事業化に向けた検討をすすめる。

令和７年度
（2025年度）

令和８年度
（2026年度）

令和５年度
（2023年度）

令和６年度
（2024年度）

八王子駅周辺交通環境改善

当年度における事業出来高の達成度 706 百万円

事業内容 主な取組

主な活動・展開評価指標 ４か年計画額

所管名重点事業

沿道権利者や関係機関との協議・調整

事業内容 主な取組

主な活動・展開評価指標 ４か年計画額

所管名重点事業

事業内容 主な取組

主な活動・展開評価指標 ４か年計画額

所管名重点事業

公共サイン指針検討 モデルサイン

修正設計

施行協定都市計画変更

地域景観資産

制度構築

景観計画の見直し検討

指定 公表・周知

変更
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◆地域公共交通の確保 ■公共交通の利便性の満足度

地域循環バス「はちバス」の運行 道路交通部

※P138に掲載

◆地域公共交通の確保 ■公共交通の利便性の満足度

地域公共交通の充実 都市計画部

交通空白地域交通事業【充実】

※P139に掲載

◆地域公共交通の確保 ■公共交通の利便性の満足度

交通計画の策定 都市計画部

交通マスタープランの策定【新規】

※P139に掲載

地域交通事業（AIデマンド交通を含む）の
箇所数

72 百万円

令和７年度
（2025年度）

令和８年度
（2026年度）

ＡＩデマンド交通の導入【新規】

バス待ち環境の充実【新規】

令和５年度
（2023年度）

令和６年度
（2024年度）

地域公共交通計画の策定【新規】

　　　　― 58 百万円

既存バス路線では運行できない交通空白地域を中心にカ
バーし、主に高齢者や障害者、子供、妊婦などの外出を
支援するほか、老朽化した車両を更新し、誰もが気軽に
利用できる公共交通として運行する。

はちバス運行経費

令和７年度
（2025年度）

令和８年度
（2026年度）

地域循環バスや地域交通事業の充実をはかるため「（仮
称）地域公共交通運行ガイドライン」の策定、新たな地
域での地域交通事業の導入、そのほかＡＩデマンド交通
の導入やバス待ち環境を整備し、持続可能な地域公共交
通の実現をはかる。

交通政策を取り巻く社会環境の変化に対応するため、
「交通マスタープラン」及び「地域公共交通計画」の改
定を行う。

令和５年度
（2023年度）

令和６年度
（2024年度）

令和７年度
（2025年度）

令和８年度
（2026年度）

令和５年度
（2023年度）

令和６年度
（2024年度）

はちバス乗車人員数 262 百万円

事業内容 主な取組

主な活動・展開評価指標 ４か年計画額

所管名重点事業

事業内容 主な取組

主な活動・展開評価指標 ４か年計画額

所管名重点事業

事業内容 主な取組

主な活動・展開評価指標 ４か年計画額

所管名重点事業

運行支援

はちバス検討会を踏まえた車両購入検討

調査・研究

調査・研究

ＡＩデマンド交通の実証実験・検証分析

バス停上屋・ベンチ設置の補助制度の運用

新たな地域での導入（２年１か所ずつ）ガイドライン作成

策定

策定
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◆多様な移動手段の確保 ■新たな交通手段の実証実験件数

新モビリティサービスの普及・促進 都市計画部

※P117、P140、P144に掲載

◆中心市街地の活性化の推進

中心市街地の活性化 拠点整備部

空き店舗改修費補助

※P141に掲載

◆中心市街地の活性化の推進

中心市街地の総合的な再生 拠点整備部

※P141に掲載

令和８年度
（2026年度）

歩行者通行量 53 百万円

■中心市街地を「居心地の良い場所」「訪れて楽しい場所」と感じている市民の割合

令和７年度
（2025年度）

令和８年度
（2026年度）

まちなか魅力づくり支援

エリアリノベーションの推進

中心市街地の回遊性を高めるため、細街路を整備する。

にぎわいの創出にふさわしい街路灯の再整備を行う。

中心市街地の総合的な再生

中心市街地「街の灯り」整備

令和５年度
（2023年度）

令和６年度
（2024年度）

歩行者通行量 69 百万円

■中心市街地を「居心地の良い場所」「訪れて楽しい場所」と感じている市民の割合

令和５年度
（2023年度）

令和６年度
（2024年度）

令和７年度
（2025年度）

令和６年度
（2024年度）

令和７年度
（2025年度）

新モビリティサービス実現方策及び社会実
装に係る検討会議の開催数

令和８年度
（2026年度）

百万円

令和５年度
（2023年度）

30

中心市街地における空き店舗の改修費を支援する。

中心市街地の魅力づくりにつながる取組を支援する。

事業者同士の出会いや活動を支援してエリアの個性や魅
力向上をはかり、歩きたくなるまちづくりを推進する。

シェアサイクル事業ビックデータの活用
【新規】
新モビリティサービスの普及・促進
【新規】

ＭａａＳやシェアリングシステム、混雑を回避した移動
やパーソナルな移動など、集いの拠点におけるパーソナ
ルモビリティの導入を通して、新たなニーズに対応し
た、多様なモビリティサービスの普及・促進をはかる。

事業内容 主な取組

主な活動・展開評価指標 ４か年計画額

所管名重点事業

細街路の整備

事業内容 主な取組

主な活動・展開評価指標 ４か年計画額

所管名重点事業

空き店舗を活用して新規に出店する事業者に対する改修費支援

事業内容 主な取組

主な活動・展開評価指標 ４か年計画額

所管名重点事業

景観に配慮した照明灯の設置

意欲的な民間事業者に対する支援

担い手の発掘と人材プラットフォームの形成・拡充

活用検討 施策展開に活用

集いの拠点における

導入検討
実証実験

活動支援によるエリアの魅力向上
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■ 地域に人とひととのつながりがあるまちと
感じている市民の割合

■ 身近な場所に困りごとを相談できる人がいる市民の割合

■ 地域づくり推進会議を設置している
中学校区数

■ はちまるサポートの認知度

◆ 施策０１-１ 地域づくりの推進

◆ 施策０９-１ 地域で支えあえるつながりづくり

◆ 施策１３-２ 子ども・若者の居場所づくり

■ 子ども食堂や学習支援団体など、
八王子市地域子ども支援事業の
登録団体がある中学校区数

■ ソーシャルビジネス・コミュニティビジネス
相談件数

◆ 施策３０-５ 地域・社会課題解決型ビジネスの創出

重点テーマ （２）未来へのつながりづくり 取組方針 ア

多様かつ複合化した地域課題の解決に向け、

市民力・地域力をもとにして、地域が主体的に支えあえる

「地域づくり」を推進します。

２８.４％ → ６０％
（２０２２年度）

６７.２％ → ８５％
（２０２２年度）

４校区 → 全３７校区
（２０２２年度）

１１.４％ → ５０％
（２０２２年度）

２０校区 → 全３７校区
（２０２１年度）

- 件 → ３０件

◆ 主な取組（細施策）

■ 重要業績評価指標（ＫＰＩ）／目標値（２０３０年度）
■ 数値目標（２０３０年度）

施策番号 細施策番号
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◆地域づくりの推進 ■地域づくり推進会議を設置している中学校区数

地域づくり推進事業 未来デザイン室

◆地域づくりの推進 ■地域づくり推進会議を設置している中学校区数

地域活動のマッチング 市民部

◆地域コミュニティ活動の促進 ■地域コミュニティ活動に参加している市民の割合

コミュニティ活動支援 市民活動推進部

※P120に掲載

令和６年度
（2024年度）

令和７年度
（2025年度）

令和８年度
（2026年度）

(公財)八王子市学園都市文化ふれあい財団が行うコミュ
ニティ活動への支援に対する補助を行う。

地域活動のマッチング【新規】

地域の活動団体や住民がゆるやかに参画できるプラット
フォームを整備・拡充することで新しい地域のつながり
を構築し、地域が主体性・自立性を発揮して協働してい
く「地域づくり」を推進する。

百万円

地域づくり推進会議を設置している中
学校区数

63 百万円

令和５年度
（2023年度）

来場者数（八王子まつり、フラワーフェス由木、いちょう
祭り、踊れ西八夏まつり） 569 百万円

令和５年度
（2023年度）

地域づくり推進事業【充実】

地域で活動している団体、助けを必要としている人、資
格・特技を生かしたい人、地域活動に参加したい人を
マッチングする。

地域における新規サポート事業数

令和６年度
（2024年度）

令和７年度
（2025年度）

令和８年度
（2026年度）

コミュニティ活動支援

―
（マンパワー）

令和７年度
（2025年度）

令和８年度
（2026年度）

令和５年度
（2023年度）

令和６年度
（2024年度）

地域情報の収集

事業内容 主な取組

主な活動・展開評価指標 ４か年計画額

所管名重点事業

情報のマッチングによる地域活動の支援

コニュニティ活動支援への補助

事業内容 主な取組

主な活動・展開評価指標 ４か年計画額

所管名重点事業

プラットフォーム（地域づくり推進会議）の整備・拡充

事業内容 主な取組

主な活動・展開評価指標 ４か年計画額

所管名重点事業

地域づくりに関する制度設計

地域の居場所づくり
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◆地域コミュニティ活動の促進 ■地域コミュニティ活動に参加している市民の割合

市民活動推進 市民活動推進部

◆みんなの居場所づくり ■居場所があると感じている市民の割合

コミュニティ施設管理運営〈再掲※〉 市民活動推進部

※P76に掲載

◆シティプロモーションの推進 ■はちてく指数

都市の魅力の創造・発信 都市戦略部

はちてく指数
（シティプロモーション施策の効果を表す市独自
の指数※）

令和５年度
（2023年度）

地域活動に携わっている「はちおうじ
志民塾」卒塾生の割合

―
（マンパワー）

百万円

令和５年度
（2023年度）

54 百万円

利用者の利便性向上をはかるため、全市民センター及び
長房ふれあい館に施設利用予約システムを導入する。

市民センター管理【充実】

令和６年度
（2024年度）

令和７年度
（2025年度）

令和８年度
（2026年度）

令和７年度
（2025年度）

協働のパートナーや、主体的な地域活動の中心となる人
材を養成するための連続講座（はちおうじ志民塾）を実
施する。「志民塾」で得た知識を実際に活動につなげる
ため、講座を再構築する。

令和６年度
（2024年度）

令和７年度
（2025年度）

令和８年度
（2026年度）

協働推進【充実】

地域の持続的な発展を目指し、本市の魅力を効果的に発
信するために、動画やＷＥＢを活用した情報発信など、
新しい時代の自治体情報の届け方を学び、市民に伝わる
情報発信ができる職員を増やす。

令和８年度
（2026年度）

多世代交流サロンの開催箇所数　 2,816 百万円

令和５年度
（2023年度）

令和６年度
（2024年度）

都市の魅力の創造・発信【充実】

※①まちの魅力を人に推奨する気持ち、②まちを良くするため
に活動する気持ち、③まちを良くするために活動する人を応
援、感謝する気持ちを表す指標の平均値

事業内容 主な取組

主な活動・展開

所管名重点事業

研修実施

（動画作成技術研修、ＳＮＳ活用研修、自治体情報の届け方研修）

事業内容 主な取組

主な活動・展開

所管名重点事業

事業内容 主な取組

主な活動・展開

所管名重点事業

講座実施

システム構築 システム導入・運用

講座の再構築

評価指標 ４か年計画額

評価指標 ４か年計画額

評価指標 ４か年計画額
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◆外国人市民への支援 ■外国人と交流したいと思う市民の割合

多文化共生の推進〈再掲※〉 市民活動推進部

※P90に掲載

◆暮らしの相談・支援の充実 ■継続して支援している件数

生活困窮者の自立支援〈再掲※〉 福祉部

就労支援

※P76、P90に掲載

重層的支援体制整備事業 福祉部

・講演会等参加人数
・ＣＳＷを支援する住民ネットワーク登録人数

地域で自立した生活ができるよう関係機関と連携して、
生活困窮者へのアウトリーチ支援を充実する。

自立相談支援【充実】

就労訓練の受入事業者を開拓し、マッチング事業を推進
することで、生活困窮者等の就労を支援する。

インターネットを活用した学習支援を行うことで、貧困
の連鎖の防止をはかる。

学習支援

◆暮らしの相談・支援の充実
◆地域で支えあえるつながりづくり

965 百万円

■はちまるサポートの認知度

令和５年度
（2023年度）

外国人市民を地域の一員として迎え、ともに生活してい
くため、外国人市民の生活支援や外国人市民と日本人市
民の交流事業を実施する。

生活困窮者の新規相談受付件数

令和７年度
（2025年度）

令和８年度
（2026年度）

語学ボランティア登録者数 73 百万円

令和６年度
（2024年度）

令和５年度
（2023年度）

令和６年度
（2024年度）

848 百万円

外国人市民へのコミュニケーション・生活支
援

地域住民の複雑化・複合化した支援ニーズに対応するた
め、多機関協働事業を中心に、各機関が連携し、属性を
問わない相談支援、参加支援、地域づくりに向けた支援
を一体的に実施する。

令和７年度
（2025年度）

令和８年度
（2026年度）

重層的支援体制整備事業【充実】

令和７年度
（2025年度）

令和８年度
（2026年度）

令和５年度
（2023年度）

令和６年度
（2024年度）

事業内容 主な取組

主な活動・展開

所管名重点事業

事業内容 主な取組

主な活動・展開評価指標 ４か年計画額

所管名重点事業

はちまるサポートの整備

共生社会実現の啓発のための講演会開催

コミュニティーソーシャルワーカー（ＣＳＷ）を支援する住民ネットワークづくり

事業内容 主な取組

主な活動・展開

所管名重点事業

外国人へのコミュニケーション・生活支援

インターネットを活用した学習支援

アウトリーチ支援

（東部地域） （エリア拡大）

就労訓練受入事業者の開拓及びマッチング事業の推進

４か年計画額

評価指標

評価指標

４か年計画額

1か所開設
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◆地域人材の育成・支援 ■民生委員・児童委員の充足率

社会福祉委員の活動 福祉部

◆地域で安心して暮らすための支援の充実

障害者自立支援〈再掲※〉 福祉部

地域生活支援拠点事業

地域の総合的な相談支援体制の確立【新規】

※P77、P91に掲載

総合的な相談支援体制を構築することで、相談支援機関
との連携・調整を行うコーディネート機能を強化する。

「障害のある人もない人も共に安心して暮らせる八王子
づくり条例」に基づく差別相談に対応するとともに、障
害理解について幅広く市民への普及啓発を行う。

障害者の権利擁護推進

地域生活支援拠点事業所に地域生活支援員を配置し、日
常生活支援等の各種支援を行う。

民生委員・児童委員の１年間の訪問・
連絡活動の総件数

民生委員法・児童福祉法に基づく地域住民の調査、相
談、助言指導及び行政機関への協力等を通して、地域福
祉の向上に寄与する。また、相談業務等についてモバイ
ル端末を活用するなどオンライン化をすすめ、業務改善
及び民生委員・児童委員の充足率低下の抑制をはかる。

・地域生活支援拠点事業への相談件数
・総合的な課題を持つ相談者に対応した件数

244 百万円

令和５年度
（2023年度）

令和６年度
（2024年度）

令和７年度
（2025年度）

令和８年度
（2026年度）

民生委員の事務事業【充実】

136 百万円

令和５年度
（2023年度）

令和６年度
（2024年度）

令和７年度
（2025年度）

令和８年度
（2026年度）

■障害福祉サービス等利用計画のセルフプランの策定率
■障害児支援利用計画のセルフプランの策定率

モバイル端末の保守及び通信環境の整備・運用

事業内容 主な取組

主な活動・展開評価指標 ４か年計画額

所管名重点事業

モバイル端末操作の研修

相談業務等のオンライン化

検討・実施

事業内容 主な取組

主な活動・展開評価指標 ４か年計画額

所管名重点事業

障害者サポーター養成講座の開催

地域生活支援拠点事業の実施

総合的な相談支援体制の検討・準備 事業実施
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◆地域で安心して暮らすための支援の充実

高齢者在宅生活支援サービス 福祉部

◆地域で安心して暮らすための支援の充実

高齢者あんしん相談センター整備 福祉部

◆地域で安心して暮らすための支援の充実 ■認知症になっても在宅生活を続けたいと思う人の割合

認知症高齢者支援 福祉部

高齢者あんしん相談センターの移転・
複合化の箇所数

176 百万円

認知症ケアの質の向上のためのBPSDケ
アプログラム導入事業所数

3 百万円

認知症対策に関する各種事業について関係団体、関係機
関と連携をはかり、認知症の見守り体制の構築及び理解
促進など、認知症対策を総合的かつ効果的に推進する。

「日本版ＢＰＳＤケアプログラム」を普及し、認知症ケ
アの質の向上をはかるため、市内の介護サービス事業所
への導入促進及び事業実施の支援を行う。

認知症高齢者支援ネットワーク事業

認知症ＢＰＳＤケアプログラム促進事業
※BPSDとは、認知症の行動・心理症状のこと

高齢者が住み慣れた家で安心して日常生活を過ごすこと
ができるよう、高齢者あんしん相談センターを中心とし
た地域包括ケア体制を構築する。

高齢者の生活実態把握や高齢者あんしん相談センターと
連携して見守りを行う。

住民や民間企業等と多様な主体が連携し、高齢者の多様
な生活支援や社会参加の機会を提供する。

高齢者あんしん相談センター運営

高齢者見守り相談窓口運営

生活支援体制整備事業

■高齢者における「高齢者あんしん相談センター（地域包括支援センター）」認知度

令和８年度
（2026年度）

令和８年度
（2026年度）

令和５年度
（2023年度）

令和６年度
（2024年度）

令和７年度
（2025年度）

自立支援型地域ケア会議開催回数 3,955 百万円

総合相談窓口としての機能を強化し、多様な地域課題に
対応するため、公共施設内移転や地域福祉推進拠点との
併設を推進する。

高齢者あんしん相談センター整備

■高齢者における「高齢者あんしん相談センター（地域包括支援センター）」認知度

令和５年度
（2023年度）

令和６年度
（2024年度）

令和７年度
（2025年度）

令和７年度
（2025年度）

令和８年度
（2026年度）

令和５年度
（2023年度）

令和６年度
（2024年度）

由木事務所

内移転整備

事業内容 主な取組

主な活動・展開評価指標 ４か年計画額

所管名重点事業

高齢者あんしん相談センターの運営

事業内容 主な取組

主な活動・展開評価指標 ４か年計画額

所管名重点事業

ネットワーク会議の開催

事業内容 主な取組

主な活動・展開評価指標 ４か年計画額

所管名重点事業

シルバーふらっと相談室・シルバー見守り相談室の運営

多様な主体による高齢者の生活支援の体制づくりの推進

アドミニストレータ―研修、フォローアップ研修

公共施設内移転や地域福祉推進拠点との

併設を検討
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◆地域で安心して暮らすための支援の充実 ■認知症になっても在宅生活を続けたいと思う人の割合

包括的支援事業 福祉部

子育て親子支援〈再掲※〉 子ども家庭部

地域子ども支援【充実】

※P81、P135に掲載

◆家庭・地域の力を活かした教育の充実

地域学校協働活動の推進〈再掲※〉 学校教育部

※P85に掲載

認知症の正しい理解と知識を持ち、できる範囲で手助け
を行う人を養成する講座を実施する。本人・家族介護者
ミーティングを開催し、認知症の人やその家族の意見を
施策に反映する。

認知症支援を行う場を提供し、医療と連携した支援や同
じ境遇の家族同士が交流する機会を作ることで、介護負
担の軽減をはかる。

認知症理解促進事業

認知症家族サロン支援

認知症サポーター養成講座受講者数 356 百万円

令和５年度
（2023年度）

令和６年度
（2024年度）

令和７年度
（2025年度）

令和８年度
（2026年度）

学校活動支援・協働事業

令和５年度
（2023年度）

令和６年度
（2024年度）

令和７年度
（2025年度）

令和８年度
（2026年度）

69 百万円

幅広い地域住民等の参加により学校活動の更なる充実及
び活性化をはかることで、地域学校協働活動を推進す
る。

登録団体が行う居場所及び学習支援活動を対象とした支
援の検討を行う。

乳幼児とその保護者が気軽に集い、相互に交流できる場に
おいて、身近な相談場所として地域の子育て支援を行う。

親子つどいのひろば

学校でのボランティア活動を希望する
地域人材の数

令和５年度
（2023年度）

令和６年度
（2024年度）

八王子駅ビル内にある「ゆめきっず」において、妊娠期
からの切れ目ない支援（ネウボラ子育て広場）と一時預
かり事業を実施する。

（ネウボラ子育てひろば「ゆめきっず」の
設置と運営【新規】）

◆子ども・若者の居場所づくり
◆子育て環境の充実

■子ども食堂や学習支援団体など、八王子市地域子ども支援事業の登録団体がある中学校区数
■いつでも相談できる人・場がある子育て世帯の割合

・子ども食堂などを実施する団体数
・親子つどいの広場の年間利用者数

492 百万円

■学校と地域が連携して行う取組数

令和７年度
（2025年度）

令和８年度
（2026年度）

認知症サポーター養成講座の開催

事業内容 主な取組

主な活動・展開評価指標 ４か年計画額

所管名重点事業

認知症家族サロン運営

相談会の開催、家族介護者会のネットワーク化

事業内容 主な取組

主な活動・展開評価指標 ４か年計画額

所管名重点事業

事業内容 主な取組

主な活動・展開評価指標

所管名重点事業

地域人材の募集・登録・学校とのマッチング等

子ども食堂推進事業補助金の交付
支援の検討

親子つどいの広場（市内11か所）の運営

妊娠期からの切れ目ない支援・一時預かり事業実施
フロア

移転

主な活動・展開４か年計画額
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◆学びの環境づくり ■生涯学習活動の成果を地域活動に活かしている市民の割合

生涯学習センターの管理運営 生涯学習スポーツ部

◆学びと実践の循環づくり ■生涯学習活動の成果を地域活動に活かしている市民の割合

生涯学習の振興〈再掲※〉 生涯学習スポーツ部

生涯学習コーディネーター養成講座

※P86に掲載

◆計画的なまちづくり ■八王子市を「居心地の良い場所」「訪れて楽しい場所」と感じている市民の割合

用途地域等の変更 都市計画部

※P144に掲載

幅広い世代の学習意欲をより高められるよう、学びを支
援する「生涯学習コーディネーター」を養成する。

家庭教育支援チームとの協働により家庭における教育力
の向上をはかる。

家庭教育力の向上【充実】

部活動の地域連携・地域移行に向けた検討会の開催及び
視察を行う。

事務費（部活動の地域連携・地域移行）
【新規】

都市計画決定事務【充実】

地域まちづくり支援

　　　　― 25 百万円

地域における計画的な土地利用誘導をはかるため、都市
計画マスタープラン等に基づき、用途地域等の変更を行
う。
地元自治会などによる地域主体のまちづくり活動へのア
ドバイスを行う。

令和８年度
（2026年度）

生涯学習センター講座開設

令和７年度
（2025年度）

令和８年度
（2026年度）

令和５年度
（2023年度）

令和５年度
（2023年度）

令和６年度
（2024年度）

令和７年度
（2025年度）

令和６年度
（2024年度）

・学習成果を仕事や地域での活動に活かしている
　人の割合
・八王子リカレント教育支援アプリ「はちリカ」
　登録者数

116 百万円

講座の実施回数 24 百万円

様々な学習ニーズや地域課題に対応するため、地域や時
勢に相応した事業（講座・催し物）を開催し、「はちリ
カ」による情報提供を行う。

令和５年度
（2023年度）

令和６年度
（2024年度）

令和７年度
（2025年度）

令和８年度
（2026年度）

事業内容 主な取組

主な活動・展開評価指標
４か年計画額

所管名重点事業

講座開催・「はちリカ」による情報の提供

事業内容 主な取組

主な活動・展開評価指標 ４か年計画額

所管名重点事業

事業内容 主な取組

評価指標 ４か年計画額

所管名重点事業

方針見直し

地元自治会等へのまちづくり活動支援

講座開催

家庭支援教育講座の範囲拡充

部活動の地域連携・地域

移行向けた調査研究 地域移行の段階的実施

主な活動・展開

リーディングプロジェクト選定地区の都市計画の見直し
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◆地域拠点の形成 ■地区まちづくり協議会等の数

多摩ニュータウンの持続可能なまちづくり〈再掲※〉 都市計画部

※P103、P136に掲載

◆地域拠点の形成 ■地区まちづくり協議会等の数

地区まちづくりの推進 まちなみ整備部

◆住宅・住環境の整備 ■市内空き家率

空き家対策促進 まちなみ整備部

多摩ニュータウンの鹿島・松が谷地域において策定した
「鹿島・松が谷地域まちづかい計画」に基づき、まちづ
かい推進事業を推進することで、地域の活性化や魅力向
上をはかり、持続可能なまちづくりをすすめる。

多摩ニュータウンの持続可能なまちづくり

地区まちづくりに関する活動等に関わった
市民の人数

令和８年度
（2026年度）

空き家の発生予防から、管理不全な空き家の解消に至る
まで、住宅の状況に応じた対策を実施し、良好な住環境
を将来へ継承する。

空き家利活用促進整備助成【充実】

空き家の発生抑制普及啓発・相談事業【充
実】

自立・自走する住民懇談会等の数 1 百万円

6 百万円

令和５年度
（2023年度）

令和６年度
（2024年度）

令和７年度
（2025年度）

「八王子市地区まちづくり推進条例」に基づく地区まち
づくり協議会等の活動支援について、市民及び地区の多
様な思いや状況に応じられる制度に見直し、市民の主体
的なまちづくりの推進をはかる。

地区まちづくりの推進【充実】

「相続・継承について決まっていない（考
えていない）」高齢者（持ち家）の割合

109 百万円

令和７年度
（2025年度）

令和８年度
（2026年度）

令和７年度
（2025年度）

令和８年度
（2026年度）

令和５年度
（2023年度）

令和６年度
（2024年度）

令和５年度
（2023年度）

令和６年度
（2024年度）

事業内容 主な取組

主な活動・展開評価指標 計画額（4か

所管名重点事業

事業内容 主な取組

主な活動・展開評価指標 計画額（4か

所管名重点事業

事業内容 主な取組

評価指標 計画額（4か

所管名重点事業

協議会への活動支援

まちづくり審議会への諮問等 条例改正

セミナー･相談会の開催、広報特集号の発行

データを活用した

空き屋調査及び予測
空き家実態調査 空き家計画改定

地域活性化施設への改修・空き家の除却支援

計画額（4か

計画額（4か

計画額（4か 主な活動・展開

主な活動・展開評価指標 ４か年計画額

主な活動・展開評価指標 ４か年計画額

評価指標 ４か年計画額

住民との連携推進

地域住民や事業者による活動支援

ワークショップ
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◆復旧・復興体制の整備 ■災害に備えている市民の割合

復興対策の推進 都市計画部

職員eラーニング研修

※P132に掲載

◆多様な移動手段の確保 ■新たな交通手段の実証実験件数

新モビリティサービスの普及・促進〈再掲※〉 都市計画部

※P107、P140、P144に掲載

◆地域・社会課題解決型ビジネスの創出 ■ソーシャルビジネス・コミュニティビジネス相談件数

ソーシャルビジネス支援 産業振興部

中間支援組織の設立【新規】

ソーシャルビジネス/コミュニティビジネス
担い手の発掘・育成・支援【新規】

ソーシャルビジネス・コミュニティビジネスの担い手を
支援する中間支援組織を設立する。

ソーシャルビジネス・コミュニティビジネスの担い手を
発掘・育成するとともに、事業化に伴う課題に対して支
援を行う。

大規模な震災、風水害、火災その他の災害を受けた際
に、迅速かつ円滑な復興を行えるよう、都市復興マニュ
アルを活用した復興訓練を実施する。

ＭａａＳやシェアリングシステム、混雑を回避した移動
やパーソナルな移動など、集いの拠点におけるパーソナ
ルモビリティの導入を通して、新たなニーズに対応し
た、多様なモビリティサービスの普及・促進をはかる。

シェアサイクル事業ビックデータの活用
【新規】
新モビリティサービスの普及・促進
【新規】

新モビリティサービス実現方策及び社会実
装に係る検討会議の開催数

30 百万円

令和７年度
（2025年度）

令和８年度
（2026年度）

令和５年度
（2023年度）

令和６年度
（2024年度）

担い手発掘事業参加者数 40 百万円

令和５年度
（2023年度）

令和６年度
（2024年度）

令和７年度
（2025年度）

令和８年度
（2026年度）

復興訓練に参加したことのある市民や職員
の人数

7 百万円

令和７年度
（2025年度）

令和８年度
（2026年度）

復興訓練（ﾃｰﾏ型、地域協働型など）

災対各部図上訓練

令和５年度
（2023年度）

令和６年度
（2024年度）事業内容 主な取組

主な活動・展開評価指標 計画額（4か

所管名重点事業

事業内容 主な取組

主な活動・展開評価指標 ４か年計画額

所管名重点事業

中間支援

組織の設立

活動開始・取組推進
効果的な支援

方法の検討

事業内容 主な取組

主な活動・展開評価指標 ４か年計画額

所管名重点事業

研修・訓練の実施

計画額（4か 主な活動・展開評価指標 ４か年計画額

活用検討 施策展開に活用

集いの拠点における

導入検討
実証実験
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◆農業の振興 ■地域ぐるみ獣害対策取組地域数

獣害防止対策 産業振興部

◆みどりの保全・活用 ■自然とふれあう機会がある市民の割合

緑地管理の支援 環境部

※P133、P148に掲載

地域ぐるみ獣害対策会議の開催数 32 百万円

斜面緑地保全

緑地保護地区指定協力奨励金

人材育成講座・緑地保全ボランティア等の
参加者数

129 百万円

新たに緑地保全の担い手を育成する講座を開催し、斜面
緑地保全区域などの維持管理支援等につなげる。

緑地を守る人材の育成・活用【新規】

斜面緑地保全区域の指定とともに、植生・管理状況調
査、維持管理補助金制度による地権者支援を実施する。

緑地保護地区を指定するとともに、指定協力奨励金を交
付する。

令和７年度
（2025年度）

令和８年度
（2026年度）

令和５年度
（2023年度）

令和６年度
（2024年度）

令和７年度
（2025年度）

令和８年度
（2026年度）

地域ぐるみ獣害対策

令和５年度
（2023年度）

令和６年度
（2024年度）

農家への防除指導、野生獣の捕獲及び獣害に強い地域づ
くりを推進する。

獣害対策を通じた地域交流・啓発活動

事業内容 主な取組

主な活動・展開評価指標 ４か年計画額

所管名重点事業

事業内容 主な取組

所管名重点事業

事業内容 主な取組

所管名重点事業

人材育成講座の開催・保全活動の実施

事業内容 主な取組

主な活動・展開評価指標 ４か年計画額

所管名重点事業

緑地状況調査の実施・維持管理補助金の交付

指定協力奨励金の交付
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■ 日本遺産や歴史文化など地域資源を活用した
地域主体の活動に参加した市民の割合

■ 自分のまちの魅力を、家族・友人・知人に
おすすめしたいと思う市民の程度（推奨意欲スコア）

■ １年間のうちに伝統行事に
参加したことのある市民の割合

■ 八王子の景観への市民評価度

◆ 施策２１-２ 歴史文化・日本遺産の魅力発信

◆ 施策２２-４ 都市景観の形成

◆ 施策３１-３ 観光地域づくりの推進

■ 観光ポータルサイトアクセス数

■ ＭＩＣＥ開催による経済波及効果

◆ 施策３１-４ ＭＩＣＥ誘致の強化

■ 観光客数

重点テーマ （２）未来へのつながりづくり 取組方針 イ

日本遺産をきっかけとして、桑都文化を磨き上げ、

地域活動や地域の産業・経済の活性化をはかるほか、

豊富な資源を活用した地域主体の観光まちづくりを推進します。

１２.７％ → ３５％
（２０２２年度）

４８.２ポイント → ５５ポイント
（２０２２年度）

２２.３％ → ５０％
（２０２２年度）

５３.１％ → ６０％
（２０２２年度）

４９,８８９件 → １００,０００件
（２０２１年度）

◆ 主な取組（細施策）

■ 重要業績評価指標（ＫＰＩ）／目標値（２０３０年度）
■ 数値目標（２０３０年度）

５０８万人 → １,０００万人
（２０２１年）

１,９３０万円 → １４億円
（２０２１年度）
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◆地域コミュニティ活動の促進 ■地域コミュニティ活動に参加している市民の割合

コミュニティ活動支援〈再掲※〉 市民活動推進部

※P109に掲載

◆文化芸術の振興 ■八王子の文化芸術にふれる機会がある市民の割合

文化芸術活動の推進 市民活動推進部

◆歴史文化・日本遺産の魅力発信 ■１年間のうちに伝統行事に参加したことのある市民の割合

歴史文化の継承と魅力発信 生涯学習スポーツ部

来場者数（八王子まつり） 569 百万円

令和５年度
（2023年度）

文化会館施設利用者数 395 百万円

市民の文化芸術活動を推進するため、優れた文化芸術に
ふれる機会を提供するとともに、文化芸術活動への参加
を支援する。

令和５年度
（2023年度）

文化財関連施設の利用者数 195 百万円

令和５年度
（2023年度）

八王子城跡の歴史的価値を広く紹介し、市民及び史跡来
訪者の歴史に対する理解を深める。また、施設の維持管
理及び老朽化施設の改修を実施する。

国史跡八王子城跡維持管理【充実】

国史跡八王子城跡ガイダンス施設管理運営
【充実】

「文化財保存活用地域計画」に基づき文化財を保存・活
用するため、現況把握調査を行うとともに、その価値や
魅力を継承・発信するための取組を行う。

令和８年度
（2026年度）

令和７年度
（2025年度）

令和８年度
（2026年度）

令和６年度
（2024年度）

令和６年度
（2024年度）

令和７年度
（2025年度）

令和８年度
（2026年度）

文化財現況把握調査【充実】

（公財）八王子市学園都市文化ふれあいの財
団文化振興事業への補助

令和６年度
（2024年度）

令和７年度
（2025年度）

(公財)八王子市学園都市文化ふれあい財団が行うコミュ
ニティ活動への支援に対する補助を行う。

コミュニティ活動支援

事業内容 主な取組

主な活動・展開評価指標 ４か年計画額

所管名重点事業

事業内容 主な取組

主な活動・展開評価指標 ４か年計画額

所管名重点事業

調査・調査結果の活用

データベース化、デジタル化

ガイダンス

施設の改修

活用

鑑賞事業、市民参加・普及事業の実施

事業内容 主な取組

主な活動・展開評価指標 ４か年計画額

所管名重点事業

コミュニティ活動支援への補助
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◆歴史文化・日本遺産の魅力発信 ■１年間のうちに伝統行事に参加したことのある市民の割合

日本遺産の活用 生涯学習スポーツ部

◆歴史文化・日本遺産の魅力発信 ■１年間のうちに伝統行事に参加したことのある市民の割合

歴史遺産の保存と活用 生涯学習スポーツ部

◆都市景観の形成 ■八王子の景観への市民評価度

都市景観形成〈再掲※〉 まちなみ整備部

※P105、P137に掲載

令和７年度
（2025年度）

令和８年度
（2026年度）

令和５年度
（2023年度）

令和６年度
（2024年度）

令和８年度
（2026年度）

令和７年度
（2025年度）

歴史・郷土ミュージアムへの移転整備と
管理運営

公共サインの設置基準や表記基準、デザイン等に関する
整備指針を策定し、八王子らしい景観に配慮した統一的
な整備をすすめる。
また、市民協働による景観の保全・活用をすすめるた
め、景観計画を見直し、「地域景観資産」の指定制度を
構築する。

地域景観形成【充実】

景観計画運用【充実】

日本遺産認定の認知度 135 百万円

令和８年度
（2026年度）

令和５年度
（2023年度）

令和６年度
（2024年度）

令和７年度
（2025年度）

地域景観資産等の指定数 42 百万円

令和５年度
（2023年度）

令和６年度
（2024年度）

郷土資料館の移転に向けて、様々な収蔵資料をデータ
ベース化するとともに、一層の活用が図られるよう環境
を整備する。

民間との連携による日本遺産の活用【充実】

博物館利用者数 35 百万円

日本遺産「桑都物語」推進協議会による日本遺産認定ス
トーリー及びその構成文化財の磨き上げを行うことで、
本市の歴史文化の魅力を市内外へ発信する。

日本遺産認定ストーリー関連事業の実施

事業内容 主な取組

主な活動・展開評価指標 ４か年計画額

所管名重点事業

歴史資料のデータベース化

事業内容 主な取組

主な活動・展開評価指標 ４か年計画額

所管名重点事業

事業内容 主な取組

主な活動・展開評価指標 ４か年計画額

所管名重点事業

新たな計画

事業展開

歴史・郷土ミュージアムの開設準備 供用開始

日本遺産フェス

ティバル開催

公共サイン指針検討 モデルサイン

地域景観資産

制度構築

景観計画の見直し検討

指定 公表・周知

変更
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◆観光地域づくりの推進 ■観光ポータルサイトアクセス数

観光施設の管理運営 産業振興部

◆観光地域づくりの推進 ■観光ポータルサイトアクセス数

観光資源の魅力発信 産業振興部

◆観光地域づくりの推進 ■観光ポータルサイトアクセス数

観光コンテンツの発掘・洗練化 産業振興部

令和８年度
（2026年度）

夕やけ小やけふれあいの里リノベーション
【充実】

267 百万円

令和５年度
（2023年度）

令和６年度
（2024年度）

令和８年度
（2026年度）

令和５年度
（2023年度）

令和６年度
（2024年度）

観光魅力発信【充実】

外国人観光客誘致【新規】

日本遺産を活用した観光振興

産業観光コンテンツの育成【充実】

176 百万円

令和５年度
（2023年度）

令和６年度
（2024年度）

令和７年度
（2025年度）

日本遺産構成文化財を活用したイベントを開催する。

特色ある産業などを新たな観光資源として育成する。

令和７年度
（2025年度）

観光施設の利用者数 56 百万円

滝山城跡（滝山公園）の来訪者数

観光ホームページ及びデジタル観光ガイドブックの内容
と機能を充実する。

近隣自治体などとの連携を強化し、複数の地域をまたぐ
広域周遊観光を促進して外国人観光客の誘致をはかる。

観光案内所の来訪者数（問合せ数）

公民連携を視野に入れた管理運営手法を導入し、施設の
機能見直しと大規模改修を行う。

令和８年度
（2026年度）

令和７年度
（2025年度）

事業発掘・募集

事業内容 主な取組

主な活動・展開評価指標 ４か年計画額

所管名重点事業

サウンディング

事業内容 主な取組

主な活動・展開評価指標 ４か年計画額

所管名重点事業

デジタル技術

活用事例研究

事業内容 主な取組

主な活動・展開評価指標 ４か年計画額

所管名重点事業

各種イベントの開催（高尾山ライトアップなど）

観光コンテンツとしての育成・支援

一部運用開始

工事（リノベーション）

機能充実・情報発信

戦略策定・旅行商品開発

本格導入

誘客・情報発信

導入検討

事業者募集

122



◆ＭＩＣＥ誘致の強化 ■ＭＩＣＥ開催による経済波及効果

ＭＩＣＥの推進 産業振興部

ＭＩＣＥ推進活動費の補助【充実】

※P126に掲載

213 百万円

令和７年度
（2025年度）

令和８年度
（2026年度）

ＭＩＣＥ開催支援件数

令和５年度
（2023年度）

令和６年度
（2024年度）

八王子の様々な観光場所やものづくり現場を訪問するエ
クスカーションツアーや、歴史・文化施設等を活用して
ＭＩＣＥを開催するユニークべニューの利用促進をはか
るとともに、ＭＩＣＥ商談会への出展やファムトリップ
の実施など誘致に向けたプロモーション活動を強化す
る。

ＭＩＣＥ開催費用の助成や、日本遺産をはじめとする八
王子の地域資源や魅力を活用するプレ・ポストＭＩＣＥ
への支援を充実する。

民間の専門的知見を導入し、ニーズ・シーズの調査・研
究を行う。

ＭＩＣＥ開催支援費の補助【充実】

ＭＩＣＥ推進に関する調査研究

ＭＩＣＥ事業を展開する八王子観光コンベンション協会への補助

事業内容 主な取組

主な活動・展開評価指標 ４か年計画額

所管名重点事業

ニーズ・シーズの調査・研究を実施し、施策に反映
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■ イノベーション実現企業率

■ 付加価値額

１,０８０,４２５百万円 → 現状以上
（２０１６年）

■ 産産・産学連携による共同研究開発数

■ 生涯学習活動をしている市民の割合

◆ 施策０２-２ 学園都市づくりの推進

◆ 施策２９-３ 産業人材の育成

◆ 施策３０-１ 共創による新たなビジネスの創出

■ 公民共創プロジェクト組成件数

■ 産産・産学連携による共同研究開発数

◆ 施策３０-２ イノベーション拠点の形成

重点テーマ （２）未来へのつながりづくり 取組方針 ウ

豊かな産業資源の優位性や学園都市としての知の集積を活かし、

産学官民連携で革新的なイノベーションによる

価値創造を目指します。

３０.２％ → ４０％
（２０１９～２０２１年）

- 件 → １０９件（累計）

５５.０％ → ８０％
（２０２２年度）

- 件 → ３８件（累計）

- 件 → １０９件（累計）

◆ 主な取組（細施策）

■ 重要業績評価指標（ＫＰＩ）／目標値（２０３０年度）
■ 数値目標（２０３０年度）
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■産産・産学連携による共同研究開発数

学園都市づくり〈再掲※〉 市民活動推進部

大学コンソーシアム八王子【充実】

※P89に掲載

■産産・産学連携による共同研究開発数

学園都市大学の運営〈再掲※〉 市民活動推進部

※P93に掲載

◆産業人材の育成 ■昼夜間人口比率

産業を支える人材確保・育成事業 産業振興部

令和７年度
（2025年度）

令和８年度
（2026年度）

令和５年度
（2023年度）

令和６年度
（2024年度）

令和７年度
（2025年度）

令和８年度
（2026年度）

オンライン講座の配信数 272 百万円

令和５年度
（2023年度）

令和６年度
（2024年度）

令和５年度
（2023年度）

令和６年度
（2024年度）

令和７年度
（2025年度）

令和８年度
（2026年度）

◆学びの環境づくり

「（仮称）第２期はちおうじ学園都市ビジョン」及び
「（仮称）大学コンソーシアム八王子長期計画」を策定
する。また、大学コンソーシアム八王子のホームページ
改修及びＷＥＢプラットフォームを構築する。

令和６年度から認定を受けた交付対象者（令和４年度受
付分）に対する支援金の交付を開始する。

定住促進奨学金返還支援事業

デジタルハリウッド大学への施設貸与（旧三本松小学
校）を継続し、大学との連携をはかる。

デジタルハリウッド大学への施設貸与

◆学園都市づくりの推進

大学等と本市との連携・協力事業数 275 百万円

様々なスキルや知識を持った人材が、それぞれの能力を
活かして働ける機会を提供する。

・市内におけるプロボノ活動の件数
・市内における副業人材の活用件数

15 百万円

学園都市大学（いちょう塾）の現役世代への受講者層の
拡大と利便性向上をはかるため、既存システムの改修と
オンライン配信講座の拡充を行う。

学園都市大学の運営【充実】

プロボノ活動の促進【新規】

副業・兼業人材の活用促進【新規】

事業内容 主な取組

主な活動・展開評価指標 ４か年計画額

所管名重点事業

制度設計 ニーズ調査・事業実施

事業内容 主な取組

主な活動・展開評価指標 ４か年計画額

所管名重点事業

事業内容 主な取組

主な活動・展開評価指標 ４か年計画額

所管名重点事業

（仮称）長期計画

ヒアリング・検討

（仮称）長期計画

策定

施設貸与

課題検証 システム改修 運用開始

支援金交付（５年）

現況届現況届現況届
現況届

（仮称）第2期学園

都市ビジョン策定

大学コンソーシアム八王子

ホームページ改修

ＷＥＢプラット

フォーム構築

オンライン配信講座の拡充
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イノベーションの創出 産業振興部

オープンイノベーション支援事業【新規】

◆ＭＩＣＥ誘致の強化 ■ＭＩＣＥ開催による経済波及効果 　

ＭＩＣＥの推進〈再掲※〉 産業振興部

ＭＩＣＥ推進活動費の補助【充実】

※P123に掲載

ＭＩＣＥ開催支援費の補助【充実】

ＭＩＣＥ推進に関する調査研究

八王子の様々な観光場所やものづくり現場を訪問するエ
クスカーションツアーや、歴史・文化施設等を活用して
ＭＩＣＥを開催するユニークべニューの利用促進をはか
るとともに、ＭＩＣＥ商談会への出展やファムトリップ
の実施など誘致に向けたプロモーション活動を強化す
る。

ＭＩＣＥ開催費用の助成や、日本遺産をはじめとする八
王子の地域資源や魅力を活用するプレ・ポストＭＩＣＥ
への支援を充実する。

民間の専門的知見を導入し、ニーズ・シーズの調査・研
究を行う。

令和５年度
（2023年度）

令和６年度
（2024年度）

令和７年度
（2025年度）

令和８年度
（2026年度）

令和６年度
（2024年度）

令和５年度
（2023年度）

■公民共創プロジェクト組成件数
■産産・産学連携による共同研究開発数

令和７年度
（2025年度）

令和８年度
（2026年度）

（仮称）社会課題解決型ＰｏＣサポート事
業【新規】

ＭＩＣＥ開催支援件数 213 百万円

◆共創による新たなビジネスの創出
◆イノベーション拠点の形成

・（仮称）社会課題解決型ＰｏＣサポート事業の支援件数
・先端技術セミナー・ワークショップ等の開催数 72 百万円

社会課題の解決に資するＰｏＣ（実証実験）の支援を実
施する。

企業間のアライアンスの形成支援と複数の企業が連携し
てすすめる新製品・サービスの開発の補助を実施する。

制度設計

事業内容 主な取組

主な活動・展開評価指標 ４か年計画額

所管名重点事業

ＰｏＣ実施支援と補助金の交付

先端技術セミナー・ワークショップ等の開催と開発経費の補助

ＭＩＣＥ事業を展開する八王子観光コンベンション協会への補助

事業内容 主な取組

主な活動・展開評価指標 ４か年計画額

所管名重点事業

ニーズ・シーズの調査・研究を実施し、施策に反映
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■ 災害に強いまちと感じている市民の割合

■ 地域に人とひととのつながりがあるまちと
感じている市民の割合【再掲】

■ 特定緊急輸送道路沿道の建築物の耐震化率

■ 災害に備えている市民の割合

◆ 施策２４-１ 防災・減災機能の強化

◆ 施策２４-２ 災害予防・対策の強化

◆ 施策２４-３ 災害情報収集・伝達の強化

■ 複数の手法で防災情報を入手できる市民の割合

■ 保全の対象としたみどりの面積

◆ 施策３６-１ みどりの保全・活用

重点テーマ （３）未来に続く都市づくり 取組方針 ア

自助・互助・共助・公助の連携強化をはかるとともに、

自然や先端技術を活用し、災害の脅威から市民の命を守る

強靭なまちづくりを推進します。

＜食料の備蓄※＞ ４４.４％ → ７０％

＜飲料水の備蓄※＞ ４５.１％ → ７０％

＜避難場所共有＞ ５８.６％ → ７０％

＜安否確認共有＞ ５０.６％ → ７０％
（２０２２年度）

１,０９２.１ｈａ → １,１５０.０ｈａ
（２０２１年度）

３７.５％ → ６５％
（２０２２年度）

２８.４％ → ６０％
（２０２２年度）

９３.３％ → １００％
（２０２１年度）

７５.２％ → ８５％
（２０２２年度）

※３日間以上備蓄している市民の割合

◆ 主な取組（細施策）

■ 重要業績評価指標（ＫＰＩ）／目標値（２０３０年度）
■ 数値目標（２０３０年度）

施策番号 細施策番号
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◆健康危機管理体制の強化 ■健康危機管理に関する研修を受講した職員の割合

保健所管理運営 健康医療部

◆豊かな心と健やかな体を育む教育の推進 ■災害に備えている市民の割合

小学校給食〈再掲※〉 学校教育部

※P83、P143に掲載

◆豊かな心と健やかな体を育む教育の推進 ■災害に備えている市民の割合

中学校給食〈再掲※〉 学校教育部

※P83、P143に掲載

令和５年度
（2023年度）

令和６年度
（2024年度）

給食を通じて児童の健全な心身を育成し、生涯にわたる
望ましい食習慣を身につけるため、「学校給食法」に基
づく学校給食を運営する。また、地場野菜を活用した
「特別給食」による郷土愛の醸成のほか、教材のデジタ
ル化により環境・防災の観点からも食育を推進する。

学校給食（小学校）

給食を通じて児童の健全な心身を育成し、生涯にわたる
望ましい食習慣を身につけるため、「学校給食法」に基
づく学校給食を運営する。また、地場野菜を活用した
「特別給食」による郷土愛の醸成のほか、教材のデジタ
ル化により環境・防災の観点からも食育を推進する。

学校給食（中学校）

給食センターを活用した防災啓発事業
回数

―
（マンパワー）

令和７年度
（2025年度）

令和８年度
（2026年度）

　　　　― 638 百万円

令和５年度
（2023年度）

令和６年度
（2024年度）

令和７年度
（2025年度）

令和８年度
（2026年度）

保健所管理運営

百万円

令和５年度
（2023年度）

令和６年度
（2024年度）

市民の生命と健康にかかわる健康被害を未然に防ぎ、迅
速な初動対応により健康危機に対応するため、「八王子
市新型インフルエンザ等対策行動計画」を改訂するとと
もに、新型コロナウイルス感染症における経験を踏まえ
初動対応マニュアルを改訂する。

給食を通じた防災教育を実施する学校
の割合

―
（マンパワー）

百万円

令和７年度
（2025年度）

令和８年度
（2026年度）

事業内容 主な取組

主な活動・展開評価指標 ４か年計画額

所管名重点事業

所管名重点事業

所管名重点事業

国・都の動向確

認、情報収集

初動対応マニュアル改訂

行動計画改訂

庁内展開・職員への周知

職員研修（eラーニング）の実施

事業内容 主な取組

主な活動・展開評価指標 ４か年計画額

事業内容 主な取組

主な活動・展開評価指標 ４か年計画額

食育教材のデジタル化による食育の拡充

食育教材のデジタル化による食育の拡充

学校給食の運営、地産地消や環境・防災の観点からの食育の推進

学校給食の運営、地産地消や環境・防災の観点からの食育の推進
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◆防災・減災機能の強化 ■下水道区域の雨水流出抑制目標対策割合

流域治水の推進 水循環部

雨水浸透促進・流出抑制【充実】

◆防災・減災機能の強化

盛土等に伴う災害防止 まちなみ整備部

◆防災・減災機能の強化

大規模盛土造成地の安全対策 まちなみ整備部

■規制区域に含まれる保全対象の割合

令和７年度
（2025年度）

令和８年度
（2026年度）

令和７年度
（2025年度）

令和８年度
（2026年度）

令和６年度
（2024年度）

浸水対策重点整備

水路・雨水排水施設の整備・管理

第二次スクリーニング及び対策工の実施
【新規】

公共施設等に大容量の雨水貯留浸透施設の設置を行う。

優先対策地区における浸水対策を行う。

水路及び排水施設の整備・管理を実施する。

判定調査の箇所数 80 百万円

■大規模盛土造成地５２５箇所（第一次スクリーニング結果）に対する
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　安全対策の実施の有無を判定する調査の進捗率

東京都が実施している大規模盛土造成地の調査結果に基
づき、市内の危険箇所について対応方針を検討し、必要
に応じて対策工事等を実施することで、防災機能の向上
をはかる。

規制区域に含まれる人家等の数 19 百万円

令和５年度
（2023年度）

令和６年度
（2024年度）

令和７年度
（2025年度）

令和８年度
（2026年度）

「宅地造成及び特定盛土等規制法」において規制区域を
指定するに当たり、法に基づく基礎調査（盛土等に伴う
災害の発生の恐れがある区域の把握のために必要な調
査）を実施し、盛土等の安全性を確保することで、防災
機能の向上をはかる。

盛土等による災害防止のための調査【新
規】

対策優先度の高い地区における対策
地区数

1,111 百万円

令和５年度
（2023年度）

令和６年度
（2024年度）

令和５年度
（2023年度）

事業内容 主な取組

主な活動・展開評価指標 ４か年計画額

所管名重点事業

事業内容 主な取組

主な活動・展開評価指標 ４か年計画額

所管名重点事業

検討・設計

事業内容 主な取組

主な活動・展開評価指標 ４か年計画額

所管名重点事業

毎年度公共施設１・２か所で施設を設置

早期対策地区の浸水対策

水路・雨水排水施設の整備・管理

調査 区域指定 運用

調査・方針検討

地質調査・安定計算・宅地擁壁危険度調査
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◆防災・減災機能の強化 ■特定緊急輸送道路沿道の建築物の耐震化率

耐震化促進 まちなみ整備部

木造住宅耐震改修促進

◆災害予防・対策の強化

避難行動要支援者支援 福祉部

◆災害予防・対策の強化 ■ドローンを活用した事業数

災害対策 生活安全部

令和７年度
（2025年度）

令和８年度
（2026年度）

災害時のドローンを活用して、被害状況の確認や被災者
発見、物資の運搬などを行う。引き続き、危機の保守、
人材確保、訓練を行うが、他団体との連携など、更なる
活用方法について検討をすすめるとともに、訓練強化な
ど運営体制の強化をはかる。

令和６年度
（2024年度）

令和７年度
（2025年度）

令和８年度
（2026年度）

個別避難計画策定率 178 百万円

災害対策用ドローン活用検討【新規】

災害対策用ドローン整備【新規】

ドローン災害対策用運用回数 ―
（マンパワー）

令和６年度
（2024年度）

■災害に備えている市民の割合

令和５年度
（2023年度）

特定緊急輸送道路沿道建築物の耐震診
断実施率

避難支援等関係者（民生委員・児童委員、町会、自治
会、自主防災組織、警察・消防等）と連携し、要支援者
の避難支援の仕組みを構築する。要支援者の要件に基づ
き対象者名簿を整理し、このうち災害時に避難計画を策
定する必要がある者については、個別避難計画の策定を
すすめる。

旧耐震基準により建築された建物等について、耐震診
断、耐震改修等に要する費用の一部を補助し、災害に強
いまちづくりを推進する。

分譲マンション耐震化促進

令和５年度
（2023年度）

2,079 百万円

避難行動要支援者支援

令和５年度
（2023年度）

百万円

令和７年度
（2025年度）

令和８年度
（2026年度）

令和６年度
（2024年度）

緊急輸送道路沿道建築物耐震化促進

実態調査

事業内容 主な取組

主な活動・展開評価指標 ４か年計画額

所管名重点事業

事業内容 主な取組

主な活動・展開評価指標 ４か年計画額

所管名重点事業

個別避難計画策定

事業内容 主な取組

主な活動・展開評価指標 ４か年計画額

所管名重点事業

操縦者育成・訓練

活用検討 他団体等との連携活用庁内展開

戸別啓発、アドバイザー派遣及び耐震改修等補助の実施

耐震計画の

改定
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◆災害予防・対策の強化 ■災害に備えている市民の割合

災害対策設備 生活安全部

◆災害予防・対策の強化 ■消防団員の団員充足率

消防施設整備 生活安全部

◆災害予防・対策の強化 ■災害に備えている市民の割合

防災倉庫整備 生活安全部

令和７年度
（2025年度）

令和８年度
（2026年度）

令和７年度
（2025年度）

令和８年度
（2026年度）

避難所の開設頻度が増加傾向にあるため、災害に強い動
力源であるＬＰガス式の発電機導入をすすめる。

避難所の機能確保【新規】

防災備蓄食糧における避難者以外の対
象者数

令和６年度
（2024年度）

令和７年度
（2025年度）

令和８年度
（2026年度）

地域防災の中核を担う消防団の人員配置等について調査･
検討を行い、分団・部の再編を行い、持続可能な体制を
構築する。

消防団再編【新規】

消防団組織再編に合わせた器具置場整
備数

25 百万円

スタンドパイプを配付した自主防災組
織数

200 百万円

各分野でのマイナンバーカードの活用検討が進む中、安
否確認や避難者名簿作成など防災分野での活用方法を検
討し、被災者支援システムの構築を行う。

マイナンバーカードを活用した被災者支援
【新規】

令和６年度
（2024年度）

令和６年度
（2024年度）

令和５年度
（2023年度）

6 百万円

令和５年度
（2023年度）

令和５年度
（2023年度）

調査・検討

事業内容 主な取組

主な活動・展開評価指標 ４か年計画額

所管名重点事業

事業内容 主な取組

主な活動・展開評価指標 ４か年計画額

所管名重点事業

事業内容 主な取組

主な活動・展開評価指標 ４か年計画額

所管名重点事業

再編計画

策定
条例改正 再編実施

調査・検討 施設調整

調査・検討 対応方針
システム

整備

配備計画試験導入
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◆災害情報収集・伝達の強化 ■複数の手法で防災情報を入手できる市民の割合

防災行政ネットワークの整備 生活安全部

防災情報の発信【充実】

◆復旧・復興体制の整備 ■災害に備えている市民の割合

復興対策の推進〈再掲※〉 都市計画部

職員eラーニング研修

※P117に掲載

◆林業の再興 ■民有林の間伐面積

民有林振興 産業振興部

※P146に掲載

ＩＣＴ技術を活用した被害情報の収集や、災害情報等の
提供を迅速かつ効率的に行うため、新たな防災システム
を構築する。また、情報発信の複線化を行うため、デジ
タルデバイド対策も合わせて実施する。 デジタルデバイド対策

所有者の意向調査及び境界の確定を行う。

災害の抑制及びＣＯ２吸収源の拡大のため、山林の間伐
等整備や、木材活用を促進する。

民有林整備【新規】

・境界確定数
・対象者に対する境界確定に関する
　周知件数

23 百万円

情報提供を行える媒体数 240 百万円

令和６年度
（2024年度）

令和７年度
（2025年度）

令和８年度
（2026年度）

令和５年度
（2023年度）

令和６年度
（2024年度）

令和７年度
（2025年度）

令和８年度
（2026年度）

大規模な震災、風水害、火災その他の災害を受けた際
に、迅速かつ円滑な復興を行えるよう、都市復興マニュ
アルを活用した復興訓練を実施する。

復興訓練（ﾃｰﾏ型、地域協働型など）

災対各部図上訓練

令和５年度
（2023年度）

復興訓練に参加したことのある市民や
職員の人数

7 百万円

令和７年度
（2025年度）

令和８年度
（2026年度）

令和５年度
（2023年度）

令和６年度
（2024年度）

所管名重点事業

森林経営管理調査事業による未整備民有林の状況調査と境界確定

事業内容 主な取組

主な活動・展開評価指標 ４か年計画額

所管名重点事業

山林の間伐等整備や木材の活用促進

事業内容 主な取組

主な活動・展開評価指標 ４か年計画額

所管名重点事業

検討 構築準備 ｼｽﾃﾑ構築 運用

対策検討・調整
無線局

更新 機器整備

事業内容 主な取組

主な活動・展開評価指標 ４か年計画額

研修・訓練の実施
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◆みどりの保全・活用 ■保全の対象としたみどりの面積

緑地管理の支援〈再掲※〉 環境部

※P118、P148に掲載

・斜面緑地保全区域の面積
・緑地保護地区の面積

129 百万円

斜面緑地保全区域の指定とともに、植生・管理状況調
査、維持管理補助金制度による地権者支援を実施する。

斜面緑地保全

緑地保護地区を指定するとともに、指定協力奨励金を交
付する。

緑地保護地区指定協力奨励金

令和６年度
（2024年度）

令和７年度
（2025年度）

令和８年度
（2026年度）

新たに緑地保全の担い手を育成する講座を開催し、斜面
緑地保全区域などの維持管理支援等につなげる。

緑地を守る人材の育成・活用【新規】

令和５年度
（2023年度）

所管名重点事業 所管名重点事業

事業内容 主な取組事業内容 主な取組

人材育成講座の開催・保全活動の実施

事業内容 主な取組

主な活動・展開評価指標 ４か年計画額

緑地状況調査の実施・維持管理補助金の交付

指定協力奨励金の交付
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■ 付加価値額【再掲】

■ 創業比率

■ 事業従事者１人当たりの付加価値額
（労働生産性）

■ 創業支援等事業による支援を受けた創業者数

◆ 施策２８-１ 中小企業の経営力強化

◆ 施策３０-４ 成長産業の創出

◆ 施策２７-１ 地域公共交通の確保

■ 公共交通の利便性の満足度

■ 中心市街地を「居心地の良い場所」
「訪れて楽しい場所」と感じている市民の割合

◆ 施策３１-１ 中心市街地の活性化の推進

■ 「交通の便」満足度

■ 居心地が良くあるきたくなるまちと
感じている市民の割合【再掲】

重点テーマ （３）未来に続く都市づくり 取組方針 イ

にぎわいと活力を生み出すため、新産業分野の事業創出や

既存産業への支援を行うほか、公共交通の充実とともに

ウォーカブルなまちづくりを推進します。

１,０８０,４２５百万円 → 現状以上
（２０１６年）

４９.５％ → ５５％
（２０２２年度）

５９.６％ → ７５％
（２０２２年度）

５.２％ → １０％
（２０１４～２０１６年）

５３０万円 → 現状以上
（２０１６年度）

３７人 → １０３人
（２０２１年度）

６４.５％ → ７５％
（２０２２年度）

６２.２％ → ８０％
（２０２１年度）

◆ 主な取組（細施策）

■ 重要業績評価指標（ＫＰＩ）／目標値（２０３０年度）
■ 数値目標（２０３０年度）
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子育て親子支援〈再掲※〉 子ども家庭部

地域子ども支援【充実】

※P81、P114に掲載

◆計画的なまちづくり ■八王子市を「居心地の良い場所」「訪れて楽しい場所」と感じている市民の割合

都市計画調査〈再掲※〉 都市計画部

西八王子交通結節点整備

※P103に掲載 ＜交通円滑化対策【充実】＞

◆地域拠点の形成 ■八王子市を「居心地の良い場所」「訪れて楽しい場所」と感じている市民の割合

地域の魅力を活かしたまちづくり〈再掲※〉 都市計画部

中心市街地再生に向けたまちづくり【充実】

※P104に掲載

登録団体が行う居場所及び学習支援活動を対象とした支
援の検討を行う。

乳幼児とその保護者が気軽に集い、相互に交流できる場に
おいて、身近な相談場所として地域の子育て支援を行う。

親子つどいのひろば

八王子駅ビル内にある「ゆめきっず」において、妊娠期
からの切れ目ない支援（ネウボラ子育て広場）と一時預
かり事業を実施する。

（ネウボラ子育てひろば「ゆめきっず」の
設置と運営【新規】）

八王子駅及び西八王子駅周辺における道路整備等を行
い、駅前の賑わい創出と交通円滑化をはかる。

市道八王子1371号線（野猿街道）整備

市道八王子72号線（税務署通り）整備

中心市街地や西八王子駅周辺、郊外住宅団地、沿道集落
地域など様々な地域において、地域の活性化や課題解決
をはかるための地域主体の取組を支援し、地域の魅力を
活かしたまちづくりをすすめる。

市街化区域におけるまちづくり支援【充実】

市街化調整区域の集落におけるまちづくり
支援

地域住民を含めた関係者協議における
出席者数

231 百万円

中心市街地において地域の活性化を図
るための活動を行う住民等団体の数

25 百万円

令和５年度
（2023年度）

令和６年度
（2024年度）

令和７年度
（2025年度）

令和８年度
（2026年度）

◆子育て環境の充実 ■子育てを支える環境が整っていると感じている子育て世帯の割合

親子つどいの広場の年間利用者数 492 百万円

令和５年度
（2023年度）

令和６年度
（2024年度）

令和７年度
（2025年度）

令和８年度
（2026年度）

令和６年度
（2024年度）

令和７年度
（2025年度）

令和８年度
（2026年度）

令和５年度
（2023年度）

所管名重点事業

所管名重点事業

事業内容 主な取組

主な活動・展開評価指標 ４か年計画額

重点事業

事業内容 主な取組

主な活動・展開評価指標 ４か年計画額

事業内容 主な取組

主な活動・展開評価指標 ４か年計画額

子ども食堂推進事業補助金の交付
支援の検討

親子つどいの広場（市内11か所）の運営

妊娠期からの切れ目ない支援・一時預かり事業実施

支援

まちづくり活動への支援

方針策定

意見交換・検討 検討結果に基づく事業実施、関係機関との意見交換

フロア

移転

所管名

関係者協議・図書作成

関係者協議・予備設計

線形検討・関係者協議

都市計画変更 事業化検討

無電柱化詳細設計 事業化

旧税務署用地測量
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◆地域拠点の形成 ■八王子市を「居心地の良い場所」「訪れて楽しい場所」と感じている市民の割合

多摩ニュータウンの持続可能なまちづくり〈再掲※〉 都市計画部

※P103、P116に掲載

◆主要駅周辺の拠点・回遊空間の形成 ■八王子市を「居心地の良い場所」「訪れて楽しい場所」と感じている市民の割合

旭町・明神町地区周辺まちづくりの推進〈再掲※〉 拠点整備部

旭町街区地区開発の推進

※P104に掲載

◆主要駅周辺の拠点・回遊空間の形成 ■八王子市を「居心地の良い場所」「訪れて楽しい場所」と感じている市民の割合

八王子駅南口集いの拠点整備〈再掲※〉 拠点整備部、都市計画部

※P104に掲載

令和６年度
（2024年度）

令和７年度
（2025年度）

令和８年度
（2026年度）

住民や事業者等によって作られる地域
コミュニティの拠点の数

1 百万円

令和５年度
（2023年度）

多摩ニュータウンの鹿島・松が谷地域において策定した
「鹿島・松が谷地域まちづかい計画」に基づき、まちづ
かい推進事業を推進することで、地域の活性化や魅力向
上をはかり、持続可能なまちづくりをすすめる。

多摩ニュータウンの持続可能なまちづくり

令和６年度
（2024年度）

令和７年度
（2025年度）

令和８年度
（2026年度）

保健所跡地広場のWi-Fi接続人数 693 百万円

令和５年度
（2023年度）

「旭町・明神町地区周辺まちづくり構想」に掲げる賑わ
い・憩い・交流のまちの実現に向け、保健所跡地での広
場整備をはじめ、東京たま未来メッセ（東京都立多摩産
業交流センター）と連携した、旭町街区と明神町街区と
の一体的なまちづくりをすすめる。

旭町・明神町地区内の都市基盤整備

保健所跡地への広場整備

令和６年度
（2024年度）

令和７年度
（2025年度）

令和８年度
（2026年度）

開館前ワークショップ等参加人数 8,638 百万円

令和５年度
（2023年度）

八王子医療刑務所跡地を活用し、公園、ミュージアム、
ライブラリ、交流スペースが一体となった集いの拠点を
整備する。また、八王子駅南口からのアクセス路となる
とちの木通り歩道空間の有効活用をはかるとともに、新
たなモビリティの導入に向けた検討を行う。

八王子駅南口集いの拠点整備【充実】

所管名重点事業

所管名重点事業

所管名重点事業

事業内容 主な取組

主な活動・展開評価指標 ４か年計画額

事業内容 主な取組

主な活動・展開評価指標 ４か年計画額

事業内容 主な取組

主な活動・展開評価指標 ４か年計画額

住民との連携推進

地域住民や事業者による活動支援

ワークショップ

関係者調整 賑わい空間社会実験

ＰＦＩ事業 既存施設解体工事・設計・整備・開館準備

モニタリング業務

事業化検討

れんが通り工事

社会状況の変化に対応した事業化検討、関係者協議

マルベリーブリッジ延伸等基盤整備検討

暫定広場整備 自由度高い利用に向けた実証実験

開館

維持管理・運営

136



◆主要駅周辺の拠点・回遊空間の形成 ■八王子市を「居心地の良い場所」「訪れて楽しい場所」と感じている市民の割合

八王子駅周辺交通環境の改善〈再掲※〉 道路交通部

※P105に掲載

◆都市景観の形成 ■八王子の景観への市民評価度

都市景観形成〈再掲※〉 まちなみ整備部

※P105、P121に掲載

◆交通結節点の整備 ■八王子市を「居心地の良い場所」「訪れて楽しい場所」と感じている市民の割合

高尾駅北口駅前広場及び南北自由通路等の整備〈再掲※〉 拠点整備部

４か年計画額

※P105に掲載

令和６年度
（2024年度）

令和７年度
（2025年度）

令和８年度
（2026年度）

沿道建築物の更新率 96 百万円

令和５年度
（2023年度）

八王子駅周辺における交通環境の向上をはかるため、マ
ルベリーブリッジ３工区（八王子駅～西放射線ユーロー
ド）の事業化に向けた検討をすすめる。

八王子駅周辺交通環境改善

令和６年度
（2024年度）

令和７年度
（2025年度）

令和８年度
（2026年度）

新設又は改修した公共サインのうち、（仮称）八
王子市公共サイン整備指針に適合するものの割合 42 百万円

令和５年度
（2023年度）

公共サインの設置基準や表記基準、デザイン等に関する
整備指針を策定し、八王子らしい景観に配慮した統一的
な整備をすすめる。
また、市民協働による景観の保全・活用をすすめるた
め、景観計画を見直し、「地域景観資産」の指定制度を
構築する。

地域景観形成【充実】

景観計画運用【充実】

令和６年度
（2024年度）

令和７年度
（2025年度）

令和８年度
（2026年度）

当年度における事業出来高の達成度 706 百万円

令和５年度
（2023年度）

観光拠点及び交通結節点として重要な高尾駅及び駅周辺
を整備し、高尾駅周辺地域の安全性・利便性を高める。

高尾駅北口駅前広場の整備

南北自由通路の整備

所管名重点事業

重点事業

所管名重点事業

事業内容 主な取組

主な活動・展開評価指標 ４か年計画額

事業内容 主な取組

主な活動・展開評価指標 ４か年計画額

事業内容 主な取組

主な活動・展開評価指標

修正設計

施行協定都市計画変更

所管名

４か年計画額

沿道権利者や関係機関との協議・調整

公共サイン指針検討 モデルサイン

地域景観資産

制度構築

景観計画の見直し検討

指定 公表・周知

変更
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◆交通結節点の整備 ■公共交通の利便性の満足度

ＪＲ中央線・横浜線ホームドア整備 都市計画部

◆道路交通網の整備 ■市内の道路が渋滞なく利用できると感じている市民の割合

八王子南バイパス関連整備 都市計画部

◆地域公共交通の確保 ■公共交通の利便性の満足度

地域循環バス「はちバス」の運行〈再掲※〉 道路交通部

※P106に掲載

令和７年度
（2025年度）

令和８年度
（2026年度）

市内におけるホームドア設置鉄道駅数 224 百万円

地域団体および関係地権者に対する事
業説明の出席者数

1,046 百万円

令和８年度
（2026年度）

令和７年度
（2025年度）

令和６年度
（2024年度）

令和５年度
（2023年度）

ＪＲ中央線・横浜線において、利用者と列車との接触や
線路への転落を防止し、駅ホームにおける安全性及び利
便性向上をはかるため、ホームドア等の整備事業に対し
て補助金を交付する。

ＪＲ中央線・横浜線ホームドア整備【新規】

令和５年度
（2023年度）

令和６年度
（2024年度）

令和５年度
（2023年度）

令和６年度
（2024年度）

令和７年度
（2025年度）

令和８年度
（2026年度）

市道横山60号線・殿入川改良整備

占用物件監督処分

既存バス路線では運行できない交通空白地域を中心にカ
バーし、主に高齢者や障害者、子ども、妊婦などの外出
を支援するほか、老朽化した車両を更新し、誰もが気軽
に利用できる公共交通として運行する。

はちバス運行経費

八王子南バイパスへのアクセス路となる市道横山60号線
の拡幅整備及び殿入川の改良整備を行い、国が施行する
八王子南バイパス事業の整備効果を高める。

はちバス乗車人員数 262 百万円

八王子駅（横浜線）

事業内容 主な取組

主な活動・展開評価指標 ４か年計画額

所管名重点事業

事業内容 主な取組

主な活動・展開評価指標 ４か年計画額

所管名重点事業

所管名重点事業

事業内容 主な取組

主な活動・展開評価指標 ４か年計画額

八王子みなみ野駅（横浜線）

片倉駅（横浜線）

再占用工事

用地取得

移設工事

工事

※ＪＲ中央線については

令和9～12年度での設置工事

運行支援

はちバス検討会を踏まえた車両購入検討
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◆地域公共交通の確保 ■公共交通の利便性の満足度

地域公共交通の充実〈再掲※〉 都市計画部

交通空白地域交通事業【充実】

※P106に掲載

◆地域公共交通の確保 ■公共交通の利便性の満足度

交通計画の策定〈再掲※〉 都市計画部

交通マスタープランの策定【新規】

※P106に掲載

◆多様な移動手段の確保 ■公共交通の利便性の満足度

多摩都市モノレールの整備促進 都市計画部

令和５年度
（2023年度）

令和６年度
（2024年度）

　　　　― 58 百万円

令和７年度
（2025年度）

令和８年度
（2026年度）

72 百万円

令和５年度
（2023年度）

バス停上屋・ベンチの設置数

令和６年度
（2024年度）

令和７年度
（2025年度）

令和８年度
（2026年度）

令和５年度
（2023年度）

令和６年度
（2024年度）

令和７年度
（2025年度）

令和８年度
（2026年度）

3 百万円検討会議の開催数

地域循環バスや地域交通事業の充実をはかるため「（仮
称）地域公共交通運行ガイドライン」の策定、新たな地
域での地域交通事業の導入、そのほかＡＩデマンド交通
の導入やバス待ち環境を整備し、持続可能な地域公共交
通の実現をはかる。

ＡＩデマンド交通の導入【新規】

バス待ち環境の充実【新規】

交通政策を取り巻く社会環境の変化に対応するため、
「交通マスタープラン」及び「地域公共交通計画」の改
定を行う。 地域公共交通計画の策定【新規】

市民の交通利便性の向上及び多摩地域の都市間連携をは
かるため、多摩都市モノレール八王子ルート整備促進協
議会を通じて、八王子ルートの実現に向けた調査・検討
を行うとともに、啓発活動・要望行動を実施し、市民の
機運醸成をはかる。

多摩都市モノレールの整備促進

事業内容 主な取組

主な活動・展開評価指標 ４か年計画額

所管名重点事業

所管名重点事業

所管名重点事業

事業内容 主な取組

主な活動・展開評価指標 ４か年計画額

事業内容 主な取組

主な活動・展開評価指標 ４か年計画額

啓発活動・要望行動

課題整理、調査・検討、東京都との協議

調査・研究

調査・研究

ＡＩデマンド交通の実証実験・検証分析

バス停上屋・ベンチ設置の補助制度の運用

新たな地域での導入（２年１か所ずつ）ガイドライン作成

策定

策定
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◆多様な移動手段の確保 ■新たな交通手段の実証実験件数

新モビリティサービスの普及・促進〈再掲※〉 都市計画部

※P107、P117、P144に掲載

◆中小企業の経営力強化 ■事業従事者1人当たりの付加価値額（労働生産性）

企業等の活性化支援 産業振興部

スタートアップ支援 産業振興部

令和５年度
（2023年度）

大学と連携し、企業の技術革新及び新たな事業展開を推
進する。

創業塾の卒塾生を対象とした個別相談を実施する。

創業の支援・促進

創業塾卒塾生への伴走支援

令和７年度
（2025年度）

令和８年度
（2026年度）

創業塾卒塾生を対象とした伴走支援件数 57

ＭａａＳやシェアリングシステム、混雑を回避した移動
やパーソナルな移動など、集いの拠点におけるパーソナ
ルモビリティの導入を通して、新たなニーズに対応し
た、多様なモビリティサービスの普及・促進をはかる。

シェアサイクル事業ビックデータの活用
【新規】
新モビリティサービスの普及・促進
【新規】

令和７年度
（2025年度）

令和８年度
（2026年度）

新分野展開促進事業参加者数 248 百万円

海外への販路拡大等による生産性の向上や新分野展開等
に対して支援を行う。
市内中小企業が抱える経営改善・販路拡大等の課題を解
決するための補助を実施する。
サイバーシルクロードの機動力を更に高めるため、再構
築を行う。

新分野展開促進事業【充実】

経営力強化補助金【充実】

中間支援組織（サイバーシルクロード）の
再構築【新規】

■産産・産学連携による共同研究開発数
■創業支援等事業による支援を受けた創業者数

令和５年度
（2023年度）

令和６年度
（2024年度）

令和６年度
（2024年度）

令和７年度
（2025年度）

令和８年度
（2026年度）

百万円

百万円

◆イノベーション拠点の形成
◆成長産業の創出

令和５年度
（2023年度）

令和６年度
（2024年度）

新モビリティサービス実現方策及び社
会実装に係る検討会議の開催数

30

所管名重点事業

起業に関する専門知識を有するアドバイザーによる伴走支援

事業内容 主な取組

主な活動・展開評価指標 ４か年計画額

所管名重点事業

新産業創出センター及び新産業開発・交流センターの運営

新規事業開発や海外展開等の促進

事業内容 主な取組

主な活動・展開評価指標 ４か年計画額

所管名重点事業

あり方検討

補助事業の実施

再構築 新体制での運営

事業内容 主な取組

主な活動・展開評価指標 ４か年計画額

活用検討 施策展開に活用

集いの拠点における

導入検討
実証実験
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◆企業立地の促進 ■企業立地支援条例に基づく指定企業数

企業立地の促進 産業振興部

◆中心市街地の活性化の推進

中心市街地の活性化〈再掲※〉 拠点整備部

空き店舗改修費補助

※P107に掲載

◆中心市街地の活性化の推進

中心市街地の総合的な再生〈再掲※〉 拠点整備部

※P107に掲載

令和７年度
（2025年度）

令和８年度
（2026年度）

令和８年度
（2026年度）

市内産業の新たな基盤形成のため、「企業立地支援条
例」を改正する。

ものづくり企業の市外流出防止をはかる。

企業立地の促進【充実】

令和５年度
（2023年度）

令和６年度
（2024年度）

令和７年度
（2025年度）

令和６年度
（2024年度）

令和７年度
（2025年度）

令和８年度
（2026年度）

■中心市街地を「居心地の良い場所」「訪れて楽しい場所」と感じている市民の割合

■中心市街地を「居心地の良い場所」「訪れて楽しい場所」と感じている市民の割合

53 百万円

令和５年度
（2023年度）

令和５年度
（2023年度）

令和６年度
（2024年度）

歩行者通行量

ものづくり企業地域共生推進事業による
助成企業数

850 百万円

中心市街地の回遊性を高めるべく、細街路を整備する。

にぎわいの創出にふさわしい街路灯の再整備を行う。

中心市街地の総合的な再生

中心市街地「街の灯り」整備

歩行者通行量 69 百万円

中心市街地における空き店舗の改修費を支援する。

中心市街地の魅力づくりにつながる取組を支援する。 まちなか魅力づくり支援

事業者同士の出会いや活動を支援して、エリアの個性や
魅力向上をはかり、歩きたくなるまちづくりを推進す
る。

エリアリノベーションの推進

条例改正

事業内容 主な取組

主な活動・展開評価指標 ４か年計画額

所管名重点事業

所管名重点事業

所管名重点事業

市内移転等の費用補助

改正条例による奨励金の交付

事業内容 主な取組

主な活動・展開評価指標 ４か年計画額

細街路の整備

事業内容 主な取組

主な活動・展開評価指標 ４か年計画額

景観に配慮した照明灯の設置

空き店舗を活用して新規に出店する事業者に対する改修費支援

意欲的な民間事業者に対する支援

担い手の発掘と人材プラットフォームの形成・拡充

活動支援によるエリアの魅力向上
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■ 生物多様性や豊かな生活環境の保全のために
行動した市民の割合

■ 温室効果ガス削減割合（２０１３年度比）

■ 「生物多様性」の周知度
（言葉の意味を知っている市民の割合）

◆ 施策３６-３ 生物多様性の保全

◆ 施策２２-１ 計画的なまちづくり

◆ 施策３４-１ ＣＯ２排出量の削減

■ 日常生活において常に地球環境に
配慮して暮らしている市民の割合

■ 市内に設置された
太陽光発電設備の発電容量

◆ 施策３４-２ 再生可能エネルギーの普及促進

重点テーマ （３）未来に続く都市づくり 取組方針 ウ

自然環境と都市機能が調和した都市の実現に向け、

再生可能エネルギーの導入推進・普及など

持続力を生み出す取組を推進します。

７９.４％ → ８５％
（２０２２年度）

１２.３％ → ４６％
（２０１９年度）

３９.６％ → ５０％
（２０２２年度）

５３.９％ → ７０％
（２０２２年度）

５５ＭＷ → １５９ＭＷ
（２０２１年度）

■ 居住誘導区域の人口密度 ７５.５人／ｈａ → ７４人／ｈａ以上
（２０２１年度）

◆ 主な取組（細施策）

■ 重要業績評価指標（ＫＰＩ）／目標値（２０３０年度）
■ 数値目標（２０３０年度）
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◆豊かな心と健やかな体を育む教育の推進 ■給食への八王子産野菜の使用率

小学校給食〈再掲※〉 学校教育部

※P83、P128に掲載

◆豊かな心と健やかな体を育む教育の推進 ■給食への八王子産野菜の使用率

中学校給食〈再掲※〉 学校教育部

※P83、P128に掲載

◆計画的なまちづくり ■居住誘導区域の人口密度

戦略的まちづくり 都市計画部

長期計画の改定

121 百万円

令和７年度
（2025年度）

「地産地消給食」の実施回数 ―
（マンパワー）

百万円

令和５年度
（2023年度）

令和６年度
（2024年度）

令和７年度
（2025年度）

市域のまちづくりに関する長期計画を策定するととも
に、公共施設の再編や地域拠点のまちづくりの観点か
ら、各拠点における具体的なまちづくり方針等の策定を
行い、本市のまちづくりを推進する。

「地産地消給食」の実施回数 ―
（マンパワー）

百万円

令和５年度
（2023年度）

令和６年度
（2024年度）

令和７年度
（2025年度）

令和８年度
（2026年度）

給食を通じて児童の健全な心身を育成し、生涯にわたる
望ましい食習慣を身につけるため、「学校給食法」に基
づく学校給食を運営する。また、地場野菜を活用した
「特別給食」による郷土愛の醸成のほか、教材のデジタ
ル化により環境・防災の観点からも食育を推進する。

学校給食（小学校）

令和８年度
（2026年度）

令和８年度
（2026年度）

北野下水処理場・清掃工場跡地活用検討

ひよどり山地区土地活用

令和５年度
（2023年度）

令和６年度
（2024年度）

給食を通じて児童の健全な心身を育成し、生涯にわたる
望ましい食習慣を身につけるため、「学校給食法」に基
づく学校給食を運営する。また、地場野菜を活用した
「特別給食」による郷土愛の醸成のほか、教材のデジタ
ル化により環境・防災の観点からも食育を推進する。

学校給食（中学校）

　　　　―

所管名重点事業

所管名重点事業

事業内容 主な取組

主な活動・展開評価指標 ４か年計画額

所管名重点事業

事業内容 主な取組

主な活動・展開評価指標 ４か年計画額

事業内容 主な取組

主な活動・展開評価指標 ４か年計画額

都市計画ﾏｽﾀｰﾌﾟﾗﾝ 立地適正化計画

計画策定 事業手法検討 要求水準書の作成

都市農地活用検討（関係者調整） 検討結果に基づく

手法実施

食育教材のデジタル化による食育の拡充

食育教材のデジタル化による食育の拡充

学校給食の運営、地産地消や環境・防災の観点からの食育の推進

学校給食の運営、地産地消や環境・防災の観点からの食育の推進
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◆計画的なまちづくり ■居住誘導区域の人口密度

用途地域等の変更〈再掲※〉 都市計画部

※P115に掲載

◆都市緑化の推進 ■生産緑地面積

生産緑地地区の管理 都市計画部

◆多様な移動手段の確保 ■新たな交通手段の実証実験件数

新モビリティサービスの普及・促進〈再掲※〉 都市計画部

※P107、P117、P140に掲載

令和８年度
（2026年度）

令和６年度
（2024年度）

令和７年度
（2025年度）

令和８年度
（2026年度）

令和７年度
（2025年度）

地域における計画的な土地利用誘導をはかるため、都市
計画マスタープラン等に基づき、用途地域等の変更を行
う。
地元自治会などによる地域主体のまちづくり活動へのア
ドバイスを行う。

都市計画決定事務【充実】

地域まちづくり支援

生産緑地地区の指定等の従来施策を拡充するとともに、
次世代型農業拠点モデル地区導入などの新たな取組を推
進する。

生産緑地地区の管理【充実】

都市農地保全に関する取組

ＭａａＳやシェアリングシステム、混雑を回避した移動
やパーソナルな移動など、集いの拠点におけるパーソナ
ルモビリティの導入を通して、新たなニーズに対応し
た、多様なモビリティサービスの普及・促進をはかる。

シェアサイクル事業ビックデータの活用
【新規】
新モビリティサービスの普及・促進
【新規】

令和５年度
（2023年度）

令和６年度
（2024年度）

新モビリティサービス実現方策及び社
会実装に係る検討会議の開催数

30 百万円

都市農地保全に関する取組件数 73 百万円

令和５年度
（2023年度）

　　　　― 25 百万円

令和５年度
（2023年度）

令和６年度
（2024年度）

令和７年度
（2025年度）

令和８年度
（2026年度）

所管名重点事業

事業内容 主な取組

主な活動・展開評価指標 ４か年計画額

所管名重点事業

所管名重点事業

事業内容 主な取組

主な活動・展開評価指標 ４か年計画額

事業内容 主な取組

主な活動・展開評価指標 ４か年計画額

取組の拡充・遊休農地の活用検討

調査検討

遊休農地の活用周知

産学官連携事業の実施枠組み策定

主な取組

方針見直し

地元自治会等へのまちづくり活動支援

リーディングプロジェクト選定地区の都市計画の見直し

活用検討 施策展開に活用

集いの拠点における

導入検討
実証実験
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◆農業の振興 ■耕地面積

遊休農地活用支援 産業振興部

◆農業の振興 ■認定農業者数

農業環境の整備 産業振興部

◆農業の振興 ■耕地面積

地域農業活性化推進 産業振興部

令和７年度
（2025年度）

令和８年度
（2026年度）

令和５年度
（2023年度）

令和６年度
（2024年度）

令和７年度
（2025年度）

令和７年度
（2025年度）

令和８年度
（2026年度）

令和８年度
（2026年度）

8 百万円

貴重な都市農地の保全をはかるため、地域住民に配慮し
た基盤整備に係る費用の一部を補助する。

スマート農業の事例研究や需要調査を行う。

目指すべき将来の農地利用の姿を明確化する「地域計
画」を策定する。

都市農地保全

スマート農業の促進【新規】

地域計画の策定

無人農産物直売所におけるＩＣＴ技術
を活用した件数

1 百万円

農地バンク制度のマッチング数

令和５年度
（2023年度）

令和６年度
（2024年度）

ＩＣＴを活用し、生産者と消費者をつなぐ仕組みを構築
する。

地産地消の推進【新規】

整備事業実施経営体数 69 百万円

貸付けを希望する農地の情報を集約、提供し、農地の貸
借を促進する。

遊休農地や老朽化した果樹等により、賃借の妨げとなっ
ている農地を再生利用する取組に対し支援を行う。

農地バンク制度

遊休農地再生

令和５年度
（2023年度）

令和６年度
（2024年度）

営農状況調査

事業内容 主な取組

主な活動・展開評価指標 ４か年計画額

所管名重点事業

登録農地と借受希望者の募集・マッチング支援

事業内容 主な取組

主な活動・展開評価指標 ４か年計画額

所管名重点事業

補助金の交付

基礎調査の実施・計画策定

モデル農家の募集・実証実験

農地再生整備の一部補助

事例研究

取組推進

要望調査

事業内容 主な取組

主な活動・展開評価指標 ４か年計画額

所管名重点事業

アプリケーションによる農

産物情報などの発信
事例研究
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◆林業の再興 ■民有林の間伐面積

民有林振興〈再掲※〉 産業振興部

※P132に掲載

◆環境教育・環境学習の推進 ■自然とふれあう機会がある市民の割合

環境教育・学習の推進 環境部、資源循環部、水循環部

環境学習室の管理運営

◆CO2排出量の削減 ■日常生活において常に地球環境に配慮して暮らしている市民の割合

環境負荷の低減 環境部

令和５年度
（2023年度）

令和６年度
（2024年度）

地球温暖化防止普及啓発

中小事業者省エネ改修等推進事業

地球温暖化防止に関する普及啓発を実施する。

中小事業者の省エネルギー診断の促進及び省エネルギー
に資する設備・機器を設置する際の補助を行う。

市の地球温暖化対策に関する率先行動を推進する。 市の率先行動の推進【充実】

令和６年度
（2024年度）

令和５年度
（2023年度）

小学生用社会科副読本作成

環境学習センターの管理運営

身近な水辺での自然体験を推進する。

ごみ減量・リサイクル意識向上のため副読本を作成す
る。

環境学習室「エコひろば」の管理運営を行う。

23 百万円

令和５年度
（2023年度）

令和７年度
（2025年度）

令和８年度
（2026年度）

環境学習センターを有効活用し、市民への環境講座等の
実施や情報提供を促進する。

令和６年度
（2024年度）

令和７年度
（2025年度）

令和８年度
（2026年度）

・境界確定数
・対象者に対する境界確定に関する
　周知件数

令和７年度
（2025年度）

令和８年度
（2026年度）

所有者の意向調査及び境界の確定を行う。

災害の抑制及びＣＯ２吸収源の拡大のため、山林の間伐
等整備や、木材活用を促進する。

民有林整備【新規】

市民一人当たりの二酸化炭素排出量 1,647 百万円

水辺の楽校推進

環境に関する講座・講演、環境教育へ
の参加者数

978 百万円

公共施設ＬＥＤ化、公用車の電気自動車化など

事業内容 主な取組

主な活動・展開評価指標 ４か年計画額

所管名重点事業

市民や子どもに対する環境教育・生物多様性の学習促進

事業内容 主な取組

主な活動・展開評価指標 ４か年計画額

所管名重点事業

環境市民会議・環境団体等と連携した環境教育・学習を展開

副読本「きれいなまち八王子」を電子書籍で作成・小学校提供

地域資源を活用した講座やイベント実施

イベント等での普及・啓発

中小事業者に対する補助

森林経営管理調査事業による未整備民有林の状況調査と境界確定

事業内容 主な取組

主な活動・展開評価指標
４か年計画額

所管名重点事業

山林の間伐等整備や木材の活用促進
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◆再生可能エネルギーの普及促進 ■市内に設置された太陽光発電設備の発電容量

再生可能エネルギーの普及 環境部

◆ごみの発生抑制・資源化 ■1人1日当たりのごみの総排出量

ごみ処理基本計画 資源循環部

◆ごみの発生抑制・資源化 ■1人1日当たりのごみの総排出量

ごみ減量の推進 資源循環部

令和６年度
（2024年度）

再生可能エネルギー電力を利用してい
る公共施設の割合

―
（マンパワー）

百万円

令和５年度
（2023年度）

令和６年度
（2024年度）

令和８年度
（2026年度）

令和７年度
（2025年度）

　　　　― 18 百万円

令和７年度
（2025年度）

令和８年度
（2026年度）

ごみ処理基本計画の見直し及び清掃施設整
備計画の策定

人口減少・高齢化社会を見据えるとともに、プラスチッ
ク資源化促進や食品ロス対策推進などごみ処理を取り巻
く環境の変化への対応や今後の清掃施設体制の確立に向
け、ごみ処理基本計画を改定するとともに、清掃施設整
備計画を策定する。

令和７年度
（2025年度）

令和８年度
（2026年度）

1人1日当たりの家庭系ごみ排出量 45 百万円

再生可能エネルギーの普及【充実】
ＰＰＡ事業などによる公共施設における再生可能エネル
ギーの導入促進やエネルギーの地産地消をはかる。

食品ロス削減推進事業
フードシェアリングサービスを実施し、飲食店・小売店
などから発生する食品ロスの削減を促進する。

令和５年度
（2023年度）

令和６年度
（2024年度）

粗大ごみ等再生事業事業者との連携等による粗大ごみの再利用を推進する。

令和５年度
（2023年度）

更なるエネルギーの地産地消の検討

事業内容 主な取組

主な活動・展開評価指標 ４か年計画額

所管名重点事業

フードシェアリングサービスの実施

事業内容 主な取組

主な活動・展開評価指標 ４か年計画額

所管名重点事業

計画改定

事業内容 主な取組

主な活動・展開評価指標 ４か年計画額

所管名重点事業

ＰＰＡ事業活用による設置検討・運用

民間事業者等との調整・連携した粗大ごみ等再生事業を実施

取組推進
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◆ごみの発生抑制・資源化 ■1人1日当たりのごみの総排出量

生ごみ減量・資源化推進 資源循環部

◆廃棄物処理の最適化 ■し尿処理における関連団体等との協議件数

し尿等の処分 水循環部

◆みどりの保全・活用 ■保全の対象としたみどりの面積

緑地管理の支援〈再掲※〉 環境部

※P118、P133に掲載

し尿処理施設の広域化・共同化におけ
る検討会回数

145 百万円

令和５年度
（2023年度）

令和６年度
（2024年度）

令和７年度
（2025年度）

令和８年度
（2026年度）

し尿処理事業の再構築【新規】

「北野下水処理場・清掃工場跡地跡地構想」エリア内の
し尿処理施設において、不要施設の撤去や今後の広域
化・共同化を含めた東京都及び関連市町村との協議・検
討を行う。

令和７年度
（2025年度）

令和８年度
（2026年度）

新たに緑地保全の担い手を育成する講座を開催し、斜面
緑地保全区域などの維持管理支援等につなげる。

緑地を守る人材の育成・活用【新規】

斜面緑地保全区域の指定とともに、植生・管理状況調
査、維持管理補助金制度による地権者支援を実施する。

斜面緑地保全

・斜面緑地保全区域の面積
・緑地保護地区の面積

129 百万円

令和７年度
（2025年度）

令和８年度
（2026年度）

緑地保護地区を指定するとともに、指定協力奨励金を交
付する。

緑地保護地区指定協力奨励金

令和５年度
（2023年度）

令和６年度
（2024年度）

生ごみ資源化モデル事業
生ごみの減量・資源化のため、一部地域の家庭から排出
される生ごみの収集を行い、市内民間施設を活用した資
源化を行う。

生ごみたい肥化に関する講習会の回
数・参加者数

79 百万円

令和５年度
（2023年度）

令和６年度
（2024年度）

モデル事業

事業内容 主な取組

主な活動・展開評価指標 ４か年計画額

所管名重点事業

不要施設の撤去

事業内容 主な取組

主な活動・展開評価指標 ４か年計画額

所管名重点事業

所管名重点事業

検討結果を踏まえた本格実施

他団体等との協議・検討

事業内容 主な取組事業内容 主な取組

人材育成講座の開催・保全活動の実施

主な活動・展開評価指標 ４か年計画額

緑地状況調査の実施・維持管理補助金の交付

指定協力奨励金の交付
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◆生物多様性の保全 ■「生物多様性」の周知度（言葉の意味を知っている市民の割合）

環境保全活動の推進 環境部

生物多様性地域戦略の推進【新規】
生物多様性の保全とその持続可能な利用に関する方策を
示した「生物多様性地域戦略」を策定し、その周知・啓
発を行う。

令和５年度
（2023年度）

令和６年度
（2024年度）

令和７年度
（2025年度）

令和８年度
（2026年度）

イベント等（生物多様性に関する啓発
活動）の実施回数

61 百万円

周知・啓発

事業内容 主な取組

主な活動・展開評価指標 ４か年計画額

所管名重点事業

計画策定
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令和５年（２０２３年）３月

発 行 八王子市

編 集 八王子市総合経営部

所在地 〒１９２－８５０１ 八王子市元本郷町三丁目２４番１号

電 話 ０４２－６２６－３１１１（代表）

ＦＡＸ ０４２－６２７－５９３９

本冊子は再生紙を使用しています。




